
表紙の掲載作品について

富士フイルムグループは創業以来、「水と空気」を大切にしてきま
した。水と空気に育まれ巨木となった檜の舞うような大枝に、社会
が力強く発展している姿を思い、大枝の部分を本レポートの表紙
にしました。

「檜図屏風」  安土桃山時代・16世紀
作者は桃山時代の泰斗、狩野永徳。今は屏風だが、もとは天正18年（1590）12月落成の
八条宮邸の襖絵の一部であった。永徳は同年9月に他界した為，製作の最後まで立ち会え
たか否か不詳だが、観る者を圧倒する巨木中心の構成と、金地濃彩の豪華絢爛さは、彼の
つくりあげた絵画様式を伝えて迫力に溢れている。大枝を振りかざして舞うかのような檜
の姿や、限定した色彩の凛としたコントラストは見所である。

■本レポートについてのお問い合わせ先

総務部 CSRグループ
〒107-0052 東京都港区赤坂9丁目7番3号（東京ミッドタウン）
電話 03-6271-2065　FAX 03-6271-1190

http://www.fujifilmholdings.com/ja/
　　　　　　　　　　　　　sustainability/contact/index.html

富士フイルム ホールディングス株式会社

東京国立博物館　所蔵
Image : TNM Image Archives 　Source : http://TnmArchives.jp/
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Top Commitment

創業の精神で震災に立ち向かう

「東日本大震災」により被災された方々、ならびに
その御家族、関係者のみなさまに心からお見舞い申
し上げますと共に、まだまだ不自由な生活を余儀な
くされておられる方々の一日も早い復興をお祈りい
たします。
富士フイルムグループでは、震災後、直ちに医療、

写真（ミニラボ）、複写機などの設置機器を含めお客
様へのサポートをいち早く他社に先駆けて行うと同
時に、義援金や、医療機器、医薬品などの提供を行
いました。現在も、水や泥を被った写真やアルバム
の救済や被災者の生活に役立つ情報提供のために複
写機の無償貸与、放射線に関する適切な情報提供など、
富士フイルムグループの事業を活かした支援活動を
継続しております。今後も引き続き出来うる限りの
支援を行ってまいります。
今回の震災は、未曾有の大災害であり、大きな爪

痕と課題を残しましたが、一方で日本人の持つ協調
と秩序の精神が世界に認知され、日本人自らも日本
の底力、現場力を改めて認識する機会にもなったと
思います。富士フイルムグループでも、原子力発電
所の事故や寸断された交通網など厳しい状況の下で、
多くの従業員が自発的・主体的に各々の社会的使命
を果たすため、懸命にお客様へのサポートや拠点の
復旧活動にあたりました。かかる厳しい状況下でも
自らが仲間や会社、社会や国のために献身的に尽く
すという、創業以来、脈々と受け継がれてきた富士

るのではないでしょうか。
今後も富士フイルムグループが一丸となって、自

信を持ち、攻めの気持ちを奮い立たせ、ともすれば
停滞ムードが漂う日本を明るく前向きな姿勢とする
きっかけになれるよう、「外向き、上向き、前向き」
の意識で取り組んでまいります。

多様化するニーズに応え、
社会的課題の解決に貢献する

富士フイルムグループは、これまで事業の多角化
を進め、先進・独自の技術を発揮できる重点事業領
域に研究開発や人材などの経営資源を集中させ、新
たな価値創造に挑戦しながら、グローバルに事業を
展開しています。
例えば、総合ヘルスケアカンパニーを目指して、

これまでの予防・診断に加え、治療まで領域を広げ、
当社独自のFTD*技術を使ったジェネリック医薬品
の開発に挑戦しています。診断領域においても、デ
ジタル画像診断システムを、国内だけではなく、新
興国の診療所やクリニックに提供し、診断品質の向
上をサポートしています。一方、事務機器の分野
でも環境に配慮した小型LEDプリンターを新興国に
向けて供給し、情報インフラの拡充に取り組んでい
ます。

フイルムグループの原点ともいえる精神が発揮され
たのです。

新たな難局にも
「外向き、上向き、前向き」に取り組む

富士フイルムは、2000年以降の急激なデジタル化
による写真フィルムの需要減少や、2008年のリーマ
ンショックを、創業以来の精神に加え、富士フイル
ムグループ従業員が一丸となって取り組んだ構造改
革や事業構造の変革、現場力の強化によって乗り越え、
強靭な企業体質を作りあげてきました。
今回の観測史上最大級ともいえる大震災では原子

力発電の安全神話の崩壊や電力不足、風評被害など
多くの問題が、日本経済に甚大なダメージを与えて
います。これからも経済活動に影響を及ぼし続ける
ことは必至の状況です。加えて、中東・北アフリカ
の政情不安、欧米の金融不安、為替や原材料価格の
変動など、不安定な国際情勢が企業へ与える影響も
はかりしれません。
またしても我々は、荒波の真っ只中にいるのです。
しかしながら、我々は、富士フイルムグループの

精神と強靭な企業体質、そしてなによりもこれまで
培ってきた先進・独自の技術力によって、これから
起こるどんな難局にも正面から立ち向かい、これか
らも新たな価値を社会に提供し続けてまいります。
これこそ、リーディングカンパニーとしての社会的
責任であり、サステナブル（持続可能な）経営といえ

このように、これからも世界各地の事情に即した、
きめ細かいマーケティングに注力し、多様化するニー
ズに応え、社会的課題の解決に貢献していけるよう、
全力を挙げて取り組んでいきます。

＊�FTD技術：薬や化粧品の必要な成分をバランスよく配合し
（Formulation）、必要な場所に（Targeting）、必要な形で届ける
（Delivery）という、富士フイルム独自の技術コンセプト。

持続可能な社会の発展に向けて
イノベーションを起こし続ける

刻々と変化する社会の期待やニーズに確実に応え、
新たな価値を提供し続けていくためには、現状のや
り方や考え方、技術にとどまる事は許されません。
今なすべきことはトレンドにとらわれず、イノベー

ションを起こしていくことです。それこそが新しい
価値を生む原動力だからです。
新しい価値創造を加速させるために、富士フイル

ムグループは、これまでにも増してイノベーティブ
に行動し、社会に役に立つ新しい価値を創造し、世
界中にお届けしてまいります。そのような、どんな
時でもどんな環境下でも変わらない姿勢と企業活動
こそが、サステナブルな社会の発展に寄与するCSR
（企業の社会的責任）に他ならないのです。

以上

代表取締役社長・CEO CSR委員会委員長

真になすべきことは何か。
飽くなきイノベーションへの挑戦を通じて、
誠実に本業に邁進する。
新しい価値と新しい未来を創造し続ける。
それこそがサステナブル経営そのものである。
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編集方針 CONTENTS

レポートの作成過程

http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/index.html

http://www.fujifilmholdings.com/
ja/sustainability/report/guideline/index.html

「富士フイルムホールディングス サステナビリティレポート
2011」は、「特集 クォリティ オブ ライフの向上」、「東日本大震
災の復旧に向けた富士フイルムグループの取り組み」、「CSR重点
課題の実績」、「データ・資料編」の4部構成になっています。特集
では、企業理念にある「クォリティ オブ ライフの向上」に向けた
活動をまとめ、CSR重点課題の実績では、中期CSR計画に基づい
た活動の実績をまとめています。
報告内容は、右図にあるように、企業活動の3つの側面のうち

環境面、社会面を中心にステークホルダーと富士フイルムグルー
プ双方にとって重要性の高い情報を選択して報告しています。なお、
経済面を中心とした報告は、当社ホームページのIR情報、並びに
アニュアルレポートをご参照ください。
報告媒体は、富士フイルムホールディングスのホームページ内

「CSRの取り組み」にて、Webによる公開です。ホームページには、
今年度の内容をまとめた冊子形式の「サステナビリティレポート」
PDF版も用意してあり、ダウンロードできます。情報量の概念図
は右図のとおりです。
また、多くの専門家やステークホルダーからいただいた、富士

フイルムグループのCSR活動に対する客観的なご意見も掲載いた
しました。

ホームページは次のアドレスでアクセスできます。

レポートの対象期間
パフォーマンスデータの集計期間は、2010年度（2010年4月〜
2011年3月）です。活動内容は2011年度も含め、できるだけ最
新の動向をお伝えしています。

レポートの対象組織
富士フイルムグループ（富士フイルムホールディングス、富士フイ
ルムとその関係会社、富士ゼロックスとその関係会社、富山化学
工業、富士フイルムビジネスエキスパート）
●連結対象会社は、24、71ページと下記URLに記載しています。

●人事・労務関連の定量情報は、富士フイルム単体・富士ゼロッ
クス単体のデータです。

●「労働環境・社会会計」は、56ページに集計範囲を記載していま
す。「環境会計」は、67ページに集計範囲を記載しています。

参考にしたガイドライン
●環境省「環境報告ガイドライン〜持続可能な社会をめざして
（2007年版）」
●GRI「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン2006」
●環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」

レポートの記載に関する補足
●「従業員」という表記は、管理職、一般社員、パートなどを含め
すべての従業員を指します。「社員」という記載は、正社員を指
します。また、報告の正確さを期すため、正社員と非正社員（臨
時従業員、パートなど）という記載を必要な箇所に使用していま
す。

●事業会社である富士ゼロックスにおいては、別途「サステナビリ
ティレポート」を発行しています。富士ゼロックスの活動詳細は、
そちらも併せてご覧ください。

［GRIガイドライン（G3）対照表］

http://www.fujifilmholdings.com/
ja/business/group/index.html

従業員

富士フイルムグループ

市場 Market

調達先

お取引先

業界団体
行政

ビジネスパートナー

株主・投資家

お客様

将来世代

コミュニティ
（地域社会）

NPO・NGO
地域社会・国際社会 Society

環境 Environment

富士フイルムグループとステークホルダー

関連ページ：P56（ステークホルダーとの対話の手段）

ステークホルダー

グループ各社

富士フイルム
ホールディングス

コミュニケーション（ダイアログ、アンケート、問い合わせなどのツールを活用）

日常業務（CSR活動）

コミュニ
ケーション
ツール
として活用
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として活用
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として活用
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レポートの
発行
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第三者
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改善提案
受領
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意見の
まとめ

各部門への
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の実施

2011年版
レポートの
発行
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として活用
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情報の
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わたしたちは、先進・独自の技術をもって、最高品質
の商品やサービスを提供する事により、社会の文
化・科学・技術・産業の発展、健康増進、環境保持に
貢献し、人々のクォリティ オブ ライフのさらなる向
上に寄与します。

わたしたちは、先進技術・独自技術の融合、差別化技
術の創出により、新たな価値を創造し、お客さまに満
足と信頼をいただける最高品質の商品、サービスを
提供し続けていきます。

そして、それによって、従来規定してきた『映像と情
報』の範疇を超え、社会の文化・科学・技術・産業の発
展、さらに、人々の健康や地球環境の保持にも貢献
していきます。

その継続的な企業活動が、「世界中の人々が、物質
面だけではなく精神面の豊かさや、充実感、満足感
を持ちながら人生を過ごしていける」社会の実現に
大きく寄与することを使命ととらえ、新たな企業理
念を定めています。

企業は、公正な競争を通じて利潤を追求すると同時
に、広く社会にとって有用な存在でなければならな
い。そのため富士フイルムグループは、次の5原則に
基づき、国の内外を問わず、事業活動の展開にあたっ
ては、人権を尊重し、すべての法律、国際ルールを順
守し、またその精神を尊重するとともに社会的良識を
もって、持続的発展に向けて自主的に行動する。

　1.  信頼される企業であり続けるために
　2.  社会への責任を果たすために
　3.  あらゆる人権を尊重するために
　4.  地球環境を守るために
　5.  社員が生き生きと働くために

経営トップは、本憲章の精神の実現が自らの役割で
あることを認識し、率先垂範の上、社内・グループ企
業に徹底するとともに、取引先に対して周知させる。
また、社内外の声を常時把握し、実効ある社内体制の
整備を行うとともに、高い倫理観の涵養に努める。本
憲章に反するような事態が発生したときには、経営
トップ自らが問題解決にあたる姿勢を内外に明らかに
し、原因究明、再発防止に努める。また、社会への迅速
かつ的確な情報公開と説明責任を遂行し、自らを含
めて厳正な処分を行う。

［富士フイルムグループ企業行動規範］
	 http://www.fujifilmholdings.com/

ja/about/philosophy/law/index.html

富士フイルムグループの考えるCSRとは、誠実かつ
公正な事業活動を通じて企業理念を実践し、ビジョ
ンを実現することにより、社会の持続可能な発展に
貢献することです。

わたしたちは、

1. 経済的・法的責任を果たすことはもとより、さら
に、社会の要請にこたえるよう、企業市民として、
社会における文化・技術の発展や環境保全に寄
与していきます。

2. わたしたちのCSR活動が、社会の要請や期待に
適切にこたえているか、その活動が的確に実施
されているか、ステークホルダー（お客さま、株
主・投資家、従業員、地域社会、取引先など）との
対話などを通して、常に見直していきます。

3. 事業活動に対する説明責任を果たすため、積極
的に情報開示を進め、企業の透明性を高めます。

オープン、フェア、クリアな企業風土と先進・独自の
技術の下、勇気ある挑戦により、新たな商品を開発
し、新たな価値を創造するリーディングカンパニー
であり続ける。

わたしたちは、誠実・率直な客観的事実認識と合理
的判断のできるオープン、フェア、クリアな職場風土
を作り上げ、常に勇気をもって挑戦していきます。

わたしたちは、このような企業風土のもとで、当社の
持つ先進技術・独自技術をさらに磨き、お客さまに
満足と信頼をいただける新たな商品、サービスを開
発し、新たな価値を創造し続ける企業、フロンティア
として常に先頭を走る活力に満ちた企業であり続け
ます。

富士フイルムグループ 
企業理念

富士フイルムグループ 
企業行動憲章

富士フイルムグループの 
CSRの考え方

富士フイルムグループ 
ビジョン

特集　
クォリティ オブ 
ライフの向上

Part1　
ヘルスケア事業の取り組み… ………………… 8

Part2　
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富士フイルム 富士ゼロックス

学
大学

官
公的機関

産
産業界

富士フイルム先進研究所富士フイルム先進研究所 研究技術開発本部研究技術開発本部

国内外
関連会社

富山化学
工業

富山化学
工業

国内外
関連会社

画像形成材料
開発本部

画像形成材料
開発本部

モノ作り技術本部モノ作り技術本部

コーポレートラボコーポレートラボ

ディヴィジョナルラボディヴィジョナルラボ

共通基盤
技術ラボ
共通基盤
技術ラボ

知的財産本部知的財産本部

化成品
開発部 機能部材

開発部 部材生産
技術部

自動化・
マーキング
生産技術部

電子デバイス
技術部

画形材料
研究開発本部

アドバンスト
マーキング
研究所

有機合成化学
研究所

ポレ トラボポレ トラボ

先端コア技術
研究所

医薬品・
ヘルスケア研究所

生産技術
センター

解析技術
センター

ソフトウエア
開発センター

画像技術
センター

フラットパネル
ディスプレイ材料

研究所

エレクトロニクス
マテリアルズ材料

研究所

光学デバイス
開発センター メディカル

システム開発
センター

インキュベーション
センター

マーキング
技術研究所

コミュニケーション
技術研究所

システム
技術研究所

基盤技術
研究所

放射性医薬品の
開発・販売

富士フイルム
RIファーマ
富士フイルム
RIファーマ

ジャパン・ティッシュ・
エンジニアリング
ジャパン・ティッシュ・
エンジニアリング
再生医療製品の
開発・販売

ペルセウス
プロテオミクス
ペルセウス
プロテオミクス
抗体医薬品の開発

富士フイルム
ファーマ

富士フイルム
ファーマ

医薬品の開発・販売

富士フイルム
ファインケミカルズ
富士フイルム

ファインケミカルズ
医薬品原料の生産

富山化学工業富山化学工業
低分子医薬品の開発

富士フイルム
（医薬品・ヘルスケア研究所）

富士フイルム
（医薬品・ヘルスケア研究所）

低分子医薬品の探索
再生医療材料の開発
FTD技術の開発

低分子医薬品の探索
再生医療材料の開発
FTD技術の開発

富士フイルムの技術リソース

コラーゲン
の研究

画像
・

診断技術

独自の
ナノ

テクノロジー

合成技術
・
化合物
ライブラリー

解析
・

評価技術
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特集　クォリティ オブ ライフの向上
Part 1　ヘルスケア事業の取り組み

総合ヘルスケアカンパニーとして一層の飛躍を
図るために2010年6月に誕生した医薬品事業部
は、2つの役割を持っています。それは富士フイル
ムの医薬品事業の拡大と医薬品グループ会社の
一体運営です。

医薬品事業の拡大のために、海外事業展開の
推進、M&Aやライセンス戦略の立案実行、グルー
プ間の研究開発の機能の強化といった、富士フイ
ルムグループの医薬品事業の基本戦略を立て、そ
して事業ドメインの設定と新しいビジネスモデル

特長ある医薬品事業展開のために
富士フイルム医薬品事業部の役割と体制 を構築しています。

次に、医薬品グループ会社の一体運営のため
に、事業計画や研究・生産の管理、薬事や品質保
証体制の管理を通じ、本社機能としてのグループ
一体運営体制の構築を行っていきます。富士フイ
ルムグループの一体感の醸成、全体最適といった
考え方に基づき、「R&D委員会」「生産体制委員会」

「ライセンス委員会」「薬事委員会」「医薬品グルー
プ会社連絡会」といった各種委員会や連絡会を設
置しています。

富士フイルムの技術リソースと関連会社の特性
を活かし、グループ総力を結集し特長ある医薬品
事業を展開していきます。

富士フイルムグループは、2008年に富山化学工業をグループに迎え入れ、医薬品事業に本
格参入しました。2010年度は、「総合ヘルスケアカンパニー」として加速を始めるための、ダイ
ナミックな変革の一年であったといえます。2010年6月には、医薬品事業全体を統括する医薬
品事業部が誕生。また、医薬品研究所とライフサイエンス研究所を統合し、医薬品・ヘルスケア
研究所が発足しました。付加価値の高いジェネリック医薬品の開発・販売を手がける富士フイル
ムファーマの事業開始、再生医療のパイオニアであるジャパン・ティッシュ・エンジニアリングと
の資本提携など、垣根を越えた医薬品事業の体制づくりが進行しました。

医薬品事業への本格参入から2年を経て、
富士フイルムグループは総合ヘルスケアカンパニーとして
飛躍しようとしています。
富士フイルム、富山化学工業、富士フイルムRIファーマ、
そして富士フイルムファーマといったグループ企業間の
連携をさらに深め、先進・独自技術を追求していきます。

深化するグループの
連携によって
新たな価値を創生

ヘルスケア事業の取り組みPart 1

「総合ヘルスケアカンパニー」船出の1年

富士フイルム先進研究所

富士フイルム医薬品事業部と各グループ会社

富士フイルムグループの研究開発体制



やりたい
（ミッション）

やるべきやれそう

経営資源

（ニーズ／戦略）（シーズ）

● ブランド力
● 近代経営力
● 技術力
● 販売力

合理性

情熱／夢
使命感

起業家精神

● 市場性
● ユーザーニーズ
● 差別性
  （価値の創生）
● 企業戦略

富山化学の新薬
インフルエンザ治療薬

T-705

従来のインフルエンザ
治療薬と異なり

ウイルスの増殖そのものを
抑える画期的な新薬
（PhaseⅢ）

富士フイルムの
診断薬

+ 高感度
イムノクロマト法

写真の増幅技術を活用、
従来品より100倍高感度
感染初期の診断が可能

診断と医薬とを一体化した
先進的な医療システム
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特集　クォリティ オブ ライフの向上
Part 1　ヘルスケア事業の取り組み

「総合ヘルスケアカンパニーへ」という大きな構
想を抱きつつ、私たちは得意分野にフォーカスし、
ビジネスの効率とスピードを上げていく必要があ
ります。そのため、事業部では企業、部門を横断し
た数々のプロジェクトが進行し、すでに成果を上
げています。

例えば、先進的なインフルエンザ治療システム
の開発。これは、富山化学工業が開発したウイル
スの増殖を抑える新薬T-705と、富士フイルムの
写真増幅技術の応用による高感度の診断薬を組
み合わせたシステムです。その他、がん、中枢神
経疾患、炎症などの先進治療、FTD技術を付加し
て機能を高めたジェネリック薬の研究開発が、医
薬品・ヘルスケア研究所を中心とし、活発に行われ
ています。

一方、薬事法の異なる海外で治験を行い、今後
広く海外市場に展開するため、海外拠点の整備を
積極的に進めています。

誕生したばかりの医薬品事業部が力強く動き始
めた背景には、グループ内の活発な人材交流があ

新規事業の立ち上げには「やれそう」「やるべき」
「やりたい」の三条件が必要ですが、私たちが大き
く舵を切った理由はまさにこの三つがそろったか
らといえます。
「やれそう」は、企業体の潜在力です。富士フイ

ルムは創業間もない1936年より、レントゲン写真
のフィルムを通じて医療と関わってまいりました。
現在は医療用画像情報ネットワークシステムを提
供し、国内トップシェアを誇るなど、医療現場との
太いパイプがあります。

また、写真技術と製薬技術には、ファインケミカ
ル※という点で親和性があります。私たちは写真
フィルム事業などを通じて生み出してきた独特の
化合物ライブラリーを有しており、その総数は20
万種を数えます。その中には、抗腫瘍性を持つ色

富士フイルムファーマは、主に医薬品事業の開
発・販売を担う会社として、2010年4月にスタートし
ました。170品目を超えるジェネリック医薬品の販
売を皮切りに、11月には自社ブランドのジェネリッ
ク医薬品5品目を販売し、取引顧客数は10,000を
超えました。富士フイルムブランドへの市場の信頼
感は絶大なものがあると実感しています。

富士フイルムでは「一度きりのシャッターチャン
スを逃さない」という精神で、自主基準による厳し
い品質管理を行ってきました。自らを律して高品
質を実現する文化は医薬品事業にも引き継がれ、
富士フイルムファーマでは「原材料」「製造工程」

「情報」といった３つの品質に重点を置いて品質保
証に取り組んでいます。

私たちがジェネリック医薬品に目をつけた理由
は、富士フイルムの先端技術のうち医薬品に適用
できるFTD技術により、付加価値の高い医薬品を
開発しようと考えたからです。現在、富士フイルム

一流どうしの人材交流により
「オンリーワン」の医薬品を写真フィルム技術と医療の親和性

新たなる価値創造を目指して

富士フイルム
取締役・常務執行役員
医薬品事業部長

富士フイルム
ホールディングス株式会社
取締役

戸田 雄三

医薬品事業部の目指す姿

富士フイルムファーマの取り組み

ります。例えば富山化学工業は、素材の新薬への
可能性を判断する優れた「目利き」の面を持ち、発
売までの最短距離を見極めるシャープな研究者
集団であり、数々の独創性あふれる新薬を生み出
してきました。富士フイルムファーマには、製薬業
界を知り尽くし、かつチャレンジ精神あふれる人材
が集まっており、開発・販売のプロといえます。
各々が質の違う一流どうしであり、切磋琢磨し合う
ことで新たなシナジー効果が生まれます。オン
リーワンの新薬開発に向け、まさに最強の布陣が
できたと自負しています。

私たちは、異業種であるからこそ、既存の製薬
企業にはない独創的な視点で医薬品の研究開発
に努め、人々のクォリティ オブ ライフのさらなる
向上に貢献してまいります。

素など、医薬品としてのポテンシャルを持つもの
が少なからず存在します。また、皮膚や軟骨、靭帯
などの主成分であるコラーゲンはフィルムの基材
であり、コラーゲンの作成技術は再生医療への応
用が期待できます。高度な乳化・分散を可能にす
る独特のナノテクノロジーは、化合物を適切な形
で目的の部位へ、適切な量・タイミングで届ける
FTD（Formulation Targeting Delivery）技術
に応用が可能です。厚さ約18ミクロンのフィルム
には、100種もの化合物が使われており、その複
雑な相互作用により、はじめて商品として機能しま
す。写真フィルムに蓄積された膨大な技術は、ま
さに宝の山です。この技術を過去の遺産とせず、
親和性の高い医療分野に役立てることは、私たち
の使命といえるかもしれません。
「やるべき」は、いいかえれば市場性です。高齢

化が進む中、医療費の増大が社会問題となり、医
療に対するニーズや健康観も大きく変化しつつあ
ります。これからは、医療を「予防・診断・治療」の大
きな枠組の中で考えていく必要があり、富士フイ
ルムグループはそのいずれにも貢献する技術を
もっています。年々、新薬の開発数が減少の一途
を辿っている今こそ、技術ポテンシャルを持ちな
がら異業種であるという、私たちのようなプレー
ヤーが求められているのではないかといった思い
がありましたが、外部から新規参入へのエールを
いただくたび、それを強くしました。
「やりたい」はすなわち使命感と情熱です。独創

的な技術で、医療を変革していこう—医薬品事
業部には今、そんな気概があふれています。

の医薬品・ヘルスケア研究所と協働で、従来の医
薬品より品質や有効性を向上させた新製品の開
発に向け取り組んでいます。

近年、画期的な新薬が世に出にくくなっており、
医薬品業界では閉塞感が広がっています。そんな
中、富士フイルムファーマには、「何か新しいこと
が始まるのではないか」という期待を持った様々
な人材が集結してきています。今までの常識にと
らわれない「まっさら」な会社風土に、多様なメン
バーの知恵を集結することで、新たな価値が生ま
れるのではないでしょうか。

富士フイルムファーマは、将来的にはジェネリッ
ク薬から新薬まで手がける総合医薬品会社を目指
します。

「やれそう」「やるべき」「やりたい」の相関
富士フイルムグループが提供する		
インフルエンザ治療に関する解決策

※ ファインケミカル…素材を加工して付加価値を付けた精密化学品

富士フイルムファーマ
製品統括部長（取材当時）

※2011年7月1日付
富士フイルム

医薬品事業部 担当課長

村上 秀樹
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特集　クォリティ オブ ライフの向上
Part 1　ヘルスケア事業の取り組み

私は医薬品・ヘルスケア研究所の設立に先立
ち、2008年から1年間、富山化学工業に出向しま
した。研究者たちと机を並べて仕事をしてみて、
写真フィルムと製薬の仕事には、質的に大きな共
通点があることを実感しました。例えば、品質管理
の方法です。フィルムは多様な化学物質の相互作
用によって成り立つ製品であるゆえに、極めて精
密なワークフローによって再現性を保っており、そ
の手法は医薬品の繊細な検査法に通じるものが
ありました。

一方、フィルムのようなコンシューマー製品は、
市場に出た後もモデルチェンジを重ね、毎年のよ
うに新製品が発表されるのに比べ、医薬品は承認
までに膨大な時間と予算がかかるため、一度完成
した新薬は、以後ほとんど改良されることがあり
ません。安全性を厳しく追求する製薬の文化に、
最終ユーザー目線で改良を続ける文化をミックス
することにより、ジェネリック薬の分野などで新た
な可能性が開けるのではないか。そのような手応
えを得ました。

現在、医薬品・ヘルスケア研究所では、抗がん
剤、中枢神経疾患、炎症、FTD技術の研究、再生医
療などの領域で複数のプロジェクトが走っており、
富山化学工業と富士フイルムの研究者が互いの
得意分野を生かし、協力して研究を進めています。

研究所の運営に当たり、私たちが苦心したのは
マネジメントです。写真フィルム事業においては、
先輩が後輩に伝えるべき技術やノウハウが膨大に

蓄積されていたこともあり、連絡、報告、相談をこ
まめに行う文化が根づいていました。しかし、現在
は、高度に先進的なプロジェクトの研究内容を、マ
ネジャーがすべて詳細まで把握することは不可能
です。そのため、研究方法からスケジューリングま
ですべてプロジェクトチーム主導で行い、2カ月に
一度のレビュー会議で、各チームが成果発表を行
う形式をとっています。自ら設定した期日までに一
定の成果を出せなければ、プロジェクト自体が解
散となる場合もあるので、レビュー会議直前のラ
ボは特に活気にあふれ、20代、30代の研究者たち
が先頭で頑張っています。

不必要な会議や書類提出をできるだけなくすか
わりに、一刻も早い新薬完成にグループ全体の命
運がかかっていること、その「危機」と「使命」につ
いて、ことあるごとに研究者たちに伝えています。
マネジャーの役割は、子細な指示を出すことでは
なく、メンバーのモチベーションを上げ、進むべき
方向のベクトルを合わせて、誰も真似のできない

「新薬」のかたちに結実させることです。部門を越
えたコラボレーションはさらに進みつつあり、
2011年度早々には、グループ全体の研究者を結
集した技術交流大会を開催する予定です。

これからも、私たちは総力をあげて独創的な新
薬開発に取り組んでいきます。

異分野の研究者ネットワークが
ブレイクスルーを生む

ひらめきを形にする
「スピード」と「逞しさ」の融合

手法と技術のダイナミックな融合
 〈研究の現場から〉医薬品・ヘルスケア研究所  医薬品・ヘルスケア研究所の取り組み

富士フイルム
医薬品・ヘルスケア研究所
主任研究員

藤原 秀安

富士フイルム
医薬品・ヘルスケア研究所
研究員（富山化学工業より出向）

末広 貴史

医薬品・ヘルスケア研究所
所長

横川 拓哉

藤原秀安主任研究員（左）、末広貴史研究員（右）

抗がん剤や自己免疫疾患治療薬の新薬を見据
えたプロジェクトに所属し、有機合成を担当してい
ます。メンバーは富士フイルムと富山化学工業の
混合ですが、技術の軸は共通、各々が独自の手法
を持っているので、協力し合うことで仕事が迅速
に進んでいます。富山化学工業とのコラボレー
ションによって、新薬候補物質の効果を評価する
薬理、毒性試験や臨床試験といった新薬を市販す
るまでの道筋が見え、モチベーションが上がりま
した。研究所設立以前に富山化学工業に出向しま
したが、実験や承認手続きのノウハウにおいて頼
りになる仲間が多く、その当時の人脈に何度も助
けられています。研究者同士のネットワークが、困
難を乗り越えるブレイクスルーを生むのですね。

ここには解析技術センターや画像技術セン
ター、安全性評価センターといった基礎技術セン
ター群が併設されているので、最新鋭技術による
解析データを迅速に得られます。グループならで
はの強みですね。放射線医薬品のパイオニアであ
る富士フイルムRIファーマとも共同研究したい
テーマがあります。グループ内の連携と交流は、
今後さらに進めていくべきです。この恵まれた環
境をフルに活用して、一刻も早く、有力な新薬候
補を出したいですね。

この研究所の立ち上げ時から出向し、器具の購
入から実験棟の設計まで関わりました。中途採用
者も多かったので、まずは共通のルールづくりから
始めました。富士フイルムも富山化学工業も職人
的なプロ集団ですから、雰囲気はよく似ています。
各々がひらめきを自由に形にできるよう、互いのや
り方を認め合う空気はごく自然に生まれました。

違いがあるとすれば「時間とコスト」感覚。富士
フイルムには、クリエイティブな時間をつくり出す
ために、外注や機械の購入によって作業時間を短
縮するという時間管理の考え方が徹底し、それが
スピードにつながっています。一方、富山化学工
業には、POC（Proof of Concept）が明確であれ
ば、これまでに無い独創的な薬剤を創り上げると
いった逞しさがあります。「スピード」と「逞しさ」、
双方の良さを生かすことで、予期せぬ成果が得ら
れるのではないでしょうか。

昼休みを利用し、お弁当を食べながらのプロ
ジェクト横断勉強会も、自然発生的に行われてい
ます。研究成果を発表したい研究者がたくさんい
るのです。この刺激的な環境で、もっともっと面白
いことがやれるのではないか。現場はそんな熱気
に満ちています。

モチベーションを引き出すチーム運営

医薬品事業への本格参入を果たした富士フイルムグ
ループですが、今後、社会の構造変化により、これまでに

はなかった医薬品のニーズが出てくると考えています。そ
のような社会背景のなか、写真フィルム技術をもとにし
た、化合物ライブラリー、クォリティ オブ ライフの向上に
貢献するコラーゲンに関するノウハウ、そして効果的な投
薬、既存の薬の改良が可能になるであろうFTD技術と
いった、3つの強みが富士フイルムグループにはありま
す。これらの強みを軸にして、国内外において新しいマー
ケットをぜひ切り開いていただきたいと考えます。また、
画像技術と創薬技術を融合、つまり薬の効果の見える化
というイノベーションをもって、社会課題の解決に寄与す
ることを期待しています。

ケアの時代に
必要とされる価値創造を

医療法人社団鉄祐会
祐ホームクリニック
一般社団法人
高齢先進国モデル構想会議
理事長 医学博士
武藤 真祐 氏

VOICE
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特集　クォリティ オブ ライフの向上
Part 2　富士フイルムグループの医療IT

近年、医療分野における
ITの活用がますます進んでいます。
富士フイルムグループは、
ITソリューションの提供により、
病院の診療作業の効率化や経営支援のほか、
遠隔医療や地域医療にも貢献していきます。

医療情報の
統合・効率化により
地域医療を変える

富士フイルムグループの医療ITPart 2

診療情報の一元化・ネットワーク化に貢献

富士フイルムは、1936年よりレントゲン写真を
通じて診断の現場と深く関わってきました。現在
では、デジタルＸ線画像診断システムや、内視鏡、
血液診断システムもカバーしています。これらす
べての診断画像を共有する「SYNAPSE」（医用画
像情報システム）は、国内トップシェアを誇り、医療
機関連携のプラットホームとしても活用されてい
ます。また、病院と診療所のネットワークを確立す
る「C@Rna」（ネットワーク医用サービス）があり、
富士フイルムは、これらのシステムとサービスを

他の医療ITと連携させ、全診療情報を統合したク
リニカルインフォメーションシステム（CIS）へ展開
することを目指しています。こうした取り組みの強
化を目指し、富士フイルムでは、2009年10月に
各機器・システムの開発拠点をまとめたメディカル
システム開発センターを設立しました。

病院での新たな動きとして、紙カルテをはじめ、
多種多様な文書をITで一括管理する、ドキュメン
トIT化ニーズが高まっています。また、各医療機
関のネットワーク化を進めるために、システムの汎
用性を上げ、診療情報の検索・閲覧をたやすくす
ることが急務となってきました。

富士フイルムのメディカルシステム事業部と富士
ゼロックスは、それぞれの特徴を活かしてこれらの
課題に取り組んでいます。富士フイルムのグループ
会 社 で は、「SYNAPSE」(Picture Archiving & 
Communication System)を中心に、顧客のニー
ズに合わせYahgee社も活用した統合診療情報シス
テムを提供しています。富士ゼロックスではDACS

電子カルテ導入が進む中、病院内には古い紙カ
ルテ、同意書、紹介状など、紙ベースの書類が数
多く存在し、ペーパーレス化がなかなか進まない
という現状があります。また、アプリケーションが
異なる情報システムとのネットワークがスムーズ
につながらず、診療情報の検索や閲覧に時間がか
かるケースも多くみられます。

診療記録統合管理ソリューションは、大阪大学
医学部附属病院 医療情報部が提唱するDACS

（Document Archiving Communication 
System,文書保管通信システム）のコンセプトに
基づいて開発されました。同ソリューションは、紙
文書から各種電子データまで、あらゆる診療記録
を仮想プリンターやスキャナーで「ドキュメント」に
変換し、一元管理します。ドキュメントはPDFや
JPEG、DocuWorksなど、汎用性の高いフォー
マットで保存されるため、将来にわたって幅広く活
用できます。また、ドキュメントに電子署名やタイ
ムスタンプ処理を施すことにより、作成者を明確に
し、不正な改ざんを防いで、厚生労働省がガイドラ
インに定める「真正性」を保証します。

同ソリューションの開発は、組織の枠を超えたプ
ロジェクトから出発。「いつでもどこでも最良の医療
を受けられる情報環境を構築する」というプロジェ
クトの理念に、数多くのメンバーが集結し、大阪大
学医学部附属病院の協力を得て実現しました。

Yahgeeの名は、紙を食べて栄養にすることができ
る、動物の「山羊」に由来しています。Yahgeeとは、病
院内の様々な診療情報を電子化し、データベースと
して蓄え、診療業務に活用しやすくするシステムで
す。様々な情報をひとつの画面に集約して全体像を
把握する、検索や抽出などデータの活用を容易にす
る、オーダー情報や電子カルテから情報を取り込ん
で転記し、書類作成を容易にする、文書に記載された
データを活用して、電子カルテが不得手とする様々
なワークフローを実現するなど、きめ細かな機能を備
えています。ほかにも紙文書のスキャンやデジカメ写
真の保存、データの集計機能にも優れています。

さらにYahgeeが提案するのは、病院内の様々な
システムから共通する機能を抜き出して行う「プラッ
トフォーム化」です。様々な部門業務をプラット
フォーム上に集めることで、複雑さを解消。最適な
環境で、複数のシステムの一元管理を実現します。

（Document Archiving Communication System,
文書保管通信システム）のコンセプトを軸とした診
療支援システムの構築を行い、各医療機関のニー
ズに応えています。将来的には、医療機関のネット
ワーク化が進み、一生分の診療記録がすべて集約
され、どこの施設でもデータを取り出せる「どこでも
MY病院」構想の実現が国内で進められています。

富士フイルムグループは、これらの様々な医療
ニーズに応えるために複数かつ複合的な解決策を
ご提供し、今後も医療最前線で活躍するスタッフを
サポートするとともに、医療の発展に寄与していきます。

より包括的な情報共有・地域の
医療連携を目指して

DACSコンセプトに基づく
診療記録統合管理ソリューション

診療支援統合システムYahgee（ヤギー）

富士フイルムグループ

富士ゼロックス

カルテの電子化、診断画像のデータ化など、医療におけるIT活用が、地域中核病院のみならず、
中小規模の医療施設でも急速に進んでいます。ITによる医療機関のネットワーク化が進めば、地域
内のすべての医療施設で診断情報を共有化でき、極めて効率的な医療体制が可能となります。富
士フイルムグループでは、画像・ドキュメントを含むすべての診断情報を一元化・ネットワーク化し、
診療効率を上げるために、ソリューションシステムの開発に積極的に取り組んでいます。

当院は、2007年にオーダリングシステムを、2008年に富
士フイルムの医用画像情報システム「SYNAPSE」を導入しま
した。その後、紙文書の保管スペースが不足し、院内の診療
情報を整備する必要に迫られたため、カルテをはじめ、院内
の様々な文書データをすべてデジタルへ移行することを決
意しました。こうして2010年3月、総合的な「医用画像＆ドキュ
メント管理システム」を導入しました。「SYNAPSE」による画像
情報管理に、文書作成・管理支援の「Yahgee」システム、文書
の原本保存・管理支援の「DACS」システムを組み合わせ、す
べての診療情報を一元管理する仕組みができました。

導入に当たって重視したのは、システムどうしの連携です。

「Yahgee」、「DACS」はともに、先に導入した「SYNAPSE」を
開発した富士フイルムグループのシステムですから、連携
が密であり、ひとりの患者さんの検査画像と所見レポートな
どを迅速に取り出すことができます。「Yahgee」システムは、
煩雑化する病院内外の文書の作成・管理を容易に作成でき
るよう、何百とある保険会社の診断書の様式にまで対応して
おり、効率化に大きく貢献しています。また、「DACS」システ
ムによって、患者さんのサインの入った同意書など、あらゆ
る文書の電子化が可能となり、重要文書はタイムスタンプ
を付けた電子証明書として確実に長期保存することができ
るようになりました。レスポンスの速さ、カスタマイズが可能
な柔軟性も、この総合システムの良さです。

5年後、10年後、さらに多くの診療情報が蓄積されていっ
たとき、このシステムの価値が、様々な現場で実感されると
確信しています。

医用画像  ＆  ドキュメント管理
システム導入で診療情報を一元化

社会保険中京病院  絹川 常郎 副院長

VOICE
医療情報システム

診療情報
統合システムIT

ドキュメント 富士フイルム
富士フイルムメディカル

Yahgee

診療
ドキュメント
管理システム
富士ゼロックス
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特集　クォリティ オブ ライフの向上
Part 3　動燃費削減プロジェクト

富士フイルムグループは2012年度までの生産拡大と燃料コストの高騰の見通しから、動燃費
が1.5倍に増加すると予測しています（対2009年度）。2010年7月に立ち上げた「動燃費削減プ
ロジェクト」の全体目標は、この動燃費上昇を予測より半減させることです。そして、この大幅な
コストダウン目標の達成が、CO2  削減にもつながり、グループの長期目標である「2020年度まで
にライフサイクル全体でCO2  排出量を30％削減（2005年度比）」の達成を強力に推し進める、重
要な施策でもあるのです。

エネルギーコストの削減は、
事業運営上の重要な継続課題です。
その主要施策は、言うまでもなく
省エネルギー化による使用エネルギー削減です。
そしてそれは、CO2 排出量削減にも直結します。

グループ全体で連携し、
工場・オフィスでの
CO2排出量を削減

動燃費削減プロジェクトPart 3

目標は、動燃費の上昇率を半減させること （エネルギー原単位の向上）

富士フイルムグループでは、これまでも、各社
でCO2 排出量を抑える活動を地球温暖化対策と
して推進してきました。2010年7月、新たにスター
トさせた「動燃費削減プロジェクト」は、従来からの

地球温暖化対策推進委員会や、各事業所の省エ
ネ活動などと連携しながら国内外のグループ全体
で様々な施策を進めています。

プロジェクトは、富士フイルムホールディングス
の技術管理部役員とCSR管掌役員がオーナー、
CSR部門長をリーダーとして、エネルギー使用量
を削減する取り組みと調達におけるコストダウン
の取り組みを行っています。

エネルギー使用量削減活動は、生産系とオフィ
ス系にわけて進めています。生産系では事業会社
である富士フイルムと富士ゼロックスがそれぞれ
の目標値を設定し取り組んでいます。また、オフィ
ス系では、富士フイルムホールディングスが目標
値を定め、事業会社である富士フイルム、富士ゼ
ロックスとが連携をとりながら進めています。

調達におけるコストダウンは、富士フイルム
ホールディングスの調達グループが中心となり、
各事業会社の資材などとともに、取り組みを進め
ています。

オフィス系の省エネ施策は、国内では富士フイ
ルムと富士ゼロックスが共同チームで、研究施設
およびオフィスビルの光熱費と社用車の燃料の削
減に取り組みました。

光熱費については、オフィスビルのエネルギー
使用の大部分を占める空調と照明を中心に省エ
ネ施策を検討し、グループ共通のオフィス環境
ルールにまとめ実践しています。

空調では、冬季暖房について高断熱仕様の六本
木本社ビルで空調を停止しても急激に温度が低
下しないことを確認。時間外空調を停止し大きな
省エネ効果を得るとともに、他の高断熱仕様ビル
に水平展開しました。

また、照明方法を抜本的に見直してLEDタスク
ライトを活用したタスクアンビエント照明を採用。
六本木本社ビルを皮切りに各オフィスに導入し、
ビル全体の電気使用量の10%強を削減しました。

社用車では、グループ各社の車両管理者横断
チームと連携した「安全・エコドライブ運動」による
燃費の向上と減車の推進により、グループ全体で
の燃料削減に取り組んでいます。

　
国内の主要６工場は、グループ全体のCO2 の

60％弱を排出しており、2012年までに、対1990
年度比で

の目標を掲げて、早くから省エネ活動を推進し
てきました。

各工場には、長年の省エネ技術が蓄積されてお
り、これらを結集して目標達成を目指しています。

2011年4月、神奈川工場足柄サイトに完成した
フラットパネルディスプレイ材料の新生産ライン
は、空調の省エネ、生産するフィルムの超広幅化、
ラインのスピードアップ、生産工程で発生する蒸
気の徹底的な再利用などの省エネルギー対策を
進め、単位面積あたりのエネルギー使用量を従来
の半分にまで削減しました。

2012年12月に稼動を予定しているフラットパ
ネルディスプレイ材料生産ライン、富士フイルム
九州第4工場第8ラインも、同様な省エネルギー
施策を水平展開し、さらなるエネルギー使用量の
削減を目指します。

また、国内主要6工場にある自家発電所のコー
ジェネレーション化も省エネルギー施策の一つで
す。コージェネレーション化とは、発電の際に発生
する廃熱を蒸気や温水などで回収、有効利用する
熱電併給システムで、1960年代から導入を進め
てきました。2003年度からは使用する燃料の重
油から天然ガスへの転換を順次進め、CO2 削減も
図っています。

● エネルギー原単位を30％改善
● CO２ 原単位を40％改善

国内外、各組織の総力を挙げて
有効な施策を水平展開する

効果のある省エネルギー施策は
水平展開

富士フイルムならではの
省エネ技術を生かす

動燃費プロジェクト推進体制

オフィス系における取り組み富士フイルム     国内生産系における取り組み

地球温暖化は一向にその進行が止まらず、その解決は
時間との競争になってきました。従って、この競争に勝つ
には社会そのものを変えていくスピードが鍵を握ってい

ます。とすれば、これからのリーディングカンパニーに求
められる第一の力は、社会を動かす明確なメッセージと企
業としてのコミットメントの「発信力」です。

第二の力は、これからの事業活動の中で社会にコミット
したことを実現する「実行力」です。既に、全社を挙げて取
り組み実績のある富士フイルムグループです。環境を事
業活動のより中心に取り込むことで経済と社会と三位一
体となった新たな世界モデルの構築が可能となるはずで
す。富士フイルムグループは、世界を相手に活動している
業界のリーダーです。これからは世界へ貢献する「有言実
行」の姿勢が一層問われることになるのです。

これからの社会における
リーディングカンパニーの
役割

国連環境計画 金融イニシアティブ
特別顧問
末吉 竹二郎 氏

VOICE

富士フイルムホールディングス
総務部CSRグループ

担当部長

兼 富士フイルム
環境・品質マネジメント 部長

福岡 正博

富
士
フ
イ
ル
ム
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

使用量の削減

調達における削減

生
産
系

オフィス系

富士
フイルム

（富山化学工業）

富士
ゼロックス

【国内】
・プロセスでの使用量削減
・エネルギー供給条件改善

【海外】
・海外生産での使用量削減

【国内】【海外】
・プロセスでの使用量削減

・オフィス、社有車等での
 使用量削減
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特集　クォリティ オブ ライフの向上
Part 4　一体感を醸成する活動

地球環境保全のため、私たち一人ひとりが行動し、
その行動を大きなものへと広げていく。
そうした活動を通じて生まれる連帯感が、
社会の持続可能な発展に
必要な要素となっていきます。

地球環境とともに歩む
ワーク＋ライフスタイルへの
取り組み

一体感を醸成する活動Part 4

職場から家庭へと広がる“サステナビリティ”の意識

富士フイルムグループでは、2008年よりエコド
ライブ運動を展開しています。これを受け、2009年
には富士ゼロックス大阪株式会社が、環境省・独立
行政法人環境再生保全機構主催「エコドライブコン
テスト」の環境再生保全機構理事長賞を受賞。同社
では、社内コンテストを開催するなど、楽しみながら
エコドライブに取り組めるよう、独自に環境づくりを
進めています。その結果、1年間でCO2排出を約
180トン削減、燃費20％削減、約1,100万円相当の
コスト削減を達成、自責事故件数は半減しました。
この事例により、エコドライブが環境、経営、安全面
で優れた効果を上げることが検証されました。

このような質の高いエコドライブを全国的に展
開するため、富士フイルムグループは、2010年8

月より、対象をマイカー通勤車両約11,000台に
広げ、交通事故撲滅への取り組みを加えた新たな

「安全・エコドライブ運動」をスタートさせました。
スタートにあたり、富士フイルムグループは環

境再生保全機構が行う「一般ユーザーに対するエ
コドライブの普及による大気汚染の改善手法に関
する調査研究事業」のモデル事業者に選定されま
した。これにより、経済産業省の省エネ対策事業
の一環として開発されたエコドライブ支援ウェブ
サービス「ReCoo（レクー）」が、グループ専用にカ
スタマイズされ、利用できることになりました。
ReCooは、携帯電話
やパソコンから給油
データと走行距離を
登録すると燃費がグ
ラフ化され、ソフトな
発進、早めのアクセ
ルオフといったエコ

するのに適したメディ
アです。撮影者が自
然の中に身を置き、守
り、残さなければなら
ない生きものや自然
に触れて観察するこ
と。自然の中で体験した貴重な瞬間、残し続けた
い記憶を写真に記録し、伝えること。さらに、写真
を鑑賞することで撮影者の気づきや想いを感じと
ること――これらの機会を提供し、従業員やその
家族一人ひとりが生物多様性の保全について考
え、自発的な行動を起こすきっかけとなることが、
フォトコンテスト実施の目的です。

コンテスト応募者からは「写真に撮った絶景やそ
の感動を次世代に伝え、たくさんの人と共有する
ことが、この素晴らしい自然を守ることにつながる
のではないかと感じた」「家族で生きものや自然に
ついて話すきっかけになった」などの感想が寄せら
れました。

富士フイルムグループは、生物多様性保全を含
む環境保護活動に積極的に取り組むとともに、こ
れからも写真文化の発展に貢献し、写真の魅力・
素晴らしさを伝え続けていきます。

富士フイルムグループは、2010年「生物多様
性の保全」に関する啓発活動としてグループ会
社全社員とその家族を対象とした「生きもの・自
然フォトコンテスト」を実施しました。全部で
1,093作品が集まり、日本を代表する自然写真
家・吉野信氏と古森社長が審査員を務めました。
授賞式は同年12月に開催。すべての作品が東京
ミッドタウン・本社ギャラリー・ホワイエに展示
され、社員だけではなく一般の方々にも生物多
様性について考える機会を提供しました。

写真は、刻々と変わりゆく生命の“一瞬”を記録

ドライブの効果が一目でわかるサービスです。
また、富士ゼロックス大阪、ReCooを開発した

株式会社アスアのメンバーに協力を仰ぎ、各所で
エコドライブの講習会を行いました。その結果、社
員からは「運転技術の向上が、燃費とCO2削減に
つながると明確にわかるのでモチベーションが高
まる」「業務中だけでなく、家族と出かけるときもエ
コドライブを心がけるようになった」等の声があ
がっています。

エコドライブの効果を上げるためには、息の長い
取り組みが必要です。今後も具体的な指標の設定、
効果の検証、車両管理システムの改善、モチベー
ション維持・向上に向けた環境づくりに取り組んで
いきます。

マイカー通勤車もエコドライブ
燃費の「見える化」により意識向上へ

家族とともに、写真文化を通して
生物多様性を考える

安全・エコドライブ運動

生きもの・自然フォトコンテスト

真に持続可能な発展を実現するためには、環境のために何をなすべきかを自ら考え、行動し、
周囲を変えていく「人」の育成が重要です。富士フイルムグループでは、ワーク、ライフの両面
から、環境保全のための様々な取り組みを行っており、自然環境に配慮したライフスタイルが
職場から家庭へと広がっています。CO2削減や生物多様性保全について、ただ呼びかけを行う
だけでなく、具体的な行動やイベントへの参加を促し、自分なりに考える機会を提供すること
が、富士フイルムグループの環境活動の特徴です。地球とともに歩む生き方は、社員の生き生
きとした生活、ひいては、社会全体のクォリティ オブ ライフにつながると確信しています。

昨今の日本の社会問題である少子高齢化の時代。お年寄
りの面倒を見る家族がどれだけあるのでしょう。またお年
寄りの経験を伝承する、もしくは、家族の様々な経験を話し
合い、考える場がどれだけ残されているのでしょう。日本は
今、家族崩壊の危機に瀕しているのではないでしょうか。

健全な国家を営む上で、自分の家族がうまくいっている
こと、つまり、家族の幸せが守られていることが、所属して
いる集団において力を発揮する礎となっています。なぜな

ら集団の最小単位が家族であり、そこでの幸せが所属して
いる集団への健全な活動につながるからです。そんな場だ
からこそ、経験によって培ってきた知恵や知識を安心して
表面に出し、話し合い、考え、伝承され、明日への思いを夢
に描くことができます。

富士フイルムグループの取り組む活動は、まさに家族に目
を向け、個人から家族、会社、グループ会社と、タイトルにあ
る一体感を一人ひとりに考えさせる素晴らしい取り組みだと
思います。成長期から成熟期を迎えた日本が、量から質に変
化しなければならないことを気づかせてくれる気がします。

それだけに、この活動を通じて、生活としての質、つまり
金銭では推し量れない「家族の幸せ」を考えることへの取り
組みを、自社内に留めることなく、日本を「元気に」変える
きっかけになるように、広く「外」へ向かっても働きかけて
ほしいと思います。

地球環境保全への働きかけは
外へ向けても
継続的な取り組みを
公益財団法人 地球友の会
代表理事
宮内 淳 氏

VOICE

講習会では参加者が
熱心に聞き入りました

グランプリ受賞作品「恋する白鳥」

「エコプロダクツ2010」展の	
富士ゼロックス展示コーナー

FUJIFILM SQUARE		
（東京ミッドタウン本社）	
1階ミニギャラリーに展示
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現役の美術系大学や大学院の学生の方々を対
象とした、「富士フイルム／富士ゼロックス合同デ
ザイン研究会」を両社のデザイン部門が協働し
て、2006年から開催しています。

本研究会は、デザイナー志望の学生の方々と
両社のデザイナー（以下トレーナー）が6日間合宿
して、「デザインとは何か？」「良いデザインを生む
ために大切なことは何か？ そのプロセスは？」等
について、両社のトレーナーや参加者全員と一緒
に考えながら、テーマに沿って作品をつくりあげ
ていくカリキュラムになっています。加えて学校
では学ぶことのできない「プロのデザイナーとし
ての心構え」「企業におけるデザイン開発プロセ
ス」「企業内デザイナーの苦労や達成感」等につ
いても直接生の声を聞くことができ、参加者から
非常に好評を得ている研究会です。

Part5　富士フイルムグループの人材育成・人材交流

経営計画の達成に向けて、
富士フイルムグループとしての

「意識・風土変革」「人材交流の拡大実現」を柱とした
様々な取り組みを行っています。

グループ総合力強化に
向けた人づくり

富士フイルムグループの人材育成・人材交流Part 5

多様な階層・部門で育成と交流を展開

2010年度は、富士フイルム／富士ゼロックス
の部門長層を中心とした「変革リーダー合宿（Part
Ⅱ）」（参加者175名）を実施しました。富士フイル
ムグループ共通の重要課題の方向性と変革の実
現を阻む障害について、徹底した議論を基に、各
自が取り組むべき変革課題について思考する合
宿となり、経営層への報告会も8回実施しました。

また、2009年まで実 施してきたミドル 役 職

（リーダー）層に対する「富士フイルム／富士ゼ
ロックスシナジー研修」を拡大展開することとなり
ました。新たに両社の30歳前後の若手リーダー
144名を対象に、富士フイルムグループシナジー
創出に向けた場づくり、意識改革の醸成を狙いと
した研修を6回にわたり実施しました。

これらの取り組みによる成果として、両社の部
門長、課長（リーダー）層、若手リーダーの3つの
層にわたり相互の事業理解が深まることとなりま
した。さらなる人的交流の広がりにより、新たな事
業価値の創出や技術深化への契機となっていくこ
とが期待されています。

「変革リーダー合宿（PartⅡ）」と
「シナジー研修（若手層）」

人材育成・人材交流の拡大

「ナレッジフェスタ2010」
富士ゼロックスの展示コーナー

デザイン研究会の会場の様子

「生産技術シンポジウム」
ポスター展示会場の様子

富士フイルム（FF）と富士ゼロックス（FX）のシナジーを実現させるため、2010年度も様々な
施策を展開しました。FF／FX双方の事業を理解し、さらなるシナジー創出に向けた「変革リー
ダー合宿」や「シナジー研修」。さらに、新たな発想を生む地域交流会やデザイン研究会の開催な
ど、多様な階層・部門間で人材育成・交流の活動が活発になってきています。

TOPICS

富
士
フ
イ
ル
ム

富
士
ゼ
ロ
ッ
ク
ス

部門長
人材交流

相互配置

一般社員

ミドル役職者

部門長

一般社員

ミドル役職者

富士フイルムでは、グループの活性化や新たな
発想を生み出すきっかけづくりとして、多様な人材
が集まる技術交流会を定期的に開催しています。

2010年11月に開催された「生産技術シンポジ
ウム」では、富士フイルムの各部門や、富士ゼロッ
クスの関連会社などから延べ1,000名が集まり、

「専門外の誰にでも理解できる」をコンセプトとし

たポスター展示や技術発表などが行われました。
今回の機械等の会場設置や来場者が実際に技術
を体験できる試みは、技術のわかりやすさに加え
発表者の“思い”を実現する大きな出会いの場と
なりました。

また、12月には、今回で5回目となる「ナレッジ
フェスタ2010」を開催し、約1,200名の従業員
が参加しました。各自の研究開発テーマを発表す
るポスタープレゼンテーションでは、富士ゼロッ
クスの独自技術であるIH定着技術などが紹介さ
れました。参加者からは「現場の研究者レベルで
議論ができ、多くの気づきを得ることができた」
といった声が聞かれ、新たなシナジーを生み出す
よい機会となりました。

「生産技術シンポジウム」と「ナレッジフェスタ2010」

研究会を開催するにあたり、両部門の運営メン
バーとトレーナーが協働して、企画→準備→運営
していく中で、「組織運営方針」「デザイン指針」

「デザインプロセス」等を相互に理解・共有するこ
とになり、シナジー効果や合同プロジェクトチー
ムの立ち上げにもつながっています。

また、合同デザイン研究会を経験して入社した
新人デザイナーは、両部門の業務内容やメン
バー等を最初から理解できているため、連携・協
力していく意識が自然に強くなるとともに、視野
の広いデザイナーの育成にも役立っています。

合同デザイン研究会

一般的に組織は目的に向けた合理性が、その組織なら
ではの文化、慣習、ルール、価値観を形成します。その中
にいると気づかぬうちに発想の固定化が生まれ、新たな
価値が生まれにくい体質を作ることがあります。特に大企
業だとメンバーがパーツとなり、内向きになり、社会への

価値提供ができない、いわば公器たる企業形成がしにくく
なることがあります。

その点、富士フイルムグループは、事業や文化が違い、
しかもそれぞれ活性化している大企業がお互いに人レベ
ル、組織レベルで刺激を与え、新たな文化、新たな価値を
生み出そうと前向きに取り組んでいるように見えます。企
業理念にあるクォリティ オブ ライフの向上の実現に向け
て、人や組織レベルの活動にとどまらず、社会課題の解決
に向けた新たな事業レベルでの取り組みと成果につなが
る可能性に大いに期待しています。

社会に存在意義のある
会社であり続けるために

ブーズ・アンド・カンパニー
ディレクター・オブ・ストラテジー
坂野 俊哉 氏

VOICE
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Part5　富士フイルムグループの人材育成・人材交流

2011年6月29日、富士フイルムホールディングス人
事部が主催し、人材交流座談会を開催しました。富士
フイルムグループは、富士フイルム（以下FF）と富士
ゼロックス（以下FX）、それぞれの事業の強みを生か
し、さらに経営基盤の強化を目的に、活発な人材交流
を推進しています。
その実現に向けて、FFからFXへ、またFXからFFへ出
向・移籍したパネリストたちが、「FF・FXの印象」「さら
なるシナジー発展の可能性」「人材交流の拡大に向け
た提言」等のテーマについて、忌憚のない意見交換を
行いました。

人材交流座談会出席者

人材交流によりうまれる新しい企業風土
［人材交流座談会]

吉村　FFの技術分野では、トップダウン方式が多いで
すね。「いつまでにこれを」と（笑）。一方、FXはボトム
アップです。メンバーが考えたテーマを上司にプレゼ
ンして、現場からスパイラル状に上げていく。ただし、
どちらにも独自の良さがあります。
服部　営業に関してもFFはFXよりもトップダウンの

組織、という印象を持っていま
した。しかし実際には、海外
マーケティングの分野など現
地販売会社との折衝ではボト
ムアップ的であり、型にはまら
ず柔軟に対応しています。
岩瀬　FXの新規技術開発は、
自由なボトムアップが可能。や
り方を工夫すれば現実に即し
た製品や技術を提案できます。

吉村　FFでは目標を達成
したときの喜びが大きい。
トップダウンとボトムアッ
プの長所を取り入れた、富
士フイルムグループ独自の
システムができれば、最高
です。
田代　それぞれの風土の違
いは、交流が進んだからこ
そわかってきたこと。技術
交流は双方にメリットがある、という共通認識が育って
きました。富士フイルムグループとしての、新しい企業
風土が生まれようとしていると感じます。

井上　私は現在、医療機器・フィルムの海外マーケティ
ングを担当しています。中期の経営計画、需給調整、輸

出価格の決定、商品企画など、FXなら多部門で分担す
る業務が、FFでは各国ごとの市場担当に任されていま
す。それが自身の成長のきっかけになればと努力して
いますが、やはり任されることへのプレッシャーは大
きいですね。
石原　FXは、組織（チーム）で仕事を進める傾向が強いで
すが、FFは個人に任せるといった傾向があるようです。
岡元　FXでは、業務のマッピング、仕組み化が進んで
いて、ミッションがはっきりしていますね。一方、FFで
は課題がより広範囲にわたっており、それゆえ各自の
経験を生かすことが必要になってくる。FFでチャレン
ジすることによって「できることが増えていく」喜びを
感じることができました。
岩瀬　高度にマッピングされた組織の中で、専門分野
のピークを経験しつつ、俯瞰して業務に取り組んでいく
ことで、“狭く深く”に留まっていたことが“広く深く”な
るのはFXもFFもやはり同じではないでしょうか。	
　例えば、エンジニアでも技術だけではなく財務の知
識もあれば、低コストで効率的な生産ラインは、どう
やったらつくれるのか、別の視点で考えられる。これ
が大事です。	 	 	 　
田代　現在FXで部下に仕事を指示する立場にいます
が、裾野が広いマネジャー的な人材に育ってほしいと
考えているので、FFで経験してきた、一人で2、3の
テーマを同時進行するといった、業務配分をしていま
す。高い専門性と効率の良さを追究する意識によって
“広く深く”が芽生え、人材育成にもつながっています。

石原　一人ひとりがミッションやテーマを持って出向
していることも、シナジー効果を上げていると感じま
す。FFのメディカル機器のサービス売上を大きく成長
させることが、私の出向の目的でもありました。

井上　私のテーマは、全世
界を領域にしているFFでの
海外事業をしっかり経験し、
それを強みにすること。そし
て、FXのソリューション営
業の経験をFFの海外の現場
でさらに生かすことです。
岡元　私が所属するFFの海
外事業戦略室で推し進めた

いことは、FXの強みである「仕組み化」です。現地法人の
立ち上げなど、業務のプロセス化を一層深化させ定着
させたい。FFは新興国拠点を増やそうとしているので、
海外勤務の機会が多い。若手の海外経験を増やす意味
でも、さらに公募や人材交流を進めるべきです。

田代　モノづくりで重視されるのは、良いものを、い
かに早く安く作るか。そのための技術は、FFもFXも関
係なく共有化すべき基盤です。互いの技術をひとつの
基盤としていかに効率的に使うか。これからの課題で
はないでしょうか。
岩瀬　FF時代の経験から「こうすれば安くつくれる」
とFXで提案できることが多々あります。組織が大きく
なった現在、ノウハウが点在してしまって十分に浸透
しない。もったいないですね。
服部　マーケティング分野では、FXの強みをFFに取り
入れることが現在求められていると感じています。長
期的に人材交流していくことで、ノウハウや基盤技術
が磨かれ、強いシナジー効果が生まれるのではないで
しょうか。

石原 秀紀		 	 	 	
FF メディカルシステム事業部 サービス事業推進G
井上 大輔		 	 	 	
FF メディカルシステム事業部 	
モダリティーソリューション部 海外マーケティングG
岩瀬 一人		 	 	 	
FX モノ作り技術本部 自動化・マーキング生産技術部 T長
岡元 里奈					  
FF 経営企画本部 海外事業戦略室
田代 朗	 	 	 	 	
FX モノ作り技術本部 金型・部品技術部 G長
服部 智紀		 	 	 	
FF グラフィックシステム事業部
吉村 耕作　	 	 	 	
FX 画形材開発本部 画形材研究開発部

人材交流に関する座談会は2008年度より継続して開催し
てまいりましたが、今回出席された皆さんの生の声を伺い、
改めてグループ総合力強化に向けた人づくりのための取り
組みが着実に根付き始めていることを実感いたしました。
富士フイルムホールディングスでは、主に富士フイルム

と富士ゼロックス相互の事業成長を狙いとした重点人事施
策として、人材の相互配置、変革リーダー合宿、シナジー研
修等を実施しておりますが、新たな企業風土の醸成と事業
創出に向けたシナジーを実現するため、今後も様々な実効
性のある仕掛け・機会を提供し、推進してまいります。

人材交流を
さらに拡大し、
加速させていきます。

富士フイルムホールディングス
執行役員 人事部長
末松 浩一

服部 智紀

左：井上 大輔　　右：石原 秀紀

左：吉村 耕作　　右：田代 朗

両社の風土が融合し、新たな企業風土へ

仕事の進め方  「チーム」と「個人」

ノウハウ、基盤技術のさらなる共有化を

岡元 里奈

岩瀬 一人

シナジーの先の可能性 
互いの強みを生かす
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富士フイルムグループは、東日本大震災の被

災地の復旧・復興支援のため、当社が事業を

通じて培ってきた知見やノウハウを活かし、様々

な支援活動を行っています。

富士フイルムホールディングス連結子会社
富士フイルムホールディングスの連結子会社は、2011年3月31日現在で239社あります。

http://www.fujifilmholdings.com/ja/business/group/index.html

富士フイルム および 関係会社

富山化学工業株式会社

富士ゼロックス および 関係会社

富士フイルムビジネスエキスパート株式会社

富士フイルム およびその関係会社は、イメージン
グソリューション（カラーフィルム、デジタルカメラ、
フォトフィニッシング機器、現像プリント用のカラー
ペーパー・薬 品・サービス等）、インフォメーショ
ンソリューション（医療診断用・ライフサイエンス機
材、印刷システム機材、フラットパネルディスプレ
イ材料、記録メ ディア、光学デバイス、電子材料、
インクジェット用材料等）事業分野における製品の
開発・生産・販売などを行っています。

富山化学工業株式会社は、「抗感染症」「中枢・循
環器」「抗炎症」の3つの領域について重点的に研究
開発を行い、合成ペニシリン製剤や抗菌製剤など
の医薬品、インフルエンザ治療薬、アルツハイマー
病治療薬など数多くの新薬候補を保有する創薬
メーカーです。

富士ゼロックス およびその関係会社は、ドキュメン
トソリューション（オフィス用複写機・複合機、プリ
ンター、プロダクションサービス関連商品、用紙、
消耗品、オフィスサービス等）事業分野における製
品の開発・生産・販売などを行っています。

富士フイルムグループの総務・人事領域・間接材
購買および保険代理業、旅行代理業などの機能を
集約したシェアードサービス会社です。
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地震発生直後から災害対策本部を立ちあげ、各
事業場ならびにグループ会社と連携し、グループ全
体の社員安否確認や、グループ会社、工場、顧客や
取引先の被災状況などの情報集約を行いました。

幸いグループ従業員への人的被害はありません
でした。一部の事業場で建物や設備に損傷がありま
したが、現地従業員の努力とグループ一体となった
復旧活動によって、生産活動への影響を最小限にと
どめることができました。

また、従業員や家族の支援活動、原材料ならび
に部品の供給継続対応、物流の機能維持対応も行
いました。

東京電力管内の一部地域では、計画停電が実施

　「FinePix X100」は、プロの写真家や熱心なカメ
ラファンに向けて、「写真を撮る歓びを喚起させる」こ
とをコンセプトとした高級コンパクトデジタルカメラ
です。
　2010年9月の開発発表時から注目を集めた世界
初の「ハイブリッドビューファインダー」に加え、一眼
レフカメラを凌駕する圧倒的な画質の高さ、フィルム
カメラの持つ様式美を演出した高品位なデザインを
有し、多くのお客様よりご好評をいただいておりま
す。このカメラは、宮城県黒川郡大和町にある富士
フイルムデジタルテクノで生産しています。
　この生産ラインが東日本大震災のため3月11日に
停止。販売開始からわずか6日後のことでした。

されましたが、管内の富士フイルム神奈川工場、富
士宮工場にある自家発電設備の稼動や生産シフト
などで、生産継続に対応してきました。また、原材
料や部品などの調達において、一部の事業場で部
品の供給不足が生じ、一時的に生産を休止しまし
たが、4月初旬には生産を再開することができまし
た。今後は、部品調達リスクへの対応について改め
て検討し対策を進めていきます。

福島第二原子力発電所「避難勧告区域」であった
富士フイルムファインケミカル広野工場は、 4月
22日の「緊急時避難準備区域」への変更に伴い立
ち入り可能となり、4月27日から復旧活動に取り掛
かっています。

　従業員達は、「1日でも早く、購入をお待ちいただ
いているお客様に商品を届けたい」「そのためにやれ
ることはすぐにやろう」との想いから、自宅のライフ
ラインも復旧しない中、自主的に連絡を取り合って
工場に集結。
　瓦礫の撤去や使用可能部品の選別、手作業によ
る機械装置の運搬など、自力での生産ライン復旧に
努め、震災からわ
ずか10日あまりで
生産再開を果たし
ました。

デジタルカメラ「FinePix X100」生産ラインの復旧

生産拠点や事業所の震災の影響と復旧活動

富士フイルムグループの支援活動

富士フイルムグループは、震災直後から社長を委員長とする総合危機管理委員会のもと、
災害対策本部を立ち上げ、グループをあげて震災に対応いたしました。 

社内の復旧活動や被災地に対する支援活動をご報告します。

東日本大震災の復旧に向けた
富士フイルムグループの取り組み

ご報告

富士フイルムグループは、震災直後、富士フイ
ルムと富士ゼロックス共同で被災地支援に向け
て、3億円を拠出しました。また、医療用超音波画
像診断装置「FAZONE M」10台、ほこりやウイル
ス防御マスク「アレルキャッチャー」100万枚、成
人用・小児用抗菌剤など、支援物資5億3千万円相
当を提供しました。

国内関係会社では、お客様への水、食料、米、毛
布などの生活支援物資の提供、お客様へ特別修
理対応などが行われました。

海外現地法人や海外のお客様からも、応援メッ
セージ、従業員の募金や会社からの義援金が寄せ
られました。

写真救済プロジェクト
富士フイルムは、かけがえのない思い出を守るた

め、津波により水や泥で汚れた写真やアルバムを救う
「写真救済プロジェクト」を立ちあげ、被災した写真
の救済に取り組む活動の支援を展開しています。写
真文化を大切にしてきた富士フイルムが何かできな
いか、それがこの活動のスタートでした。

3月24日に写真の救済方法をWebに公開すると
同時に、部門横断のプロジェクトが立ち上がり、神奈
川工場では品質保証の専門部隊が汚れた写真の救
済方法確立に向けた検証活動を開始しました。

4月初旬、プロジェクトメンバーが宮城県の被災地
を訪問したときに被災者から伺った、「家は流されて
も、思い出は流されない。でも思い出は時間ととも
に薄れていく。写真は私たちが立ち直るきっかけに
なる」との言葉に、写真救済の大切さが実感され、活
動はさらに力が入ります。
　震災直後から、富士フイ
ルムには、被災地の自治体
やボランティア団体、個人
の方から、写真の洗浄方法
についての問い合わせが

相次いでおり、プロジェクトに参加した30名の社員
が交代で延べ80回に渡り被災地を訪問し、汚れた写
真の洗浄方法の指導を行いました。また同時に、写
真洗浄に有効なツール類をバランスよく集めた写真
洗浄キットも準備し、40カ所以上の被災地にお届け
しました。
　被災地での洗浄活動を
支援する一方で、人手不足
などにより救済作業ができ
ずにいる地域の作業を被
災地以外で行おうとするボ
ランティアの動きも出てき
ました。プロジェクトでは、こういったボランティアに
対しても洗浄ノウハウや洗浄キットの提供など、支援
活動の範囲を広げていきました。

当社でも6月25日から約1カ月間、神奈川工場足
柄サイトにて富士フイルムグループ社員やその家
族、OBによる「洗浄ボランティア」を開催しました。延
べ1,500人が参加し、未洗浄の写真が多く残る地域
からお預かりした写真17万枚以上を洗浄して、被災
地にお返ししました。

震災から日を追うごとに傷みが増す被災写真を一
枚でも多く救うため、プロジェクトの活動はますます
熱を帯びています。

富士フイルム神奈川工場足柄
サイトで行われた「写真洗浄
ボランティア」

富士フイルム

実際に泥水に浸して救済方法を検討

被災地での活動（南三陸町）

四日市市での写真洗浄指導
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被災地の医療現場で活躍する携帯型超音波画像診断装置
「FAZONE M／Brain」

使用電力量を計測・監視するシステムの画面

医療現場への支援活動
　富士フイルム  メディカルシステム事業部は、関係会社の富士
フイルムメディカルと連携して、X線画像診断システムを搭載し
た自動車、簡単な操作で血液検査ができる生化学検査装置や小
型軽量で持ち運びが可能な超音波画像診断装置「FAZONE」を
貸し出し、被災地での医療活動支援を行いました。
　また、富士フイルムメディカルは震災直後から医療用X線フィ
ルムなどの消耗品供給体制の確保や医療施設にある各種シス
テムの復旧にあたりました。

富士フイルム  メディカルシステム事業部／
富士フイルムメディカル

東北サテライトの社員と支援物資

支援物資を手にお客様を訪問
　コンシューマー営業本部 東北サテライトでは、震災直後、お
客様である写真店などの被災状況を確認し、水・缶詰などの生
活支援物資を持ってお客様を訪問しました。その後、お店の状
況にあわせた物資などの復興支援はもちろん、一般のお客様の
被災写真の復旧の窓口になるようなご協力依頼など、協力関係
を深める活動をしています。

富士フイルム  コンシューマー営業本部

放射能汚染検査中の社員

被災地の物資不足解消に向け迅速に対応
　富士フイルムロジスティックスは、震災直後、物流が復旧の
鍵と認識し、グループ会社・協力会社と協力しながら、物資の仕
分け・輸送体制を早急に整備しました。支援物資や機器修理用
パーツ、消耗品などを被災地に届けたほか、富士フイルムRI
ファーマと協力し、商品の放射能対策の徹底を図りました。

富士フイルムロジスティックス

提供された成人用・小児用抗菌剤

日本医師会へ医薬品を供給
　被災された方々の医療支援のために、日本医師会や地域の医
師会へ成人用・小児用抗菌剤を提供しました。提供にあたって
は、関係部門が連携して、出荷・運搬などの手配を迅速に行った
ため、短期間で納品することができました。

富山化学工業

社会からの要請への対応

NGOと連携した震災復興支援

グループで行う夏の電力需給対策

　富士ゼロックスは、東日本大震災の被災地復旧・復
興について、様々な経験や専門知識を有し活動を推
進するNGOとともに積極的な支援活動を展開して
います。
　被災地の復旧・復興が一日でも早く進むためには、
地域の実情に即したきめ細かな、より具体的に役立
つ支援活動が必要です。現地との緊密なコミュニ
ケーション、状況の把握、要求項目の整理、優先順位
づけなどが重要なことから、今般、特別非営利活動法
人ジャパン・プラットフォームと連携して、被災地の方
たちの支援活動に取り組みました。避難所の運営マ
ニュアル、仮設住宅の戸口への案内チラシ、各コミュ

ニティーのみなさんへの情報共有など種々の大量プ
リントニーズに対して、複合機やプロダクション・プリ
ンターの機械本体、トナーや用紙などの消耗品、およ
び保守サービスを無償で提供しています。
　また、公益社団法人Civic Force（シビックフォー
ス）との連携では、復旧・復興のための社員によるボラ
ンティア派遣について協業しています。これにより、
現地で真に必要とされる人的支援に対してマッチン
グを図り、より適切な貢献となるような対応ができま
す。参加する社員は、会社の「ボランティア休暇制度」
を利用するほか、活動に必要な資金面での援助が受
けられます。なお7月には、2011年度の新入社員
221名も宮城県気仙沼市の復興支援ボランティアに
参加しました。

富士ゼロックス

生産系を中心とした富士フイルム大口電力需要
拠点では、経済産業省が今夏の節電施策として導
入した「共同使用制限スキーム」を活用して、東京
電力管内にある15カ所をグループ化、ピーク電力
の削減を進めました。

具体的には、①神奈川工場足柄サイトと小田原
サイト、および富士宮工場に早くから導入済みの
天然ガス・コージェネレーション自家発電設備の稼
働率を上げ、電力会社からの購入量を削減、②先
進研究所に設置された大容量蓄電池のナトリウム
硫黄電池を活用し、夜間にためた電力を計画的に
放電させることで、グループ全体の使用電力を平
準化、等を実施しました。

また、電力使用状況をリアルタイムに把握し、
タイムリーに節電アクションにつなげるために、電
力使用量の95％を占める11拠点に使用電力量を
計測・監視できるシステムを導入し、リアルタイム
管理を継続しています。 

オフィスでは、東京電力管内の屋外広告塔の消
灯、オフィス・生産・研究開発拠点での照明・空

調の休止、LED照明スタンドの導入など、各種節
電施策を実行してきました。また、富士フイルム
グループの全社員とその家族で取り組む地球温暖
化対策活動「アイスチャレンジ」のテーマを『節電』
として、グループ全社員とその家族で節電に取り
組んだほか、TVCMや節電のためのツールを
Webで公開するなど、世の中への働きかけも行
いました。
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広野町の保健センターで広野町民への講演
（福島県広野町）

富士フイルムRIファーマ株式会社　
千葉工場　管理部　環境管理部グループ長
放射線取扱主任者
河内 杉雄 （左）

富士フイルムRIファーマ株式会社
執行役員　千葉工場長
岡﨑 冨美夫 （中央）

富士フイルムファインケミカルズ株式会社
取締役　執行役員　生産技術部長
樋口 登 （右）

放射線に関する豊富な知見を
支援に活かす
　富士フイルムRIファーマは、1968年の創業以来、
様々な疾患の診断、治療方針の決定や予後の判定に
役立つ放射性医薬品の研究開発・製造・販売を行って
きました。今回の震災においては、福島第一原子力
発電所の事故を受け、グループ各社、さらには政府
や行政からの要請に迅速に対応し、放射性物質によ
る汚染検査や除染活動、放射能知識の講習会などを
実施。企業の枠を越え、地域に密着した支援活動を
行っています。
　また、文部科学省からの依頼を受け、千葉事業所
の社員が福島県内の放射線のデータ解析や土壌サ
ンプリングにあたりました。

富士フイルムRIファーマ

CSR重点課題
の実績

富士フイルムグループ中期CSR計画………… 32

気候変動に対する取り組み………………… 34

環境配慮設計………………………………… 36

生物多様性の保全… ………………………… 38

化学物質の管理… …………………………… 40

社会貢献活動………………………………… 42

マネジメントシステム… ……………………… 46

海外のCSR活動… …………………………… 50

CSR重点課題の実績では、「経営課題の達成を

支援するCSR」活動に取り組んだ2010年度の

ハイライトをご紹介します。また、海外におけ

るCSR活動についても取り上げています。

放射線への対応

検査と除染に町ぐるみで取り組む
　福島県双葉郡広野町にある富士フイルムファイン
ケミカルズ広野工場においては、2011年4月末から
6月初旬まで、千葉事業所の社員が毎週出向き、「汚
染ゼロ」が確認できるまで除染作業を実施。同時に、
経済産業省や文部科学省や、広野町とともに、町内
の汚染状況のデータ収集や、放射線に関する説明会
を行いました。
　「事故発生以後、放射線に関する様々な情報が氾
濫していますが、正しい知識を持って対応にあたるこ

とが何よりも重要です。また、人間の五感では感じ取
れない放射線の除去には、知識だけでなく現場の実
測値と測定環境を見た対応が必須です」と執行役員・
千葉工場長の岡﨑冨美夫は語ります。
　広野町内では、土壌や水、雑草、野菜類やお茶など、
放射性物質の残量についてデータ解析。また、除染
の方法や測定結果報告を行う講演会を町内で4回実
施したほか、千葉事業所のある山武市をはじめ、様々
な地域で放射線に関する情報提供を行っています。
　「広野町をモデルケースとして、除染活動が他地域
にも広まればよいのですが。安心して住める町に、一
日も早く戻ってほしいですね」と岡﨑。今後も富士フ
イルムRIファーマは、同社の持つ技術や知見を生か
し、全社をあげて復興支援に取り組んでいきます。
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富士フイルムホールディングスは、『経営計画』
の達成に向け、推進方針、重点課題からなる中期
CSR計画を2010年度から実施しています。中期
CSR計画は、グループの事業会社間の連携強化の
もと、事業の成長と環境への影響低減の両立、
CSRブランド価値のさらなる向上を目指し、5つ
の「重点課題」に取り組んでいます。
2010年度は、各サイトで省エネ技術に取り組

みその成果を水平展開することで、地球温暖化対
策を推進し、環境優位性を訴求するなど、事業と
連動した重点課題に取り組み、「経営課題の達成
を支援するCSR」活動を着実に進めています。

富士フイルムグループは、持株会社である富士
フイルムホールディングスを中心に、グループの
戦略的マネジメントとグループ経営のガバナンス
体制を強化し、社会に役立つグループとして努力
してきました。
持株会社制への移行に伴なうCSR活動体制を構

築し、「グリーン・ポリシー（環境方針）」や「社会貢
献方針」をはじめとした各種方針（P.46参照）を定
めてきました。これらの方針は、グループすべて
の従業員一人ひとりが、CSR活動を実践できるよう、
富士フイルムグループのCSRの理念や価値を明確
にしたものです。
今後は、CSR活動体制の整備・構築から段階を

進め、CSRと事業との連動をより密にし、CSRを
通じた経営課題の達成を目指し、社会とともに持

富士フイルムグループは、企業とステークホルダー双方の視点に基づきCSR課題を検討し、重点課
題の設定と具体的な施策を通して、CSR活動を推進しています。

富士フイルムグループの
連携強化のもとでCSRを推進

持続的な発展を実現するための
中期CSR計画

グループ全体での経営課題達成を
支援するCSR体制へ

富士フイルムグループ中期CSR計画
中期CSR計画の全体像（2010年度から2012年度）

重点課題 進捗状況（2010年度実施内容）

1．地球温暖化対策の推進 ・�エネルギーコスト削減と連動させたグループ横断プロジェクトの
推進（各サイトにおける省エネ技術への取り組みと水平展開など）
・�ワークエリア、ライフエリアの啓発活動「ICEプロジェクト」にて、
CO2見える化ツールを使った積極的なエコライフの推進（CO2削減
量 約800t）

2．環境配慮設計の推進 ・�環境配慮設計の様式シート改定による環境配慮内容の見える化
向上
・環境配慮設計の仕組み浸透度把握

資源の有効利用 ・サイト横断（7工場＊）の廃油の有価物化と廃棄物削減の取り組み
＊�神奈川工場（小田原、足柄）、富士宮工場、吉田南工場、富士フイルムオプトマテ
リアルズ、富士フイルムエレクトロニクスマテリアルズ、富士フイルムファイン
ケミカルズ平塚工場

生物多様性の保全 ・�国内外の生産開発事業所の土地利用状況の調査による生態系影響
の確認
・生物多様性保全に関する評価項目を追加した環境配慮設計の展開
・社員とその家族に向けた富士フイルムグループ横断の啓発活動

3．化学物質管理のレベルアップ ・製品の化学物質情報の提供、開示の拡充
・�産業界横断の含有化学物質情報伝達の仕組みづくりとその普及活
動への参画・推進

4．本業と連動した社会貢献の推進 ・研究、人材育成分野での企画を検討開始
・�プリンティング事業を生かした弱視児童への教材提供による教育
支援

5．�グループ全体のコンプライアンス
／リスクマネジメントの質的向上

・�グローバル行動規範の啓発と、リスク管理活動（情報セキュリティな
ど）の推進
・海外各国法規制の監視体制の強化
・�セルフチェックシート活用による取引先と協働したCSR調達の取り
組み

CSR経営の実現に向けた取り組みとして、昨年中
期CSR計画を策定し、着実に実施していることは評
価できます。それだけに、中期CSR計画の３カ年の
ロードマップで、方向性と具体的な活動内容を明示
するとさらに透明性が増してくるでしょう。
富士フイルムグループは、時代の先を見据えて社
会の仕組みを変革する一翼を担っています。是非と
も中長期を見据えて新しい価値の創造をし続け、ス
テークホルダーを魅了する企業になっていただくこ
とを期待します。

CSR計画の全体像をもとに
目標の策定を

経済人コー円卓会議日本委員会
事務局長
石田 寛氏

VOICE

富士フイルムグループの歩みと、持株会社制移行後のCSR

CSR推進における「重要性」評価マップ

写真フィルムの国産化／国内販売網の確立

事業の多角化／海外市場の拡大

海外拠点の拡大／デジタル化の進展

第二の創業へ向けて
中期経営計画「VISION75」スタート

企業体質および成長戦略の再構築

1934年　富士写真フイルム（株）設立

1962年　富士ゼロックス（株）設立

2001年　富士ゼロックス（株）連結子会社化

2006年　持株会社制への移行
2008年　富山化学工業（株）連結子会社化

写真フィルムの国産化／国内販売網の確立化／国内販

事業の多角化／海外市場の拡大化／海外市

海外拠点の拡大／デジタの拡大／デジ

第二の創業業
中期経営経営計

企

1962年　富士ゼロック 株）設立ックス（株）設

2001年01年　富士

20
20

持株会社制への移行に伴う、CSR活動体制の整備・構築
（2006年10月～2010年3月）

経営課題の達成を支援するCSR
（2010年4月～）

1934

1950

1980

2004

2010

社会の期待や要請

自主・業界基準

コンプライアンス

富士フイルムグループに与える影響度

対
応
の
評
価
度

高

低

小 大

生物多様性

重要度：中 重要度：大

重要度：小 重要度：大

社会・文化貢献

CSR活動の客観的評価 CSR調達
品質・安全

人権・雇用

内部統制強化

労働安全衛生

気候変動問題

情報開示と対話話
人材育成

続可能な発展を続けていけるよう努めていきます。
富士フイルムグループのCSR課題は、「富士フ
イルムグループに与える影響度」と、コンプライ
アンスから社会の期待や要請といった「対応の評
価度」の2軸から、その重要性を下図のように位
置付け、計画づくりに反映させています。

経営課題の達成を支
援するCSRを富士フ
イルムグループ事業
会社間の連携強化の
もとに推進する。

事業の成長と環境へ
の影響低減の両立、
CSRブランド価値のさ
らなる向上を目指す。
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「IH定着技術」についての詳細はこちらをご覧ください。
	� http://www.fujixerox.co.jp/company/technical/

kankyo/ih_fuser.html

2010年度のCO2排出量および主なCO2削減施策についての詳細は
P.62をご覧ください。

富士フイルムグループでは、「CO2排出量をラ
イフサイクル全体で、2020年度までに30％削減
（2005年度比）」するという長期目標を2010年4
月に定めました。企業活動におけるCO2削減の対
象領域を事業だけでなく、製品・サービスのライ
フサイクル全体（原材料の「調達」、製品の「製造」、
製品の「輸送」、製品の「使用」、製品の「廃棄」）ま
で拡げ、基準年2005年度のCO2排出量5,049千
トン/年を、2020年度には3,525千トン/年以内
に削減します。

2010年度は、企業努力や経済の回復により、
基準年2005年度に対し生産数量が増加しました。
これに伴い、原材料の「調達」や製品の「輸送」に
よって発生するCO2の増加は避けられませんで
したが、製品の「製造」において発生するCO2排出
量は省エネ施策の推進等により、少なくすること
ができました。また、製品販売の伸びにもかかわ
らず、消費電力の少ない複合機の開発等により製

富士フイルムでは2008年度から、富士フイルム
とその関係会社の従業員とその家族を対象に、職
場と家庭の両面からCO2排出量の削減を目指した
活動「アイス（ICE＊）・プロジェクト」を実施してい
ます。一人ひとりがCO2排出量を削減する具体的
な方法を示して啓発を行う、100万人のキャンド
ルナイトへの参加を促すなどを行っています。こ
の活動を通じて環境問題に関わる情報に日々触れ
ることで、一人ひとりが地球温暖化をはじめとす
る地球環境保全に関心を持ち、エコマインドを醸
成していくことも期待しています。
職場では、これまで事業用車両を対象としてい
た「安全・エコドライブ運動（P.18参照）」を、
2010年度から通勤車両まで範囲を拡大し、より
広い範囲でのCO2排出量削減と環境意識の向上
に努めました。家庭においては、7月から9月の3
カ月間に、従業員とその家族を対象とした「アイ
ス・チャレンジ」キャンペーンを展開しています。
従業員とその家族に、地球環境に強い関心をもっ
ていただき、一人ひとりが環境に配慮したライフ
スタイルへと変わっていくための活動です。
2010年度のCO2削減量は約800トンに達しまし
た。2011年度は、電力供給量の危機的状況に対
応し、夏期における家庭の総電力・ピーク電力を
抑える「節電」活動に重点をおいた活動を展開して
います。
富士フイルムでは、このような従業員の一人ひ

とりの活動が、持続可能な社会の構築につながる
と考えています。

富士ゼロックスは、オフィス用複写機・複合機
の起動時間や節電モードからの復帰時間を大幅に
短縮した富士ゼロックス独自のIH（Induct ion 
Heating：電磁誘導加熱）定着装置を開発しました。
従来のトナー定着に用いられていた熱源をハロゲ
ンランプからIHに代え、高温になりやすい薄膜の
銅を発熱体として採用することで、約40秒かかっ
ていた立ち上がり時間を世界最速3秒まで短縮。
また、この大幅な時間短縮には、定着温度を約
20℃低下させた「EA-Ecoトナー」の存在も寄与し
ています。このように急速な加熱が可能となった
ことで、利便性が向上しただけでなく、待機時や
節電モード時の予熱が不要となり、大幅な省エネ
ルギー化も達成しています。
IH定着装置以外にも、画像読取光源に高輝度白

色LEDを採用するなど、消費電力を削減するため
の富士ゼロックスならではの様々な技術も実用化
されています。これら技術の集大成として、
2010年度には、8機種11商品が販売されました。
富士ゼロックスが2010年度に販売した複合機、

プリンターの消費電力削減効果＊は106万トン
-CO2のCO2排出量削減
に相当します。このよ
うなライフサイクルに
おける使用段階での
CO2排出量削減に向け
た研究開発に今後とも
注力していきます。
＊2000年時点の同クラスの商品を販売した場合の5年間の消費電力との比較

富士ゼロックスでは、以上述べたように商品ラ
イフサイクル全体を通じてCO2排出削減の施策を
行っていますが、お客様のCO2排出量削減に寄与
するアプリケーションの開発にも注力しています。
そのひとつの成果として、オフィスプリンターや
複合機から印刷する際に排出されるCO2量や、照
明やコンセント電源などの消費電力によるCO2排
出量などを見える化する「SE-BizObject環境負荷
監視システム」を開発し、販売を開始しました。
本商品は、富士ゼロックスApeosWare 

高い“環境品質”によって顧客満足と
環境負荷低減に貢献

富士フイルムグループの地球温暖化
対策の長期目標

2010年度のCO2排出量（製品・サー
ビスのライフサイクル全体）

従業員が家庭から始める
地球温暖化対策活動

IH定着技術でCO2排出量を大幅削減

一人ひとりのCO2排出量を見える化

気候変動に対する取り組み

1．集計 2．分析 3．見える化

集 計

出力
機器

オフィスの
電力データ

分 析

分析
モジュール

環境負荷
監視システム

複合機器操作パネルへ表示

個人・管理者PCへの表示

レポート作成

オフィス電力の表示

ログの収集

個人 管理者

電力 電力

ログの収

ジョブ
ログ

電力
データ

集計
モジュール

見える化
モジュール

ApeosPort-IV C5570/C4470

個人別ECO診断画面

富士フイルムグループの
2005年度（基準年度）の実績

富士フイルムグループの
2020年度（目標年度）の目標

環境負荷監視システムの構成
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138
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1,112
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168

1,319

184
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257

139

環境負荷合計：
5,049 CO2千t/年

環境負荷合計：
3,525 CO2千t/年

CO2（千t/年） CO2（千t/年）

■■ 富士フイルムおよびその関係会社
■■ 富士ゼロックス

■■ 富士フイルムおよびその関係会社
■■ 富士ゼロックス

30％減（対2005年度）

温暖化など地球規模の問題解決に企業が真正面か
ら取り組むためには、企業の視点もこれまでの「我が
社グループ」から、「我が社を含めた地域や社会全体」
へ境界線を拡げる必要があります。我が社の全体最
適は社会や地球から見ると部分最適だからです。
とすれば、製品・サービスの本当の環境品質は、
社会のニーズを正しく反映させることで初めて完成
します。特に震災以降の日本は価値観が大きく変化
したので、いち早く境界線を拡げ社会の本当の声を
聴く企業こそが成長していくのです。

社会のニーズに対応し、
境界線を拡げて

国連環境計画 金融イニシアティブ
特別顧問
末吉 竹二郎氏

VOICE

URL

Management Suiteを利用して、オフィス用複
合機の操作パネルやパソコン画面から、従業員一
人ひとりのプリント出力状況やCO2排出量を確
認できます。また、分電盤の電力情報から、他社
製品や照明、パソコンなどを含めたオフィス全体
の消費電力の見える化を実現します。
これらの「CO2見える化」機能により、環境意識

を高め、出力コストの削減や消費電力の削減を促
進します。

＊ICE：Ideas for Cool Earthの略

品の「使用」によって発生するCO2排出量も減ら
すことができました。

製品・サービス・企業活動といったあらゆる面から高い“環境品質”を実現することで、お客様一人ひ
とりの満足を獲得し、当社と社会の持続可能な発展を目指していきます。
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富士フイルムグループでは、すべての新製品、
改良品の設計を「環境配慮設計規則」に則って実施
し、製品の環境影響低減に取り組んでいます。環
境配慮設計は、商品開発の初期段階で、3R（リ
デュース・リユース・リサイクル）、含有化学物質、
使用資源、省電力、安全性、コンプライアンスな
どの観点で、製品ライフサイクル全体を考慮した
環境品質目標を設定し、開発完了時に目標達成度
を審査する仕組みです。環境品質が承認されなけ
れば商品として採用されません。環境配慮設計で
は、同時に「LCA＊運用手順」に基づいて、調達か
ら製造、物流、使用、廃棄・リサイクルに至る製
品ライフサイクル全体を通したLCA評価を行い、
環境負荷を定量的、客観的に評価しています。

富士フイルムは、2010年度に環境品質目標設
定への意識を高め、環境配慮の効果をより明確化
できるよう、環境配慮設計での評価項目を見直し、
環境配慮設計で用いる様式シートを改良しました。
改良した内容は、各部署から選出されている、環
境配慮設計の推進担当者を通じて、周知徹底を
図っています。
今後は、改良した様式シートを活用して、一層

の環境影響低減を図ります。
また、世界的な注目が高まっている「生物多様

性の保全」の観点を、2010年2月にいち早く「環
境配慮設計規則」に組み込み運用を開始し、製品
設計の段階からの生物多様性への配慮を強化し
ています。また、生物多様性保全の考え方の従
業員への浸透や、理解の促進も継続して図って
います。

富士フイルムでは、グラフィックシステム事業
における主要製品「平版印刷用PS版・CTP版」に
ついて、環境負荷を下げるために、原材料のリサ
イクルを始めました。
「PS版・CTP版」の主原料であるアルミニウムは、
地金精錬過程で大量の電力を消費するため、CO2
排出量の大きい材料です。そこで、富士フイルム
は、生産工程で発生するサンプルや端材など、製
品として使用されない端材アルミニウムのクロー
ズドループリサイクル技術を確立しました。PS
版製造で、リサイクルによる再生地金を利用すれ
ば、CO2排出量を約63％削減できる見込みです。
2008年度から、アルミニウムの合金メーカー
や圧延メーカーと協同で、アルミニウムを再生循
環利用するシステムを本格稼働させ、2010年度
にはPS版の再生アルミニウムの使用率は約10％
まで上がっています。このクローズドループリサ
イクルによって、2008年度〜2010年度までに
約12万トンのCO2を削減しました。これは、PS
版製造工場である吉田南工場が出すCO2排出量
の約2倍に相当します。

富士フイルムは、環境サーマルCTPシステム
「ECONEX」を開発しました。
「ECONEX」システムの開発では、ライフサイク
ル全体を見据えた環境配慮設計思想に基づき、環
境負荷軽減を狙った設計の見直しを行いました。
サーマルプレートECONEX「XPシリーズ」の原

材料段階では、クローズドループリサイクル原材
料（再生地金）を使用、使用段階では、プレートの
「高速分散現像技術」により現像液補充量を最大
40％削減しました。さらに、廃棄段階では、自
動現像機のオプションとして廃液削減装置「XR-
2000／5000」を使うことにより、焼却廃棄され
ていた現像廃液が約1／8に濃縮できるようにな
り、残りの7／8も再生水として有効利用が可能
になりました。「XR-2000／5000」は、新聞印刷・
商業印刷業界の産業廃棄物最終処分量削減につな

富士ゼロックスは2010年11月、A4サイズ対
応の小型プリンター／複合機「DocuPr int 
CM205 b」をはじめ、同シリーズで新戦略を担
う9機種を発売しました。本シリーズはこのクラ
スでトップレベルの小型化と軽量化を実現すると
ともに、新世代をリードする様々な環境配慮を取
り入れています。
定評ある富士ゼロックスの“高画質”を特長とし

ながらも、小型化と軽量化への限界を目指すこと
で、同時に低コスト化も実現しました。画像書き
込み装置には高解像度のLEDプリントヘッドを採
用、レーザー方式にあるポリゴン・ミラーなどの
光学機構を廃したり、剛性を確保しつつ筺体フ
レーム自体を無くしたほか、部品共有を徹底し点
数の極小化を図っています。さらに、感光体など
部品一点一点のロングライフ設計を積み上げるこ
とで機械本体の寿命まで部品交換を不要にし、メ
ンテナンスに必要な構造上のスペースさえ省いて
厳しい成長市場での価格競争力を確保しました。
この市場ではIT家電と同様のレスポンスが求め

られるため、モノ作りにおけるリードタイムを大
幅に短縮、販売機会を逃さないタイムリーで高効
率のSCM体制を新たに構築しました。製品自体
の省エネ性やロングライフ化による環境負荷低減
はもとより、組み立ての簡素化などによりカラー
機で44％、白黒機で
53％の生産時間を短縮
（旧世代比）、また小型軽
量化による物流負荷軽減
など、バリューチェーン
全体で総合的に環境負荷
を下げる結果につなげて
います。

製品ライフサイクル全体を考慮した
環境影響の分析・評価

環境配慮設計に関する基本的な考え方

環境配慮設計での評価項目の見直し、
生物多様性への対応

端材アルミニウムの再生利用で
CO2排出量を削減

印刷工程で発生する環境負荷を
あらゆる面から削減するシステム

新戦略を担う小型LEDプリンターに
おける環境配慮の取り組み

環境配慮設計

各ライフサイクル別温室効果ガス排出比率

端材アルミニウムのクローズドループリサイクル

廃液処理の概念図

原材料調達
81.0％

生産
12.7％

流通 2.8％
使用・維持管理 3.0％ 廃棄・リサイクル 0.5％

7％

温室効果ガス
排出比率

産業廃棄物の減量
輸送・焼却時のCO2発生量削減

処理コストの削減

現像廃液

再生水（約7/8）
下水処理

あるいは再利用

資源の
有効利用

焼却

産廃処理

濃縮廃液（約1/8）
（産業廃棄物）

吸引
自動排出

XR-2000/5000

廃処理量の大幅削減に加え、
再生水のリサイクルによる
省資源化にも貢献

2008～2010年3月のCO2削減量約12万t

富士フイルム吉田南工場
廃PS版（端材アルミニウム）

アルミニウム
合金メーカー
溶解・鋳造・再生地金

アルミニウム
圧延メーカー

アルミコイル（新地金＋再生地金）

アルミニウム
精錬メーカー

新地金

PS版製造

PS版製品出荷

がるものとして評価されており、日本新聞協会か
ら「技術開発奨励賞」を受賞しました。
その他にも、サーマルプレートセッター「Luxel 

PLATESETTER T-9900G」では、LEDレーザーを
導入することで、使用段階でのCO2排出量を削減
するとともに、装置の長寿命化を実現しています。
ECONEX「XPシリーズ」は、原材料から廃棄に

至るまでのライフサイクル全体で、印刷業界の環
境負荷低減に貢献しています。

＊LCA：ライフ・サイクル・アセスメント

〈新A4カラー複合機〉
DocuPrint CM205 b

地球環境保全のため、製品の製造工程における環境負荷削減だけでなく、原料調達から廃棄にいた
る製品ライフサイクル全体を考慮した環境影響の分析・評価も実施しています。
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富士フイルムグループは、創業以来、すべての
事業活動が自然環境からの恩恵を受け、同時に自
然環境に影響を与えていることを認識し、「環境
配慮・環境保全は企業活動の根幹を成す」という
考え方に基づいて様々な環境保全活動に取り組ん
できました。その一環として、2009年6月に「生
物多様性の保全」に関するグループ共通の取り組
み方針を明確化し、富士フイルムグループ「生物
多様性の保全に関する基本認識と行動指針（略称：

「生物多様性方針」）」を制定。私たち人類が享受し
ている生態系サービスを将来に向けて存続させる
ため、社内外での取り組みを進めています。

験データを有しています。2005年には環境省か
らもGLP適合確認を受け、生態系の水生生物（藻類、
ミジンコ、魚類）への影響を評価する試験を開始し、
現在、生態系への影響を幅広く評価しています。
さらに、より長期的な視点で評価するため、水生
生物の繁殖まで視野に入れた慢性毒性試験の導入
を目指して検討を行っています。

今後、化学物質の製造や使用が水域などの生態
系に与える影響を、幅広く長期的な視点で評価す
ることで、生態系や生物多様性の保全に取り組ん
でいきます。
＊ �GLP（Good Laboratory Practice）：試験成績の信頼性を確保するため、試験施設

が備えるべき組織、設備、手順書等について定めた基準。

富士ゼロックスでは、生物多様性の重要さは認
識していたものの、それらを意識した活動は、「用
紙サプライヤー様に対して、『用紙調達規程』を定
め、法令遵守や森林伐採における生態系への破壊
的な影響を防止するよう要請していたこと」、「従
業員が各地の里山保全活動にボランティアで参加
していたこと」など、限定的なものでした。

民間参画ガイドラインの制定など、あらためて
生物多様性の保全に向けて企業の果たすべき役割
が明確になり、積極的な参画が求められるように
なってきたとの認識から、取り組みの見直しが必

富士フイルムグループは、国際的な取り組み
である「健康及び環境への影響を最小限にする方
法で化学物質を製造し使用する」ため、｢化学物
質及び製品含有化学物質の管理レベルを高め、
リスクを低減する｣ことを行動指針に掲げて活動
しています。そのために重要な役割を果たして
いるのが、安全性評価センターです。

生物多様性の保全のためには、化学物質の生態
系への影響を把握することが必要であり、同セン
ターは、1986年に旧通商産業省からGLP＊適合確
認を受け、化学物質の生態系での分解性や生物（コ
イ）への蓄積性を評価する試験を開始、多くの試

いのちと暮らしを支える生物多様性への
影響を最小化するための取り組み

自然環境からの恩恵を将来へと
つなげていく生物多様性方針

生物多様性に配慮した事業所の
土地管理

化学物質の生態系への影響を
幅広く長期的な視点で評価

生物多様性の保全

生物多様性方針　富士フイルムグループ
「生物多様性の保全に関する基本認識と行動指針」
Fujifilm Group Guidelines for Biodiversity
基本認識

わたしたちは、持続可能な社会の実現のために、現在直
面している重大な問題に真摯に向き合い、将来世代に大き
な負債を残さぬ責任があります。

地球温暖化に代表される「気候変動」問題と、生態系の破壊
や生物種の絶滅等に伴う「生物多様性」の危機的速度による消
滅は、わたしたちが直面している重大な問題です。
「生物多様性」は、食料をはじめ医薬品やエネルギー、災

害の軽減などをはじめ、固有の文化・芸術の礎となるなど、
わたしたちのいのちと暮らしを支えています。

わたしたち富士フイルムグループは、自らの事業活動に
おいても、「生物多様性」と無関係ではあり得ません。それ
ゆえ、わたしたちには、「生物多様性」への影響を回避しま
たは最小化すべく「生物多様性」の保全と持続可能な利用に
取り組む責任があります。取り組みにあたっては、わたし
たちが国際的な相互依存関係の中にあることに留意し、常
に国際的視野に立ちつつ、なすべきことへとつなげていく
ことが重要です。

行動のための指針
❶生物多様性を壊さないために
「生物多様性」は、いのちのつながりです。事業活動に際
しては、この「つながり」への影響を回避または最小化す
るとともに、「つながり」の断絶に関与しないよう最大限
の配慮をします。

❷生物多様性を守るために
事業活動に際しては、自然環境の健全性と多様性を維持
することを心がけ、地域における自然的社会的条件に応
じた環境保全への配慮をします。

❸生物多様性を活かすために
事業活動において生物資源を利用する際は、「生物多様性」
が将来にわたり維持されるよう、長期的視点に立った持
続可能な利用方法の採用に努めます。

❹国際的視野での対応のために
事業活動に際しては、国内外のバリューチェーンの枠組
みにおいて、「生物多様性」への影響を把握し、負荷の低
減に努めます。

❺社会的要請に応えるために
「生物多様性」に関する国際的取決めや法令を順守し、「生
物多様性」に関わる公的機関やNPO/NGO、他企業などと
の連携と協調を大切にします。

❻情報を共有するために
「生物多様性」に関する自らの取り組みを積極的に情報開
示します。また、取り組みの質と効率を上げるため、「生
物多様性」に関する従業員啓発に努めます。

ミジンコを用いた試験の様子

その他に魚類や藻類を用いた幅広い試験を実施（写真は
魚類の水槽）

要と判断し、生物多様性への配慮という視点で専
門家に評価を依頼。その評価から、生産や開発を
行う大規模事業所での土地利用状況を把握できて
いないことが課題として挙げられました。この結
果を受け2010年度、国内外の生産開発事業所の
土地利用状況を調査し、生物多様性へのリスクの
有無の確認を行いました。

調査の結果、幸い操業に伴う生態系を撹乱する
リスクはありませんでした。

一方、事業所の敷地を活用した地域の生物多様
性再生への貢献や従業員の意識啓発の素材として
の活用が示唆されたことを受け、各事業所が積極
的に生物多様性保全を推進できるよう、土地利用
方針の策定を進めています。同時にサプライ
チェーン全体を視野に入れてのリスク回避と再生
への貢献を目指して、生物多様性保全に向けた実
施項目を明確化し、既存の環境マネジメントシス
テムの中で継続して改善をしていくことを目指し
ています。

富士フイルムグループにとって「清らかな水」は特
に重要な資源のひとつでしょう。その水を生み出す
環境は、「生物多様性」によって支えられています。
化学物質の環境影響の観点から、水生生物への影響
を評価し、生息生育可能な場を維持することは、本
来地域が持っている生態系を根底から支えることに
つながります。リスク管理としての生物多様性配慮
からの脱皮、これは地域への魅力的な自然環境の還
元に発展します。この新しい価値を、地域の魅力と
して発信、提供していく姿を期待しています。

いまいちど
「虫の眼、鳥の眼」を

公益財団法人日本自然保護協会
会報『自然保護』編集長
鶴田 由美子氏

VOICE

持続可能な社会の実現のため、食料をはじめ医薬品やエネルギー、災害の軽減など、私たちのいの
ちと暮らしを支える「生物多様性」への影響を回避・最小化するために注力しています。

鈴鹿事業所での実地調査の様子
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富士フイルムグループでは、「グリーン・ポリ
シー（P66参照）」において「化学物質及び製品含有
化学物質の管理レベルを高め、リスクを低減する」
と宣言し、自然環境と安全性に配慮して、確実で
一歩先行した化学物質管理を徹底しています。製
造時に使用する化学物質が不用意に自然環境へと
排出されないよう管理することはもちろん、製造
時の従業員の安全や、製品使用時のお客様の安全、
廃棄時の自然環境への影響等に対しても評価を行
い、リスクの低減に努めています。
同時に、化学メーカーとして培ってきた知識と

経験を活かし、産業界の様々な活動を通じて社会
への貢献にも積極的に取り組んでいます。

富士フイルムでは、開発・使用される様々な化
学物質・材料・製品の安全性の評価を、国際的に
通用するGLP＊適合施設である安全性評価セン
ターで行っています。同センターは1975年に設立
され、開発初期段階から製品化に至るまでの各段
階で、地球環境やヒトの健康にかかわる幅広い安
全性試験を実施、製品のライフサイクル全般にわ
たった安全性を確認しています。これらの安全性
試験は、富士フイルムに加え、グループ会社で取
り扱う化学物質についても行っています。また、
行政などの外部からの受託試験も実施しており、
GLP施設としての機能を社会に役立てています。
近年では、高機能材料やヘルスケア分野等への

事業拡大に伴ない、「環境影響試験」「毒性スクリー
ニング」「毒性機序解析」「毒性の定量的構造活性相
関による予測」等の安全性評価技術を強化・拡充し、
安全な製品の開発に生かしています。

富士フイルムは、2008年から業界横断の組織
であるJAMP（アーティクルマネジメント推進協
議会）が推奨する化学物質情報伝達の共通書式
JAMP　MSDSplusおよびJAMP AISの提供を始
めました。
JAMPは、製品に含まれる化学物質情報をサプ
ライチェーンで円滑に伝達するため、2006年に
発足した組織です。富士フイルムは、発足当初か
ら参画し、円滑な伝達のための仕組みづくりや、
考え方のグローバルな普及活動を行っています。
2010年度には、企業間での円滑な化学物質情

富士ゼロックスは、仕事環境、自然環境等に配
慮し、化学物質の使用・保管を厳重に管理してい
ます。2008年度には、「化学物質管理規程」の改
定に取り組み、富士フイルムと統一した管理を行
えるよう、化学物質の安全性区分付けを統一しま
した。
「化学物質管理規程」には、「化学物質リスクアセ
スメント」「環境・安全リスク審査」や「事故対応と
リスクマネジメント」等についても盛り込まれてお
り、国内外を含めた富士ゼロックスとその関係会
社で統一した化学物質の管理を行っています。

富士ゼロックスは、国内外生産開発事業所の化
学物質管理監査を3年に1回実施しています。
2010年度は国内生産事業所6カ所の監査を行い
ました。2011年度は海外生産事業所6カ所の監
査を実施予定です。
化学物質管理監査は、経営監査部の委託を受け

て環境管理部門および各事業所のメンバーにて実
施しています。他の事業所のメンバーが入ること
は相互監査にて良い点・改善点をお互い学ぶ意味
もあります。
化学物質管理監査項目は「化学物質管理規程」に

従い、化学物質管理体制が適切に運用・維持管理
がされているか、リスク評価・リスク低減措置を
とっているか、配管の地上化・二重化等を評価し
ています。監査結果は、当該事業所のトップに通
知するほか、社長・関係役員へも報告を行い、体
制的な面からも安全強化に役立てています。

自然環境と安全性に配慮した適正な
化学物質管理を徹底

化学物質管理に関する基本的な考え方

安全性評価センターで
化学物質・材料・製品の安全性を評価

化学物質情報の開示・提供と
仕組みづくりへの参画

統一された管理基準に基づいた
厳重な化学物質管理

化学物質管理体制を強化するための
化学物質管理監査の実施

化学物質の管理

安全性評価センターで実施している代表的な試験

安全性区分

目的 評価項目

安全な化学物質の開発

毒性スクリーニング（細胞毒性試験・遺伝
子発現など）、化学物質の体内動態評価に
よる毒性機序解析、QSAR（毒性の定量的
構造活性相関）

労働安全
Ames試験、染色体異常試験、急性毒性試
験（経口、経皮）、皮膚刺激性試験、皮膚感
作性試験、爆発性試験

製品安全 急性毒性試験（経口）、皮膚刺激性試験、眼
刺激性試験、皮膚感作性試験、Ames試験

法規制への対応

分解度試験、濃縮度試験、分配係数試験、
Ames試験、染色体異常試験、反復投与毒
性試験、生態毒性試験（藻類生長阻害試験、
ミジンコ急性遊泳阻害試験、魚類急性毒性
試験）

分類 分類基準（主なもの） 管理内容

C0

人の健康や
環境への影
響が大きい、
法的な規制
が厳しい

↑

◦�第1種特定化学物質、製
造禁止物質、特定毒物、
社内基準製造時使用禁止
物質他

使用禁止

C1

◦�自主的削減対象物質
◦�第1種監視化学物質、6価
クロム、ジクロロメタン、
ホルムアルデヒド他

使用中止または
使用量・排出量
削減

C2

◦�第1類 特 定 化 学 物 質、
IARCグループⅠ、変異原
生物質社内分類１、温室
効果ガス他

密閉化または限
定管理

C3

◦�急性毒性、変異原生社内
分類２、感作性社内ランク
他

◦�環境安全法規制該当物質
（区分１物質）

リスク評価に基
づく管理

C4 ◦�環境安全法規制該当物質
（区分2物質） 一般管理

S
法規制、ハザードの程度・評価方法が確立
されていないが、リスクが懸念される物質
（内分泌かく乱物質など）

代替化、使用量
削減または排出
量・暴露量低減

報の伝達を目的に構築された情報システムJAMP
情報流通基盤（JAMP- IT）を通じて、JAMP 
MSDSplusの提供を開始しました。
また、すべての化学製品のMSDS（製品安全

データシート）には、GHS（化学品の分類および
表示に関する世界調和システム）を取り入れ改訂
し、ホームページで開示する化学物質情報も拡
充しました。
開示・提供する化学物質情報を拡充するととも

に、サプライチェーンでの化学物質情報伝達の仕
組みづくりへも参画し、化学物質の高い安全性の
確保に取り組んでいます。

製品安全データシートを公開し
ているWebページ 製品安全データシート

＊�GLP（Good laboratory Practice）：試験成績の信頼性を確保するため、試験施設
が備えるべき組織、設備、手順書等について定めた基準。安全性評価センターは、
化審法（化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律）試験に関して、経済産業省・
厚生労働省・環境省から適合確認を受けています。

自然環境への影響や、お客様や従業員の安全に配慮し、製造時、使用時、廃棄時といったライフサ
イクル全体を見据えた化学物質の管理に努めています。

（
化
学
物
質
管
理
監
査
細
則
よ
り
）

計画立案

事前調査

監査報告

是正策実施

完了報告

フォロー

監　査

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

化学物質管理監査フロー
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富士フイルムグループは、事業活動を通じて社
会に貢献するとともに、地域社会とも積極的に交
流を行い、社会の持続的発展に向けた活動を展開
しています。

日本国内の弱視の小中学生には、ボランティア
団体などによって製作された拡大教科書が提供さ
れています。富士ゼロックスは、その拡大教科書
を弱視の小中学生に安定供給するための活動を、
ボランティア団体などと協同で行っています。こ
の活動は、1989年に神奈川県の一部で、営業拠
点や販売会社のカラー複写機を無料開放すること
から始められました。その後、本業を活かした社
会貢献活動であり、多くの事業所・販売会社が参
画できることから、全社規模へと活動を拡大。
2010年度では富士ゼロックスおよび国内の関連
会社、21社40拠点で実施しました。また、海外
でも中国の販売会社が北京で教科書の拡大コピー
支援を開始しています。今後も、すべての弱視児
童・生徒へ拡大教科書を提供できるよう、制作か
ら流通に至るまで、より効率的な環境構築に目指
した支援を継続していきます。

日本は、がん罹患率が世界トップクラスである
にもかかわらず、がん検診受診率はOECD（経済協
力開発機構）加盟国で最低レベルという状況です。
富士フイルムでは、メディカル事業部を中心に

従業員のがん検診受診率向上に向けて「がん検診
推進プロジェクトチーム」を発足し、がん検診に
積極的に取り組んでいました。2010年からは、
その活動を富士フイルムとその関係会社へと対象
を拡大し、従業員向けイントラサイトに「がん検
診へGO！」プロジェクトを立ち上げ、従業員へ
のがんに関するセミナーなど各種啓発活動やプロ
モーション、がん検診受診率向上推進活動などを
実施。同時に、がんの早期発見・早期診断・早期
治療の実践のため、検診バスなどを活用した職場
で受診できる体制構築などに努めています。特に、
乳がんについては、富士フイルムの主力商品のひ
とつがマンモグラフィ（乳房X線撮影装置）である
ことから、2003年度から続けている「がん啓発
活動」の中心に据え、婦人科がん検診（乳がん・子
宮がん）の費用補助も行っています。
また、検診率だけでなく、「検査の精度」につい

ても重視しています。胃がん検診においては、早
期発見につながるようX線よりも内視鏡検査を推
奨し、差額金を会社で負担。乳がん検診ではダブ
ル読影を取り入れるなど、最先端医療器具やシス
テムを提供する企業として検診精度の向上も追求
し続けます。
2011年度末までに、肺がん・胃がん・大腸がん・

乳がんは90％、子宮がんは50％以上の従業員検
診受診率達成が目標です。今後は、他の関係会社
にも活動範囲を広げ、従業員のさらなるクォリ

ティ オブ ライ
フ向上を目指し
ていきます。

富士フイルムでは、ピンクリボン活動などを通
じて、広く社会に対しても乳がんの意識向上を推
進しています。
富士フイルムグループや日本プロゴルフ協会が

主催するプロゴルフ杯「富士フイルム シニア 
チャンピオンシップ」では、プロゴルファーや運
営スタッフ全員が大会期間中にピンクリボンバッ
ジを着用し、がん啓発に努めました。同時に、地
域の医療機関の協力を得て、会場内に乳がん検診
車と胃がん検診車を設置して希望者へのがん検診
を実施し、意識の向上と検診の機会を提供しまし
た。このようなイベント以外でも、「乳がんハン
ドブック」やピンクリボングッズを社内外に配布
して継続的な啓発活動も行っています。
また、海外においてもピンクリボン活動は積極

的に展開しています。
アメリカでは米国国立乳がん基金への寄付活動

や、スペイン語の乳がん啓発ウェブサイトの立ち
上げ、ピンク色のデジタルカメラセットのチャリ
ティー販売などを実施しました。
その他にも、中国でも乳がんに関する独自のセミ

ナーなどのピンクリボン運動への積極的な活動を
実施するなど、国内外を問わず広く活動しています。

各種フィルムの製造にはきれいな水と空気が不
可欠であり、富士フイルムは創業当初から「環境
配慮・環境保全は企業活動の根幹を成す」という
考えに基づいて企業活動を行ってきました。水資
源は代替物質のない限りある資源であるととらえ、
各事業場では、節水型設備の積極的な導入など、
節水活動や水資源の保全に努めてきました。
その取り組みのひとつ、富士フイルム九州では
地下水保全につながる植樹活動「光の森林」に積極
的に取り組んできました。2010年度はこれに加え、
南阿蘇村の地元農家の方々と協同し、地下水のさ
らなる保全活動に取り組んでいます。各農家が水
田に通年で水を張ることで地中への浸透水が増え、
地下水かん養事業となるばかりか、景観の維持と

社会の要請や期待に誠実に応える
社会貢献

社会貢献活動　−本業を通じた貢献−

社会貢献活動の基本方針

拡大教科書の安定供給に向けた
製作支援活動

がんの早期発見、早期診断、早期治療に向けた取り組み

従業員のがん検診受診率向上を
目指した活動

広く社会に対しても
ピンクリボン活動を推進

地下水保全に向けた地域の方との
協同活動

富士フイルムグループ社会貢献方針
富士フイルムグループは、企業市民として社会と共に歩み、
社会の要請や期待に誠実に応える社会貢献を目指します。
この方針を実践するため、次の活動指針を定めます。

1．活動の主要分野
活動の対象として「学術・教育」、「文化・芸術・スポーツ」、

「健康」、「自然環境保全」の分野を中心に取り組みます。
2．活動において大切にすること
❶�連繋や協働による実践� �
活動の推進にあたっては、NPO／NGO、地域社会
等とのコミュニケーションやパートナーシップを大
切にします。

❷�ボランティア活動の積極的支援� �
従業員の自発的参加による地域との共生、社会への
貢献を大切にし、それらの活動を支援します。

いう点から地域貢献活動にもつながります。
今後も事業活動に必要不可欠な水資源の保全や
地域貢献に取り組み、地域と共存していきます。

地下水かん養事業と位
置づけた「水田お助け
隊」に参加した富士フイ
ルム九州社員とその家
族、農家の方々

ボランティアの方が
作業している様子

がんセミナーの様子

マンモグラフィ検診車

啓発冊子「がん検診のススメ」

TOPICS

事業活動を通じて社会に貢献するとともに、企業市民として社会とともに歩み、次代を担う子どもた
ちの育成に励み、社会の持続的発展に貢献していきます。
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富士ゼロックスはこの趣旨に賛同し、神奈川県
南足柄市の地元企業や行政と連携して、市内の小
学校での出前授業や、ボランティアスタッフの養
成などを行っています。2010年度は、国内3地
区の小学校で460名の生徒が「Kids’ ISOプログ
ラム」に参加しました。

社会貢献活動　−企業市民としての貢献− 社会貢献活動　−次世代育成に向けた貢献−

富士フイルム労働組合は、独自の社会貢献活動
に積極的に取り組んできました。1998年から毎
年継続している中国での植林ボランティア活動
「緑の協力隊」は、その代表例です。2010年も、
労働組合から10名が参加し、中国内蒙古自治区
のホルチン砂漠で、富士膠片（中国）投資有限公司
やNPO法人緑化ネットワークと協同して、植樹
や剪定作業を行いました。今回は、2009年に実
施したステークホルダーダイアログでの意見を受
け、従業員がより参加しやすい夏休み期間の実施
としました。
労働組合ではその他にも、地域の美化運動「グ

リーンエイド作戦」や里山保全活動などの様々な
活動を行っています。

富士フイルムは、2010年7月に開催された「か
ながわ発・中高生のためのサイエンスフェア」に
協力参加企業として出展しました。このイベント
は、中高生を対象に理工系分野への理解を深め、
その魅力を感じてもらうために、神奈川県と県内
理工系大学が共同主催したものです。
富士フイルムは、「見ることの不思議〜光の不

思議を見てみよ
う〜」と題し、液
晶ディスプレイ
や3D写真などの
身近な事象を、
実験を交えて紹
介しました。

富士フイルム九州は、2006年に第1号パート
ナーとして「平和条約」を締結した「南阿蘇えほんの
くに」の、第5回誕生祭に特別協賛しました。「南阿
蘇えほんのくに」は、絵本的世界や子ども的な感性
を大切にしながら、子どもたちが将来安心して暮
らせる地域と文化を創り出すことを目指したプロ
ジェクトです。会場では、「Photoえほんコーナー」
を開設し、親子連れなど25組90名の皆さんと、
絵の代わりに写真を使ったオリジナル絵本を製作

しました。今後も、
子どもを取り巻
く家族や地域の
交流のきっかけ
となれるよう、
継続的に協力し
ていきます。

「Kids’ ISO」はNPO法人ArTech（国際芸術技術協
力機構）が主催する子供向け環境教育プログラムで
す。子どもが、本来持っている環境に対する潜在的
な気づきから問題意識を引き出し、PDCA法による
問題解決能力を身につけることを狙いとしています。

2010年に日本社会人アメリカンフットボール
Xリーグ1部昇格を果たしたクラブチーム「富士ゼ
ロックスJ-Stars」は、スポーツを通じた社会貢献
活動を積極的に行っています。
2010年は、スペシャルオリンピックス＊日本・
兵庫・神戸プログラム（支部）と協業し「陸上競技
練習会」に参加したほか、「ふれあい夏祭り2010」
で、子どもたちが多様な社会の人たちと触れ合う
機会をつくるための活動をしています。
＊�知的発達障害のある人たちに様々なスポーツトレーニングとその成果の発表の場で
ある競技会を、年間を通じ提供している国際的なスポーツ組織

富山化学工業富山事業所では、最寄り駅である
富山ライトレール下奥井電停駅の脇にある花壇で、
チューリップの球根植え付けや、コスモスなどの
種まきを行っています。この活動は、2006年か
ら近隣の富山市緑を育てる会の方や学校の先生、
生徒さんなどと一年を通じて協同で行われていま
す。地域の方たちとの交流を深めるとともに、地
域住民や乗客の目を楽しませています。
2011年4月の富山ライトレール開業5周年記念
セレモニーでは、沿線の活性化に寄与したとして
感謝状が授与されました。

2010年5月に、「Fuji Xerox Art Space」を東
京ミッドタウン本社から横浜みなとみらい事業所
に移設しました。「Fuji Xerox Art Space」は、
富士ゼロックスが所蔵している版画コレクション
を、社会の共有財産として展示公開しています。
2010年度は、移設後に2,546人の方に来場いた
だきました。

13回目を迎えた中国植林ボランティア 光の不思議を中高生に解説

「第5回南阿蘇えほんのくに誕生祭」に
特別協賛

「Kids’ ISOプログラム」で
次代を担う子どもを育成

アメリカンフットボールを通じて
社会に貢献

地域の方との交流を深める景観活動

「Fuji Xerox Art Space」を
リニューアルオープン

富山ライトレールと花壇

「ベン・シャーン ライナー・M・リルケ『マルテの手記』」展 
会場展示風景

2004年から協働してきましたが、富士フイルム
グループは本業、すなわち文化を支える事業活動を
通じた、多彩な社会貢献を実践していると感じます。
今後はこれらの活動における中長期計画を発信する
など、より進んだステークホルダーとのコミュニ
ケーションを望みます。また、私たちの活動が日本
からアジアに広がろうとしています。アジアの多様
な文化に対応する「クォリティ オブ ライフ」とはな
にか。ともに考えていくことで、社会貢献活動の広
がりにつなげていきましょう。

文化を支える活動を
世界規模で

NPO法人 共存の森ネットワーク
事務局長
吉野 奈保子氏

VOICE

これからも、地域住民の方々をはじめとした、
より多くの方々に世界一流の芸術作品とのふれあ
いの場を提供し、芸術文化の理解促進を図り、アー
トを通じた社会貢献を実施していきます。
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CSR重点課題の実績

富士フイルムグループは、共通した企業理念や
ビジョンを掲げ、その精神を体現した「企業行動
憲章」や「行動規範」を定めています。また、富士
フイルムグループの従業員一人ひとりが日々の業
務の中で、CSR（企業の社会的責任）を意識し実践
できるよう、「CSRの考え方」を明確にしています。
「誠実かつ公正な事業活動を通じて企業理念を実
践し、ビジョンを実現することにより、社会の持
続可能な発展に貢献すること」という考え方を具
体化するため、各活動において、環境、社会貢献、
生物多様性の保全、調達、品質および労働安全衛
生など各種方針を策定し、様々な面での取り組み
に努めています。今後も、CSRの理念や価値をグ
ループ内で共有し、CSRガバナンスを強化してい
きます。

ビジネスのグローバル化が進むなか、企業理念
の基盤となる社会的責任を果たし続けるためには、
恒常的なリスクの洗い出しや業務プロセスの改善
が欠かせません。富士フイルムとその関連会社で
は、「すべての業務の質を向上」を目的に、業務プ
ロセスを標準化し、PDCAサイクルの活用により
継続改善する統合マネジメントシステムIMS＊を
活用。IMSを通じて、複数のマネジメントを運用
する際のムダを省くと同時に、ステークホルダー

富士フイルムグループは2009年10月に「グ
ループ調達方針」を制定するとともに、2000年
度から展開してきたグリーン調達での企業環境調
査項目に企業倫理・コンプライアンス、人権・労
働安全衛生、社会貢献などの社会性項目を加える
などしてCSR調達へと発展させてきました。
2010年度は主要な取引先36社に対してWeb

によるCSRセルフチェックを依頼。取引先に回答
いただくことで、私たちのCSRに対する考え方の
理解を深めていただくとともに、チェック結果か
ら取引先各社ごとのリスクや改善課題を明らかに
した評価レポートをフィードバックすることで、
各社に維持・改善をお願いし、サプライチェーン
全体でのCSRリスク軽減やCSR経営度の向上を目
指しています。
今後も、サプライチェーン全体で公正かつ開か

れた購買・調達を進めるため、CSRセルフチェッ
クのアンケート項目の見直しや、対象拡大に取り
組んでいきます。

本方針における「調達」は、製品に使用する部品・
材料の調達のみならず、間接材の調達や設備など
の保守・管理サービスなども含めた各種取引を対
象とします。

富士フイルムとその関係会社は、CSRの基盤と
なるコンプライアンスを、「法律に違反しないと
いうことだけではなく、常識や倫理に照らして正
しい行動を行うこと」と定義。国内外の関係会社
を含めてコンプライアンスの徹底に向けて一丸と
なって推進しています。
具体的な施策として、コンプライアンス説明会

を2003年以降毎年実施しています。CSR推進部門
が実施する説明会を受講した役職者が、各職場で
部下に対して職場説明会を実施することで、従業
員全体の（コンプライアンス）意識浸透を図ってい
ます。加えて、2004年からは役職者向けのコンプ
ライアンス研修を継続的に実施。2010年度現在で
約130回、4,000人が受講しています。
これらの教育施策の浸透度は、毎年実施してい
る従業員の意識調査で確認しています。
そのほか、一人ひとりのコンプライアンス意識

を高めるために、従業員が携帯する「富士フイルム
グループ企業行動憲章・行動規範」の冊子にある「コ
ンプライアンス宣言」に対して自署する仕組みにす
るとともに、従業員がいつでも相談できるよう「コ
ンプライアンス・セクハラ・ヘルプライン」の情報
を記載した携帯カードも配布しています。

富士フイルムグループは、グループ全体のCSR
活動を円滑に行うために、2006年に富士フイル
ムホールディングス社長を委員長とするCSR委員
会を設置し、グループ全体のCSR活動推進のため
の意思決定を行っています。
CSR委員会事務局である富士フイルムホール
ディングスのCSR部門は、富士フイルムグループ
のCSR経営を徹底させる役割を担当。活動基盤整
備や意思決定、ステークホルダーとのコミュニ
ケーションのほか、グループ各社のCSR活動の支
援や全グループのCSR活動の監査等を行っていま
す。なお、各社のCSR担当部門は、CSR活動計画
の策定と実施や、コンプライアンスの徹底・リス
クマネジメント等ガバナンスの強化、ステークホ
ルダーとのコミュニケーション、および富士フイ
ルムホールディングスCSR委員会への活動報告等
を行い、グループ全体でPDCAサイクルに則った
CSR活動に努めています。

各種方針を策定してPDCAサイクルに
則ったCSR経営を徹底

マネジメントシステム

富士フイルムグループのCSR理念

業務プロセス向上への
統合マネジメントシステムの活用

取引先とともに成長、
改善していくためのCSR調達

富士フイルムとその関係会社全体で
コンプライアンスの徹底を推進

富士フイルムグループのCSR推進体制

富士フイルムグループの理念・価値の体系

富士フイルムグループのCSR推進体制

富士フイルムグループ企業理念・ビジョン

富士フイルムグループ企業行動憲章・行動規範

富士フイルムグループのCSRの考え方

グリーン・ポリシー
（環境方針）
2008年7月制定

社会貢献方針
2008年4月制定

生物多様性方針
2009年6月制定

調達方針
2009年10月制定

品質方針
2010年1月制定

労働安全衛生方針
2010年1月制定

富士フイルムホールディングス
株式会社

富士
フイルム
株式会社

事業会社
シェアードサービス

富士
ゼロックス
株式会社

富山
化学工業
株式会社

富士フイルム
ビジネス
エキスパート
株式会社

CSR委員会
事務局
富士フイルム
ホールディングス
総務部
CSRグループ

●CSRガバナンスの
全グループ適用
（CSR委員会決定
の方針、戦略目的
の展開）

●CSR委員会決定の
重点課題・施策の
展開と進捗管理

●各社のCSR活動の
支援（情報の収集
と分析評価）

●社会への情報開示
とステークホルダー
との対話

●全グループのCSR
活動の監査

CSR委員会
全グループに関わるCSR関連事項について

●基本方針の審議・決定
●重点課題・施策の審議・決定

委員長：富士フイルムホールディングス社長

各社CSR担当部門
活動遂行に伴う

●CSR活動計画の策定と実施
●コンプライアンスの徹底、
　リスクマネジメントの実施
●ステークホルダーとの
　コミュニケーションの推進
●富士フイルムホールディングス
　CSR委員会へのCSR活動報告

富士フイルムグループのコンプライアンス宣言
わたしたちは、事業活動のあらゆる局面において、コ
ンプライアンスを重視し、新たな価値創造に挑戦します。
ビジネスの利益や他者からの要求がコンプライアンス
と衝突するときは、コンプライアンスを優先します。
“オープン、フェア、クリア”の精神で臨む、それがわ
たしたちの基本です。

調達の基本的な考え方
富士フイルムグループは、国際社会の一員として、最
高品質の商品やサービスを提供することにより、社会の
発展に貢献し、人々のクォリティ オブ ライフのさらなる
向上に寄与したいと考えています。そのために、私たち
は次のような基本的考え方に従って調達を行います。

の視点から評価することですべての業務の質の向
上や環境影響の緩和につながる有益な施策の実行
などに努めています。
2004年より、富士フイルムおよび関係会社に

IMSの段階的参画を進め、2011年3月現在、国内ほ
ぼすべての組織の参画が終了し活動を継続してい
ます。今後、さらなる規格の統合にも対応するとと
もに、業務のパフォーマンスに焦点を当てたIMS活
動を進めていきます。

「調達方針」についての詳細はこちらをご覧ください。
	� http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/

vision/procure.html
URL

＊�IMS（Integrated Management System）：品質、環境、労働安全衛生、情報セキュリ
ティ等、複数のマネジメントシステムを統合したマネジメントシステム。

誠実かつ公正な事業活動を通じて企業理念を実践し、ビジョンを実現することにより、社会の持続可
能な発展に貢献するため、すべての業務の品質向上に取り組んでいます。
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CSR重点課題の実績

富士フイルムは、企業の持続的発展のために、
戦略的な人材育成に努めています。
育成の基本的な考え方は、人は、仕事での経験

によって成長し、成長したことでさらに価値ある
仕事を任され、その経験がさらに成長につながる
という、正の成長スパイラルを実現することにあ
ります。そのために社員を、若手層、中堅層、役
職層の各年代・資格の階層別に分け、それぞれの
階層で必要とするビジネススキルやマインド強化
の階層別教育の実施や、職種別（事務系・技術系）に、
専門力を強化する研修等をラインナップすること
で、仕事を通じて成長することを支援しています。
2010年度は、グローバル化に向けて、前述の

研修ラインナップに加え、新入社員研修での自己
主張力強化プログラムや英語でのディベート訓練、
中堅層対象の「課題（価値ある真のWhat）形成力」
強化を目的とした研修等を新設しました。
これらの研修と仕事を通じた訓練（OJT＊）、自
己啓発によって富士フイルムが目指す人材像の実
現を図ります。
また、様々な経験や国籍を持つ人材の採用や非

正社員の正社員登用、定年者雇用など、多様な人
材も積極的に採用しています。そうしてさまざま
なキャリアを持った従業員同士が影響し合うこと
も、ビジネススキルやマインドの強化につながっ
ています。
＊OJT：On-the-Job Trainingの略

富士フイルムでは、グローバル社会で勝ち抜
ける強い個の育成を目指しており、その実現に
向けた取り組みが始まっています。
富士フイルムでは全従業員にグローバル化を
求めており、そのためグローバル展開の加速化
に向けた、2つの能力向上策の企画を進めていま
す。まず従業員一人ひとりが、「語学力を含めた
グローバルビジネス力」を身につけられるよう、
自己啓発促進の仕組みや研修プログラムの新設・
強化等を企画しています。全員がTOEIC600点
以上を目指すための自己啓発プログラムを充実
させたほか、希望者全員が受講できるグローバ
ルスキル強化研修や海外候補者向け研修の拡充
と新設を始めました。
研修以外にも、1カ月から1年程度の短期テー
マ派遣制度として「海外トレイニー制度」や「海外
短期派遣制度」を実施し、海外業務経験者を増や
す仕組みづくりなど、従業員一人ひとりの自己
成長計画や部門の育成方針を踏まえて計画的な
派遣を実施します。このような積極的な海外派
遣によって、グローバルな人材交流の機会が増え、
富士フイルムグループのグループ力強化につな
がるものと考えています。

富士ゼロックスでは、一人ひとりの従業員が、
自りつ（自立、自律）的に能力を伸ばし、成長を実
感できるキャリア形成を行えるよう、様々な人材
育成の施策を実施しています。
従業員は年1回「キャリア開発シート」を作成し、

個人のキャリアパスを考える機会が与えられます。
自分自身で段階的な成長の道筋を作ることによっ
て目標意識が高まり、仕事に必要なスキルも効率
よく身につけていけます。
2010年度は、関連会社と連携した人材育成体

系の再構築、職種共通・職種別の人材育成体系
の見直しや人材育成推進体制の確立等に着手し
ました。

中国マーケットの成長や顧客の海外進出などの
勢いが加速する中、グローバルに活躍できる人材
の育成は急務となっています。2010年度、富士
ゼロックスでは、1974年から実施してきた海外
業務研修プログラムを、さらに強化しました。こ
れまでは、半年間の語学研修と1年間の業務体験
で構成される1年半のコースのみでしたが、
2011年度からは営業職を対象とした2年半の長
期コースを新設しました。これにより、短期間の
研修では身につきづらい異文化対応力を強化する
と同時に、顧客のグローバル展開をサポートでき
る営業の育成を目指します。また、2011年度か
らは海外業務研修プログラムに派遣する従業員数
を拡大。今後、より多くの従業員に海外経験の機
会を提供し、国際感覚豊かな人材を増やしていき
ます。

富士フイルムの人材育成 富士フイルムの
グローバル人材育成に向けて

富士ゼロックスの人材育成体系

富士ゼロックスのグローバル人材育成

富士フイルムが目指す人材像

富士ゼロックスが目指す人材育成

●事実と本質をつかむ

＝ 情報収集力

●行動力を発揮し、テンポを
上げて、スピーディーに動く

＝ 行動力、現場主義

●人に関心を払い、 
相手を思いやり、共感を得る

＝ 良心、関心、
　共感、愛情

●自分の考えをしっかり表現
し、コミュニケートする

＝ 表現力、
　ディベート力

●本質を見抜き、 
勝てる戦略・戦術を立てる

頭（脳）
＝ 分析し、
　 戦略・戦術を立てる

●勇気をもって決断し、 
一歩踏み出し、断固やり抜く

肚、腹

＝ 度胸、勇気、根性

●技術・スキルを磨き、必要な
ときは強引にでもやり抜く

腕、手
＝ テクニック・スキル、
　 ときにパワープレー

●人間としての器を広げ、 
人格を磨く

顔、姿勢
＝ 姿勢、態度、
   知性、内面の輝き

胸、ハート

足腰

口

目や耳、鼻、皮膚、第六感

めざす姿
「人（＝競争力、価値創造の源泉）」の能力を最大限に引き出す経営を会社の柱に据え、
従業員一人ひとりが高い企業品質実現のために自ら考え、行動する集団

グローバル人事力

新人事報酬制度での役割機軸を
ベースとした任用／評価／報酬

人事制度の改革、生産性、
組織のスピードアップ

サービスビジネス、グローバル化、
技術、生産、サクセションプランニング

人材開発、FX Way、カルチャー、
CSR、ダイバーシティ

リアルチェンジ
リーダー

公平／公正な
人事制度

度の改革 生産性人事制度

体質強化

マネジメント／
リーダーシップ

一人ひとりの
成長

経営従業員

長期

短期

グローバル・ビジネス・スキルの強化

研修名 対象 内容

グローバル・コミュニ
ケーション・スキル研修 希望者全員

英語でのEメール、レポート、
プレゼンテーション、ネゴシ
エーション等

グローバル・スタンダー
ド講演会 希望者全員 世界標準の考え方・姿勢等

海外ベーシック研修 海外派遣
候補者

語学力、ディベート、ビジネ
ススキル、ビジネス・マイン
ド短期習得

海外マネジメント研修
海外
マネジメント
候補者

マーケティング、ファイナン
ス、ストラテジー、組織マ
ネジメント等を英語で学習

海外経営人材研修
海外
経営人材の
候補者

現法経営に必要なマインド
やスキルの習得（M&A、ファ
イナンス、リベラルアーツ
的知識等）

グローバル人材育成の重点項目
●�グローバル対応が特に要求される 

部門に対する教育の強化
グローバルビジネスを展開する上で、特に中核となる
人材（選抜制）に対して、ビジネス上必要となるマインド
の醸成、ビジネスを円滑に進めるコミュニケーション・
スキル開発研修（プレゼンテーション技法、ビジネスライ
ティング等）をトライアルで実施。
●若手層全体のグローバル対応力の底上げ
富士ゼロックスおよび国内の関連会社全体で実施する
新入社員研修、および共通教育の年次研修（3年次、5年次）
において「グローバル視点」を組み込んだ教育プログラム
を作成。
●�次世代リーダー人材に対し 

グローバル対応力を強化する研修を実施
将来の経営人材として育成したいマネジャー（選抜制）
に対し、多様な国籍・文化・経験のメンバーで構成するチー
ムのマネジメントのためのマインドとスキルの向上を目
的とした研修を実施。
●海外関連会社のマネジメントおよびビジネススキル向上
各関連販売会社にて、各国や地域を越えた次世代リー
ダー育成の仕組みを構築すると同時に、課題解決能力な
らびに営業マネジメント力強化を実施しています。
合わせて経営品質向上プログラム（Japan Qual i ty 

Program）に基づいた評価フレームの構築を進めています。

一方で、2011年度より海外の関連会社からの
人材受け入れを開始し、2011年度は富士ゼロッ
クスチャイナリミテッド（中国）と富士ゼロックス
コリア（韓国）より社員を受け入れます。海外関連
会社の社員受け入れにより、受け入れた外国人社
員の育成を図ると同時に、受け入れ部門のグロー
バル対応力強化を目指しています。

富士フイルムグループのマネジメントシステムの
なかでも、人材育成について意見を述べます。富士
フイルムグループは日本以外の地域における売上が
50％を超えている現状を鑑みるに、日本とそれ以
外の地域の従業員の交流に関する重要性は、これま
で以上に高くなっていると言えます。インターナ
ショナル人材と呼ばれた時代からさらにグローバル
化した現在、より大きな視野による人材の育成は、
すべての日本企業にとって急務であるのです。

真のグローバル人材の育成を
目指して

ブーズ・アンド・カンパニー
ディレクター・オブ・ストラテジー
坂野 俊哉氏

VOICE
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富士フイルムは、国内外のステークホルダーの
皆様に富士フイルムとその関係会社について、よ
り深く・より簡単にご理解いただけるよう、グロー
バル視点で継続的にウェブサイトの改善に取り組
んでいます。
従来は各国各社ごとに独自にコンテンツを制作・

運用していました。2006年からはグローバルウェ
ブガバナンスを推進し、グローバルサイトのもと
にそれらを統合しています。それにより、富士フ
イルムグループとしてのメッセージを統一し、67
の国や地域、39種類の言語で同じ情報を発信でき
るようになりました。富士フイルムブランドのさら
なる浸透に向けた大きな一歩です。
今後は、グローバルサイトから各国サイトへの

誘導、見たいコンテンツに迷わず辿りつけるユー
ザーインター
フェースの向上
にも努めていき
ます。

富士フイルムでは、1934年の創業当時から医
療用X線フィルムの開発に取り組んできました。
その後、1981年に世界で初めてX線画像をデジタ
ル化したシステムを発表して以来、画像診断の効
率化と医療品質の向上に大きく貢献しています。
近年では、新興国の診療所やクリニックでも、X

線画像診断をデジタル化したいというニーズが高
まっています。そのようなニーズに応えるため、患
者さんの命に関わる画像診断機器として画質にこだ
わりつつ、診療所やクリニック向けに小型化・低価格・

富士フイルムは、2011年1月24日〜27日にド
バイで開催された中東・アフリカ最大の総合医療
展示会「アラブヘルス」にブースを出展しました。
メディカルシステム関連の幅広い製品やサービス
を、65,000人超の来場者にアピールしました。
中東・アフリカ・インドなど市場規模の拡大して
いる新興国の方々への拡販を進めました。
また、「アラブヘルス」開催前日には、中東・ア
フリカ地域の販売代理店を招き、「代理店会議」を
開催。富士フイルムからは、現地駐在員に加え、
東京本社スタッフも参加し、顧客ニーズの変化に
対応するための意識改革の重要性を訴え、新興国

ハワイ・オアフ島にあるFUJIF ILM North 
America Corporationハワイ支店では、オフィ
ス棟と物流施設に1,455個の太陽光発電パネルモ
ジュールを設置しました。このモジュールが発電
する年間483,391kWhの発電量は、CO2排出削
減量で約504トン、あるいは現地の66世帯分の
電力供給量に相当します。これはオアフ島でトッ
プ10に入る太陽光パネルです。FUJIFILM North 
America Corporationがハワイを設置場所とし
て選んだ理由は、太陽光が豊富であることと、ハ
ワイのエネルギーの90％が石油の輸入に頼って
いるため、アメリカで最も高い電気料金となって
いるという点です。
特別仕様のこのシステムによって、施設が必要

とするほぼすべての電力を賄うことができ、かつ
大幅なコスト削減を実現できます。さらにこの施
設は、「ユーティリティネットエネルギー計量プ
ログラム」を利用することで余剰電力をグリッド
（送電系）に戻すことができ、売却益を得ることも
できます。またこのプログラムによって、双方向
に流れる電気量の正確な記録を取ることが可能と
なり、低コストで効果的な余剰電力管理システム
が実現します。
富士フイルムグループは、2020年までにCO2
排出量を2005年度比30％削減することを目指し
ています。今回のプロジェクトは、FUJIF ILM 
North America Corporationの温室効果ガス排
出量を1.85％削減することになり、CO2削減目
標の達成に向けた好事例になります。
「このプロジェクトは、企業理念に基づき省エ
ネルギーや温室
効果ガス削減の
ために始めたも
のですが、大幅
なエネルギー
コスト削減の
実現や、他のエ

富士ゼロックスは、アジアにおける12の国や地
域でも、販売会社の環境・CSR活動を強化してい
ます。その第一歩として各販売会社は、マーケティ
ングがわかり、環境問題にも精通している社員を
「CSRチャンピオン」として任命しています。CSR
チャンピオンは、富士ゼロックスのCSR活動の概
要を情報共有するとともに、CSRチャンピオン同
士での情報交換も実施。そうして各販売会社内で
のCSR活動を深化しつつ、お客様に全社の活動を
紹介し、お客様との信頼強化を試みています。
今後もCSRチャンピオンを中心として、テレビ
会議などで互いの進捗状況を共有するとともに、

半期に一度
は直接対面
しての会議
を実施して
いきます。

オーストラリアでは、サステナビリティに関す
る政府規制が年々強化され、市場でもお客様の購
買動機としてサステナビリティを重視する傾向が
増々高まっています。
富士ゼロックスオーストラリアでも営業部門で

のCSR教育を強化するとともに、2010年には、
お客様に対して「The Paper Facts（紙について
の事実）」と「Relevant , Respons ib le and 
Effective（適切に、責任をもって、効果的に）」と
いうふたつのコミュニケーション・キャンペーン
を実施しました。

海外市場でも社会的責任を果たし、
多様な事業でクォリティ オブ ライフに貢献

海外のCSR活動

グローバルサイトを中心に
グループメッセージを統一

世界の医療現場で
診断品質の向上に貢献

中東・アフリカ市場での
医療品質向上に向けて

太陽光発電で温暖化防止と
節約を両立
FUJIFILM North America 
Corporation ハワイ支店

アジアの販売会社に
CSRチャンピオンを配置

地球温暖化に対する
オーストラリアにおける啓発活動

簡単操作を実現したのが、「FCR PRIMA」＊です。
BRICsを中心とした新興国市場に向けて2009年
5月に先行発売しましたが、日本・アメリカ・ヨーロッ
パでも反響を呼び、現在では8,000台の導入実績と
なっており、2012年〜2014年の3年間で、小型機
全体での販売台数40,000台を目標としています。
＊小型のデジタルX線画像診断システム。FCRは、Fuji Computed Radiographyの略。

クリニック向けデジタル画像診断システム

市場に対する真剣な姿勢を示すとともに、富士フ
イルムグループとしての一体感の醸成につなげま
した。

展示会の様子
ハワイ州選出議員も招いた落成式の様子
（中央：FNAC George Otsuka）

シンガポールで行われたワークショップ

ネルギーに依存しない施設を作ることにも貢献し
ます。地球環境と資源の保存・保全の緊急性に鑑
み、私たちが働き、生活している緑豊かで美しい
環境を維持するという意味において、このプロ
ジェクトは富士フイルムにとって特に重要なので
す」（FUJIFILM North America Corporation 社
長・CEO 細田隆太郎）。

世界中のステークホルダーの皆様と真摯に向き合い、各国・各地域の方々とともに持続可能な発展を
続けられるよう、今後も環境を意識した事業活動や社会貢献活動に努めていきます。
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富士フイルムグループが各拠点で、地域のニーズ
を踏まえた様々な取り組みを行っていることがよく
わかります。特に感じたのは、各地域における人材
の有効活用が求められる中、現地の事情に合わせて、
従業員やその関係者へ丁寧な配慮をしている姿勢が
伝わってきたことです。グローバル企業として期待
することは、BRICs向けの商品開発概要の発信強化、
特に医療事業において社会課題を解決すべく日本企
業をリードしていただきたいということです。

BRICs向けの商品開発概要の
発信強化を

株式会社イースクエア
代表取締役副社長
本木 啓生氏

VOICE

富士ゼロックスでは、1998年から中国の著名
大学大学院生および講師・准教授を対象とした約
1年間のインターンシップ制度（VFP：Vis i t ing 
Fellowship Program）を毎年10名前後を受け入
れ実施しています。コンピュータサイエンス、メ
カ、エレキといった分野で、これまでに延べ112
名の受け入れを行いました。（社員採用実績19名）

この制度は、
◦�中国の大学との産学連携
◦�異文化コミュニケーションによる相互理解の促進
◦�富士ゼロックスの内なる国際化
◦�参加者に対する企業の最前線での研究・開発支援

などを目的として開始しましたが、近年では
◦�優秀な技術人材の確保

という側面も大きくなっています。
参加者に対しては、半年の日本語研修に加え、

日本の生活・文化・問題解決手法などについての
研修も行い、日本への理解を深められるよう配慮
しています。

富士ゼロックス従業員にとっても、VFP参加者と
の異文化間コミュニケーションにより研究開発業務
を通じて、異文化間での相互理解を学ぶ機会となっ
ています。

今後は、多くの優秀なインターンシップ生が
社員として入社し、
活躍できるよう検
討を進め、中国以外
にも対象校を拡大
していきたいと考
えています。

世界的な経済急成長を遂げている中国では、労
働者のメンタルヘルスが、大きな社会問題となっ
ています。そのような社会環境の中で、富士ゼロッ
クス深センは2006年以降、従業員の職場環境を
改善するため、過度な緊張やストレスに囚われる
ことのないよう、NPO等の協力も受けて従業員
支援プログラムを実施しています。

特にはじめて家を離れて寮生活を送る新入社員
は、孤独感やプレッシャーを感じやすいため、社
会人教育講座やメンタルヘルス講座を展開してい
ます。この制度を通じて従業員の声を聞くことで、
彼らの悩みの解決に向けた支援を行います。その
結果、従業員間のコミュニケーションが改善され
ました。今後は、工場管理者や調達責任者への道
など、従業員の希望にあったキャリア開発への支
援にも注力していきます。

これらの取り組みは、2011年1月にアメリカ
のニュース専門放送局CNBCのCSRに関する番組

「RESPONSIBLE BUSINESS」で紹介されました。

中国における優秀な人材確保と
就業機会の提供を両立する
インターンシップ制度の推進

富士ゼロックス深センで
進められるメンタルヘルスケア

深センでのスタッフ向け講座の様子

研修の一環で江ノ島へ文化観光

「The Paper Facts」は、用紙を選ぶ際に有用となる、
紙のライフサイクルなどの情報を提供するウェブサ
イト。「Relevant, Responsible and Effective」は、大
量のプリントを行う際の環境負荷の低い出力ガイダ
ンスを盛り込んだパンフレット等で構成しています。

こうした活動から得られた成果やデータは、
CSR部を通じて世界
各地のソリューショ
ンやキャンペーンに
活用していきます。

データ・資料編
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関する情報
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富士フイルムグループの環境負荷の全体像…… 60

環境側面に関する情報… …………………… 62

富士フイルムグループ　グリーン・ポリシー…… 66
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コンプライアンス・リスクマネジメントに関する情報
コンプライアンス・リスクマネジメント推進体制
（富士フイルムとその関係会社）

企業倫理・コンプライアンス推進体制
（富士ゼロックスとその関係会社）

コンプライアンスとリスクマネジメントの歩み（年表）
組織・体制・仕組みの構築 憲章・規範・規程の整備 従業員意識の啓発とモニタリング

1997年 ■ 行動規範委員会設置
■ �倫理相談窓口・セクハラ防止ホットライン設置

■ 「社員行動規範」制定 ■ 「ケースブック社員行動規範」発行

1998年 ■ 全役員・部門長誓約書提出

1999年
■ 企業倫理委員会設置
■ 企業倫理委員会専用窓口設置
■ 全役職者誓約書提出

■ 「富士フイルムグループ企業行
動憲章」制定

■ 「社員行動規範」制定
■ 「社員行動規範」改定

■ 「社員行動規範」説明会
■ 役員・管理職向け倫理教育開始

2000年 ■ 新任役職者誓約書提出
■ リスク案件報告システムの開始

2001年 ■ 第1回コンプライアンス意識調査実施
■ 部門別「国内関係会社社員行動規範」順守状況調査（以降年1回実施）

2002年 ■ コンプライアンス委員会改称
■ 法務部コンプライアンス室設置

■ 「社員行動規範」改定 ■ 情報倫理・セキュリティ教育開始

2003年
■ コンプライアンス相談窓口設置
■ リスク重点課題の設定・管理を開始
■ 倫理・コンプライアンス委員会設置
■ 企業倫理ヘルプライン開設

■ 「社員行動規範」改定
■ 倫理コンプライアンス管理規定

制定

■ コンプライアンス説明会開始（以降年1回）
■ コンプライアンス意識調査開始（以降年1回）
■ 法令テーマ別コンプライアンスガイドラインの発行開始

2004年

■ �コンプライアンス＆リスク管理部設置
　 （法務部コンプライアンス室を改組）
■ �コンプライアンス相談窓口の受け付

け対象を国内関係会社へ拡大

■ 「富士フイルムグループ企業行
動憲章」改定

■ コンプライアンス相談窓口制
度運用規程制定

■ 「企業倫理ヘルプライン運営規
程」制定

■ 役職者向け「コンプライアンス事例集」配布
■ �役職者向けケースメソッド研修開始（以降新任役職者向けに毎年

実施）
■ 法令基礎教育開始
■ 個人情報保護教育開始

2005年
■ �外部のコンプライアンス相談窓口設置 ■ 「コンプライアンス事例集」改定

■ 各職場で事例集勉強会開始（以降年1回）
■ 個人情報保護教育CD配布
■ 海外拠点へのコンプライアンス活動の展開開始

2006年

■ �富士フイルムホールディングスCSR
委員会設置

■ 企業理念の改定、ビジョンの制定 ■ コンプライアンス意識調査の対象を国内関係会社へ拡大
■ 外部講師による役職者向けセミナー実施
■ 外部講師による国内関係会社役職者向けケースメソッド研修実施
■ コンプライアンス説明会の対象を国内関係会社へ拡大
■ 不正防止教育開始

2007年

■ 全従業員宣言書署名の実施
■ �リスク重点課題の設定・管理を国内

関係会社に拡大
■ 全従業員宣言書署名および提出

■ 「富士フイルムグループ企業行
動憲章」改定

■ 「富士フイルムグループ行動規
範」制定

■ 「ALL-FX行動規範」制定
　 （「社員行動規範」全面改定）

■ 「情報セキュリティ事例集」配布
■■ 「独禁法遵守マニュアル」配布
■ コンプライアンス意識調査のWEB回答方式導入
■ 「富士フイルムグループ企業行動憲章・行動規範」配布
■ 「富士フイルムグループ企業行動憲章・行動規範（英語版）」配布
■ 「富士フイルムグループ行動規範ガイドブック」配布
■ �海外現地法人役職者層に「富士フイルムグループ企業行動憲章・

行動規範」教育を実施
■ ALL-FX行動規範教育開始
■ 「ALL-FX行動規範」「ALL-ＦＸ行動規範ガイドブック」配布

2008年

■ �海外グループ会社におけるコンプラ
イアンス推進教育実施状況の確認、
フォロー

■ �リスク重点課題の設定・管理を海外
グループ会社に拡大

■ �コンプライアンス・セクハラ・ヘルプ
ライン設置（コンプライアンス相談窓
口とセクハラ・ホットラインを統合）

■ �ALL-FXコンプライアンス・ヘルプラ
イン設置（企業倫理ヘルプラインとセ
クハラ防止ホットラインを統合）

■ 「ALL-FXコンプライアンス・ヘ
ルプライン運営規程」制定

■ 「相談窓口制度運用規程」制定

■  倫理・コンプライアンス社内意識調査実施

2009年 ■ 情報セキュリティ事例集改定版発行

2010年 ■ �CSR会議設置（リスク＆エシックス会議
から移行）

■ �コンプライアンス全般に関するEラーニング導入（新任役職者向
け）

■ 富士フイルム　　■ 富士ゼロックス　　■ 富士フイルムホールディングス

コンプライアンス教育の実施内容（富士フイルム［国内］）
対象 実施頻度 教育内容

経営層（富士フイルム） 適宜 コンプライアンス全般（外部講師による）
関係会社の役員 年1回 コンプライアンス全般（外部講師による）
役職者（富士フイルム・関係会社） 2年に1回（ケースメソッド研修） 経営倫理、顧客志向、秘密管理など（外部講師＋CP&RM＊に

よる）
年1回（コンプライアンス説明会） 企業不祥事、懲戒事例、相談窓口、リスク報告の仕組みな

ど（CP&RM＊による）
新任役職者（富士フイルム） 年1回 コンプライアンス全般（CSR推進管掌執行役員による）
全従業員

（富士フイルム・関係会社、派遣社員も含む）
年1回 コンプライアンス事例を用いての職場でのディスカッション

（役職者による）
新入社員（富士フイルム） 年1回 コンプライアンスの基礎知識、社員行動規範、社内規程、相

談窓口など（CP&RM＊による）

＊CP&RM：富士フイルムコンプライアンス＆リスク管理部

コンプライアンス教育の実施内容（富士ゼロックス［国内］）

研修名
対象（富士ゼロックスと国内関係会社）

教育内容
役員 管理職 一般職 契約社員 他従業員 推進責任者

ALL-FX行動規範教育 ■ ■ ■ ■ ■ ■ 各行動規範について具体的ケースを用いて解説した教育（自学習及び集合教育）
新任役員研修 ■ 会社法、コーポレートガバナンスなどに関する集合教育
新任管理者研修 ■ 経営に関わるリスクマネジメント全般に関する集合教育
法令基礎教育WBT ■ ■ ■ WEBを用いた基礎的な法律知識（4分野）の教育
推進責任者研修 ■ 新たな制度・教育などを部門・関係会社で展開するためのキーマン教育
情報セキュリティ教育WBT ■ ■ ■ ■ ■ ■ WEBを用いた情報セキュリティに関する基礎教育
個人情報保護教育WBT ■ ■ ■ ■ ■ ■ WEBを用いた個人情報保護法の留意点に関する教育

プライバシーマークとISMSの取得状況
種類 取得済みの関係会社

Pマーク＊1 富士フイルムメディカル／富士フイルムイメージテック／富士フイルムロジスティックス／富士フイルムテクノサービス／
富士ゼロックスシステムサービス／富士ゼロックス総合教育研究所

ISMS＊2 富士フイルムグラフィックシステムズ／富士フイルムソフトウエア／富士ゼロックスオフィスサービス事業本部／
富士ゼロックスビジネス＆サプライチェーン改革部／富士ゼロックス営業本部ブロードバンド事業開発部／
富士ゼロックス国内営業及び国内販売会社／富士ゼロックスシステムサービス／富士ゼロックスインターフィールド／
富士ゼロックス県別特約店11社（12事業所）／富士ゼロックス上海／富士ゼロックスコリア

＊1 プライバシーマーク：日本情報処理開発協会（JIPDEC）より、個人情報について適切な取り扱いが行われている企業に与えられるマーク。
＊2 ISMS：情報セキュリティマネジメントシステム。個人情報をはじめとする情報全般の管理体制に関する認証。

総合危機管理委員会
役割
①リスクが顕在化・拡大化しな
いように対処
②事前対応
③予防活動

委員長 社長
●副委員長：
　CSR推進管掌執行役員
●常任委員：
　連結経営管理管掌執行役員
　総務管掌執行役員
　法務管掌執行役員
　広報管掌執行役員

コンプライアンス委員会
役割
①企業行動憲章、行動規範の
周知活動
②行動規範浸透のフォローア
ップ
③行動規範の違反への対応

委員長 社長
●副委員長：
　CSR推進管掌執行役員
●常任委員：
　連結経営管理管掌執行役員
　人事管掌執行役員
　総務管掌執行役員
　法務管掌執行役員

CSR推進部
コンプライアンス＆
リスク管理部

事務局

コンプライアンス＆リスク管理部長

事務局

コンプライアンス＆リスク管理部長

コンプライアンス＆
リスク管理部長

取締役会 監査役会

富士ゼロックス及び関係会社の各組織

人事部 法務部総務部

倫理・コンプライアンス委員会

CSR会議

業務執行（社長） 内部監査部門

リスク情報収集の仕組み（富士フイルム） リスクマネジメント推進体制（富士ゼロックス）

＊リスク情報を察知しても、何らかの理由で会社や上長に報告できない場合、直接外部
の相談窓口が利用できるよう整備しています。半期に1回フォロー調査を実施。

富士フイルムの従業員 富士フイルムの関係会社従業員

上長 上長

富士フイルムの各部門長 富士フイルムの関係会社の社長

総合危機管理委員会事務局（富士フイルム コンプライアンス＆リスク管理部長）

コンプライアンス委員会事務局（富士フイルム コンプライアンス＆リスク管理部長）

富士フイルム コンプライアンス＆リスク管理

コンプライアンス相談窓口
富士フイルム

コンプライアンス＆リスク管理部

コンプライアンス相談窓口
外部委託先＊

社内相談窓口
富士フイルムの
関係会社ごとにある

富士フイルムの従業員 富士フイルムの関係会社従業員

社長

経営執行会議

事務局
総務部
CSR部
人事本部
総合企画部

CSR会議

リスク
マネジメント
委員会

倫理・
コンプライアンス

委員会

情報
セキュリティ
委員会

事務局
法務部

事務局
総務部
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ステークホルダーとの対話の手段／労働環境・社会会計 お客様に関わる情報

ステークホルダーとの対話の手段 労働環境・社会会計

従業員
CSRを推進する上で、従業員は中心的な役割を担うステーク

ホルダーです。
〈対話の手段〉 ◦人事部の窓口や人事部面談 ◦富士フイルムグループ・コンプライア
ンス・セクハラ・ヘルプライン ◦労働組合と会社の定例会 ◦ステークホルダー・ダ
イアログ ◦働きがい向上に関する意識調査

調達先
調達先は、安全で環境に配慮した製品を継続的に提供するた

めの重要なパートナーです。
〈対話の手段〉 ◦資材部門（お問い合わせ窓口） ◦富士フイルムビジネスエキスパート
（お問い合わせ窓口） ◦環境部門（お問い合わせ窓口） ◦調達先向けの説明会（グリーン
調達、含有化学物質管理）や企業環境グリーン度調査 ◦調達先との定期的な協議 ◦資
材調達のウェブサイト

コミュニティ（地域社会）
特に生産活動を行う事業所では、地域共生・環境保全は、

CSRの重要な要素と考え、地域とのコミュニケーションを推進
しています。
〈対話の手段〉 ◦各工場・事業所の窓口（お問い合わせ窓口） ◦環境対話集会 ◦工場見
学 ◦地域でのボランティア活動 ◦地域での講演会や説明会 ◦自治体（市役所や市長、
自治会長など）との定期的な協議

株主・投資家
企業価値を正しくご理解いただくことを常に意識し、国内・

海外に向けたIR情報のタイムリーな開示に努めています。
〈対話の手段〉 ●IR室（お問い合わせ窓口） ●投資家向け説明会や投資家訪問 ●株主総
会 ●IR情報のウェブサイト

お取引先
お取引先は、新しい価値創造を社会に提案していく上で、重

要なパートナーであり、協働と支援の両面で製品開発を行って
います。
〈対話の手段〉 ◦販売会社、営業・販売部門（お問い合わせ窓口） ◦お取引先との定期的
な協議 ◦製品、材料開発時のご相談や共同開発 ◦展示会、イベント、学会への参加

NGO・NPO
環境保全や教育活動に取り組むNGO・NPOへの支援活動を

継続的に行っています。
〈対話の手段〉 ◦総務部門（お問い合わせ窓口） ◦CSR部門（お問い合わせ窓口） ◦公益
信託 富士フイルム・グリーンファンド事務局 ◦ステークホルダー・ダイアログ

お客様
お客様のご意見・ご要望を製品やサービス、そして企業活動

へと反映する活動は、メーカーとしての重要な課題です。
〈対話の手段〉 ◦カスタマー・センター（お問い合わせ窓口） ◦FUJIFILM SQUARE
（ショールーム） ◦技術サポートセンター ◦サービスステーション ◦ユーザビリティ
評価会やモニター調査 ◦CS調査 ◦VOC ◦フォトコンテスト、写真展、写真教室 
◦イベント、展示会、セミナー

将来世代
未来社会を担う将来世代に向けた教育活動も、企業の社会的責

任の一つであると考え、教育支援には力を注いで進めています。
〈対話の手段〉 ◦授業への講師派遣や学校イベントへの参加 ◦課外授業などでの工場
見学受け入れ ◦NGOと協働した環境教育活動

業界団体・行政・ビジネスパートナー
RoHS指令・REACH規則などの法規制に対応するため、各業

界団体とともに積極的に活動しています。
〈対話の手段〉 ◦業界ガイドラインづくりへの参画 ◦業界団体を通じてパブリックコ
メントの表明 ◦ピンクリボン運動、病院・大学との共同研究や寄付講座の開設

労働環境の整備や社会貢献に要した費用をステークホルダー
別に分類集計したものです。従業員に対しては、教育研修の充
実、安全設備、心の健康づくりなどの働きやすい環境づくりに
力を注いでいます。社会への文化芸術振興の費用としては、写
真文化の保存と発信基地としての富士フイルムスクエアやフォ
トコンテストの費用も含まれています。国際社会への貢献とし
ては、2010年4月に発生した中国青海省大地震への防寒具な
どの救援物資支援があります。

今回の調査においては、東日本大震災対応の影響で一部の関
係会社の情報が得られておりません。

≪対象期間≫
2010年度（2010年4月1日〜2011年3月31日）

≪集計範囲≫
富士フイルムグループ国内69社（富士フイルムホールディン

グス、富士フイルム、富士フイルムの関係会社19社、富士ゼロッ
クス、富士ゼロックスの関係会社46社、富山化学工業）
≪基本事項≫
労働環境・社会会計の目的

従業員の労働環境の整備および社会貢献に費やした金額を集
計し、富士フイルムグループとしてこれらの分野の取り組み状
況を把握します。
集計方法

当該年度の支出（投資も含む）を集計しました。投資設備に関
する減価償却費は含まれません。なお、従業員への教育や社会
貢献などは、一部環境会計と重複する数字も含まれます。

労働環境・社会会計の内訳	 （単位：百万円）

ステーク
ホルダー 目的

コスト合計

2009年度 2010年度

従業員

労働安全衛生 1,540 1,197
人材育成 1,112 2,449
多様性の確保 1,976 339
働きやすい職場づくり 1,569 1,381

お客様 お客様対応・安全確保 572 459
将来世代 将来世代への教育活動 5 1

コミュニティ
（地域社会・行政）

地域社会との調和 122 78
社会への文化芸術振興（国内） 1,221 963

国際社会 国際社会の文化・社会への配慮 105 29
NGO・NPO NGO・NPOとの協働 56 33
調達先 製品への配慮 51 67
合　計 8,329 6,996

就業時間内のボランティア

2009年度 2010年度

ボランティア時間 2,236時間 1,372時間
ボランティア費用 5百万円 4百万円

※�従業員が就業時間内に行った地域の清掃などのボランティア活動の時間とそれに相
当する賃金およびその活動にかかる経費を集計しました

お客様対応の仕組み（富士フイルムと国内関係会社）

お客様対応の仕組み（富士ゼロックスと関係会社）

ISO10002（苦情対応マネジメントシステム）

お客様の声

お問い
合わせ

双方向
コミュニケーション

お問い合わせ件数

年間 約49万件

手紙・電話・
Eメール・来社・
お店で

ご要望

ご提案

ご指摘

検討

報告
フィード
バック部門長

経営トップ

関連部門で検討

営業・販売・
デザイン・
開発・研究

お客様の声を反映

製品・
サービスの改善

新製品・
新サービスの採用

「お客様の声」
に戻る

お客様相談窓口（BtoCのみ）

お客様コミュニケーションセンター 約30名
ヘルスケアラボラトリー コールセンター 約40名
技術サポートセンター 約50名
サービスステーション 5カ所／約120名
国内営業部門／国内販売会社

お客様コミュニケーションセンターで、お客様からのご意見やお
問い合わせなどの情報をデータベース化

お客様

担当者（営業／CE／ SE）

お客様相談センター
（総合窓口）

テレホンセンター
（機械保守）

商品センター
（消耗品）

①企業比較CS調査
②ユーザーCS調査

社内調査部門／調査会社郵送／ Eメール

総合 保守 配送 CS調査

電話／ Eメール

約2万4千件 約244万件 約298万件 約6万8千件

マクロ的市場動向調査

各種市場調査

適時実施

Voice Of Customer
（お客様の声）

お客様からの総合的な
情報収集の仕組み

VOC

約37万8千件

ISO 10002の自己適合宣言（富士フイルムとその関係会社）
ISO 10002とは、2004年7月に国際規格化された「苦情

対応マネジメントシステム規格」の名称です。この規格は、
あらゆる組織で使用されることを意図しており、各企業等
のお客様に対する苦情対応手順について指針を提供するも
のです。

国内のイメージング事業に関わる富士フイルムおよびそ
の関係会社4社は、お客様からの信頼を獲得し顧客満足度

（CS）を高めることを目指して、2006年8月24日にISO 
10002への自己適合宣言＊を行いました。さらに、2008年
9月30日には、国内のヘルスケア事業に関わる富士フイル
ムおよびその関係会社2社が、自己適合宣言の対象に加わり
ました。

2010年度は、社内でISO 10002推進事務局を立ち上げ、
対象部門のトップマネジメントの定義や自己適合チェック
リストのチェック項目の見直し等を行いました。これらの
活動により、お客様を重視した苦情対応方針の決定、必要
な情報の関係部門への伝達・徹底、苦情対応手順の定期的
な確認、必要な教育訓練の実施などを、各対象部門に対し
て推進しています。

これからも、富士フイルムおよびその関係会社は、お客
様対応品質の更なる改善を図り、顧客満足度（CS）の一層の
向上に取り組んで参ります。

＊ �自己適合宣言：品質に関する国際規格ISO 9001や環境に関する国際規格ISO 
14001は、第三者である審査機関により認証される規格ですが、ISO 10002は、
規格に適合したシステムを自ら構築し自らの意思と責任において適合を宣言す
るタイプの指針（ガイドライン）です。システムの実際の運用過程や内部監査な
どを通じて、規格に対する適合レベルを継続的に高めていく活動が求められて
います。

《2010年度の対象部門》
【富士フイルム】
①コンシューマー営業本部　②イメージング事業部　③電
子映像事業部　④記録メディア事業部　⑤ライフサイエン
ス事業部　⑥お客様コミュニケーションセンター　
【富士フイルムの関係会社】
①富士フイルムテクノサービス　②富士フイルムヘルスケ
アラボラトリー　③富士フイルムイメージングソリュー
ションズ　④富士フイルムイメージテック　⑤フジカラー
プロフォトセンター
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人事・労務に関する情報（富士フイルム） 人事・労務に関する情報（富士ゼロックス）

従業員の構成	 2011年3月31日現在

正社員 8,444名

内訳
一般：6,672名

（内　男性：5,409名　女性：1,263名）
役職者：1,772名

（内　男性：1,746名　女性：26名）

非正社員 781名

内訳
臨時従業員：588名、
パート：24名、再雇用：97名、
その他（嘱託・契約社員など）：72名

従業員の構成	 2011年3月31日現在

正社員 10,146名

内訳
一般：7,641名

（内　男性：6,370名　女性：1,271名）
役職者：2,417名

（内　男性：2,347名　女性：70名）
執行役員、嘱託：88名

非正社員 1,195名
内訳
臨時従業員：480名、パート：190名、
再雇用：524名、その他（雇員など）：1名

正社員の状況	 2011年3月31日現在

平均年齢 平均
勤続年数

平均
扶養人数

平均
年間給与＊1

有給休暇
消化率＊2 離職率

＊3

41.6歳 男：17.8年
女：18.7年 1.4名 830万円 72.2％ 2.4％

＊1 �平均年間給与については、2010年1月1日〜2010年12月31日の期間で集計して
います。

＊2 �有給休暇消化率については、2009年10月1日〜 2010年9月30日の期間で集計
しています。

＊3 離職率　�分子：自然退職+定年退職+移籍+シニア転進 
（ただし、構造改革による希望退職者は除く） 
分母：富士フイルム単体社員数年間平均

正社員の状況	 2011年3月31日現在

平均年齢 平均
勤続年数

平均
扶養人数

平均
年間給与＊1

有給休暇
消化率＊2 離職率

＊3

43.8歳 男：19.8年
女：15.0年 1.33名 −万円 61.3％ 3.43％

＊1 �平均年間給与については、非公開としています。
＊2 �有給休暇消化率については、2009年10月1日〜 2010年9月30日の期間で集計

しています。
＊3 離職率　�分子：自然退職+定年退職+移籍+シニア転進 

分母：富士ゼロックス単体社員数＋出向者数年間平均

労働組合員の構成	 2011年3月31日現在

組合員数 組合員構成率＊ 組合平均年齢
6,530名 77％ 39.6歳

＊ 組合員構成率については、正社員数（8,444名）に対する割合です。

労働組合員の構成	 2011年3月31日現在

組合員数 組合員構成率＊ 組合平均年齢
7,624名 75.3％ 41.4歳

＊ 組合員構成率については、執行役員を除いた正社員数（10,124名）に対する割合です。

労働組合と会社の合意による制度改定実績	 2011年3月31日現在

年度 項目

2006年度 ◦再雇用制度の見直し　◦移籍・出向規程の明確化　
◦旅費規程の見直し

2007年度 ◦両立支援制度の見直し　◦弔慰金規程の見直し

2008年度 ◦両立支援制度の見直し　
◦裁判員制度への対応規定の導入

2009年度 ◦適格退職年金制度から確定給付企業年金制度への移行
◦退職金制度の見直し　◦社員制度の一部見直し

2010年度
◦育児休業制度の拡充　◦看護休暇制度の拡充
◦介護休暇制度の新設　◦半日休暇取得回数上限拡大
◦社員制度の一部見直し

労働組合と会社の合意による制度改定実績	 2011年3月31日現在

年度 項目
2006年度 ◦人事制度改定　◦SLP＊導入
2007年度 ◦包括同意出向制度の導入
2008年度 ◦社員旅費規程改定
2009年度 ◦裁判員制度に対応した人事規程の改定
2010年度 ◦育児・介護支援制度の改定

＊ Second Life Program

ワークライフ・バランスに関する制度
◦�2010年の「育児介護休業法」の改正に伴い、仕事と育児・介護

の両立支援制度を拡充し、看護休暇制度の拡充や介護休暇制
度を新設する等いずれも法定を上回る制度を整備しています。

◦�ストック休暇とは、有給休暇の失効分を60日まで積み立て
ることができ、傷病やリハビリ、育児、介護、ボランティア
目的などで使用可能な制度です。

ワークライフ・バランスに関する制度
◦以下は、いずれも法定を上回る制度となっています。

人権尊重と差別撤廃
富士フイルムでは、富士フイルムグループ企業行動憲章を順守、

基本的人権を尊重し、従業員に対する不当な人権侵害を一切行い
ません。性別、年齢、国籍、人種、信条、宗教、社会的身分、
身体的特徴などによる差別を一切行わないとともに、従業員のプ
ライバシーを尊重します。セクシュアルハラスメント対策として、
セクハラ防止ガイドを富士フイルムとそのグループ会社の従業員
に配布するなど、社内の啓発・周知を継続的に行っており、また、
パワーハラスメントの禁止を就業規則に定めるなど取り組みを行っ
ています。その他、電話相談窓口「富士フイルムグループ・コン
プライアンス・セクハラ・ヘルプライン」を設置し、社内の担当者
に加え、社外の専門カウンセラーが相談を受け、プライバシーに
十分配慮しながら、問題解決を進めています。富士フイルムとそ
の関係会社の役職者に対しては、人権尊重や差別撤廃を取り上げ
て、研修会を定期的に開催しています。

人権尊重と差別撤廃
2010年度は2009年度に引き続き、コンプライアンスに関す

る社員意識調査から得られた意見を取り入れ、ALL-FX全従業員
を対象に、パワーハラスメントを中心としたイントラネットに
よる研修を実施しました。一方、階層別研修として、新入社員
研修をはじめ新任マネジャー／部門長研修等を継続して行い、
人権についての全体像の理解を深めるとともに、職場風土とし
ての定着に向けて人権意識の醸成を図りました。

また、当社は1982年から「東京人権啓発企業連絡会」に加盟し、
会員相互の情報交換や各種啓発活動を各社と同一歩調で取り組
み、様々な人権課題の解決に向けた活動を行っています。

採用

新卒採用
（2011年度） 149名＊1

技術系大卒
男性：76名　女性：19名
事務系大卒
男性：41名　女性：9名

中途採用 51名＊2 男性：42名　女性：9名
＊1 �新卒採用については、2011年4月入社の人数を掲載しています。総数は高卒・短

大卒を含みます。
＊2 �中途採用については、2010年4月から2011年3月までに入社した人数を掲載し

ています。

採用

新卒採用
（2011年度） 227名＊1

技術系大卒
男性：91名　女性：13名
事務系大卒
男性：78名　女性：36名

中途採用 59名＊2 男性：46名　女性：13名
＊1 �新卒採用については、2011年4月入社の人数を掲載しています。総数は高卒・短

大卒を含みます。
＊2 �中途採用については、2010年4月から2011年3月までに入社した人数を掲載し

ています。

障がい者雇用率・再雇用
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

障がい者
雇用率＊1 1.77％ 1.89％ 1.87％ 1.72％ 1.77％

再雇用＊2 37名 38名 40名 18名 24名
＊1 障がい者雇用率については、2011年3月31日現在のデータを掲載しています。
＊2 �再雇用については、当該年度（4月から翌年3月まで）に新たに再雇用となった人数

を掲載しています。

障がい者雇用率・再雇用
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

障がい者
雇用率＊1 1.76％ 1.96％ 1.88％ 1.89％ 1.86％

再雇用＊2 122名 246名 352名 423名 517名
＊1 障がい者雇用率については、2011年3月31日現在のデータを掲載しています。
＊2 再雇用については、各年度末の翌日現在の人数を掲載しています。

労働災害度数率・労働災害強度率
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

労働災害
度数率＊1 0.22 0.09 0.00 0.05 0.31

労働災害
強度率＊2 0.03 0.02 0.00 0.00 0.01

労働災害度数率・労働災害強度率
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

労働災害
度数率＊1 0.49 0.18 0.23 0.24 0.19

労働災害
強度率＊2 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01

休職取得者数＊

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
介護休職 1名 0名 6名 5名 5名
育児休職 32名 44名 32名 30名 55名
ボランティア
休職 0名 0名 0名 0名 0名

＊ 当該年度（4月から翌年3月まで）に新たに休職を取得した人数を掲載しています。

休職取得者数＊1

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
介護休職 2名 5名 5名 2名 1名
育児休職 49名 49名 54名 40名 44名
ボランティア
休職＊2 0名 1名 0名 0名 0名

＊1 当該年度（4月から翌年3月まで）に新たに休職を取得した人数を掲載しています。
＊2 「ソーシャルサービス制度」の利用者数を掲載しています。

出産
・
育児

1．産前産後期間中における支援制度
2．育児休職制度
3．育児目的によるストック休暇利用
4．育児期に就業する者への支援制度
5．育児休業から復職時の3者面談の実施
6．�看護休暇制度（該当する子が1人：年間6日、2人以

上：年間11日）
7．短時間勤務制度（小学校3年生まで）
8．不妊治療目的によるストック休暇利用
9．不妊治療目的による休職制度

10．所定外労働制限・休日労働の免除措置

介護

1．介護休職制度
2．�介護休暇制度（要介護者が1人：年間6日、2人以上：

年間11日）
3．介護目的によるストック休暇の使用
4．介護期に就業する者への支援制度

その他

1．�ボランティア休職制度／ボランティア目的によるス
トック休暇利用

2．自己啓発目的によるストック休暇利用
3．永年勤続休暇
4．フレックスタイム制度
5．裁量労働制度
6．定時退社日（週1日）の設定

出産
・
育児

1．産前産後休暇（有給）
2．育児休職制度
3．�配偶者転勤、育児等を理由に退職した社員の再雇

用制度
4．家族のヘルスケアのための積立有給休暇＊1

5．育児のための勤務時間短縮制度（小学校3年生まで）
6．�育児のための時間外勤務制限制度（小学校6年生ま

で）
7．育児のための深夜業制限制度（小学校6年生まで）
8．�妻の出産時の特別休暇（第1子誕生時：2日、第2子

以降誕生時：5日）

介護

1．家族介護休職制度（最長2年）
2．家族介護ための勤務時間短縮制度
3．家族介護のための時間外勤務制限制度
4．家族介護のための深夜業制限制度
5．1日介護休業制度
6．家族介護のための積立有給休暇＊1

その他

1．フレックスタイム制度
2．永年勤続表彰特別休暇・リフレッシュ休暇
3．�ソーシャルサービス制度（社会奉仕活動のための

休職制度）
4．ボランティア活動のための積立有給休暇＊1

5．教育休職制度
6．�シニアテーマ休職制度（シニア社員のセカンドキャ

リア支援）
7．�フレックスワーク制度（シニア社員のセカンドキャリ

ア支援）
8．�ダブルジョブプログラム＊2（シニア社員のセカンド

キャリア支援）
＊1 �積立有給休暇：失効した有給休暇を最大60日まで積み立てることができ、家族の

ヘルスケアや介護、ボランティア活動等に充てることができる休暇。
＊2 �シニア社員の独立を支援するため、業務命令による兼務ではなく、シニア社員の

スキルや経験を活用したい部門のニーズと、専門能力の発揮や新たな仕事へのチャ
レンジを希望する本人の意志とのマッチングにより、現業とあわせて2つの部門
の業務に従事できる制度。

雇用 雇用

＊1 労働災害度数率　＝　

＊2 労働災害強度率　＝　

×1,000,000

×1,000

休業災害被災者数
延労働時間数

労働損失日数
延労働時間数

＊1 労働災害度数率　＝　

＊2 労働災害強度率　＝　

×1,000,000

×1,000

休業災害被災者数
延労働時間数

労働損失日数
延労働時間数
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富士フイルムグループの環境負荷の全体像

2010年度のサマリー 2006年度から2010年度までの環境効率の推移
A．廃棄物発生量 D．水投入量B．天然資源投入量＊1 E．容器包装材料使用量＊2C．揮発性有機化合物大気排出量当社では「環境効率」の改善に取り組ん

できました。2000年度を基準に「2010
年度までに2倍とすることを目指す」とい
うチャレンジングな目標を掲げ、5つの
指標について、環境効率＝売上高／環境
負荷の改善を目指しました。全体としては、
2008年度のリーマンショックの影響を
受けて2010年度売上が当初見込みから
30％程度落ち込んだことで指標が思うよ
うに改善せず、目標を達成したのは2指
標に留まりました。

環境効率（環境効率＝売上高／環境負荷の値）：■目標達成に向けて順調です（目標達成計画ラインを上回り）　■目標達成に向けて努力が必要です（目標達成計画ラインを下回り）　●目標

〔特記事項〕
・廃棄物発生量：国内生産工場でプラスチック、廃油などの有価物化を推進しましたが、特に海外で発生量が増加しました。
・天然資源投入量：フラットパネルディスプレイ材料事業の拡大に伴い2006年度以降TAC使用量が大きく伸長しました。
・揮発性有機化合物大気排出量：PRTR法施行に伴って、特に国内工場で大幅な削減を実現しました。
・水投入量：多段階カスケードなど、水の有効利用を推進しました。
・容器包装材料使用量：包装形態の小型化、集合包装化、省資源化、低負荷材料への代替などの施策を推進しました。

＊1 対象：アルミ、TAC、PET、銀、ゼラチン
＊2 対象：ダンボール、紙材、紙器、金属材料、プラスチック成形品、プラスチックフィルム・シート、ガラス

電気

廃棄物

排水 廃棄物

水 電気 水

材料再生

原材料の「調達」による環境負荷（物質量）

大気排出

電気の使用、石油、ガスの燃焼、水の使用

電力量 1,227百万kWh

重油等 ＊8 71.9千kL

ガス ＊9 264百万m3

水 53百万t

アルミニウム、
アルミニウム合金 137千t

銀 0.776千t

紙（製品に
使用するもの） 61千t

PET（ポリエチレン
テレフタレート） 54.4千t

TAC（トリアセチル
セルロース） 62.3千t

その他 211千t

材料再生
アルミ／PET／銀／TAC

廃棄物

CO2＊1　2,432千t

大気排出

CO2＊3　481千t

69.1千t

水の循環使用量＊10

85.8百万t

排水

大気排出

CO2＊4　726千t

大気排出

CO2＊5　236千t

大気排出

CO2＊2 1,316千t NOx 485t

VOC 1.2千t ばいじん 4.05t

SOx 24.7t

水＊6 53.9百万t 総窒素＊7 282t

BOD＊7 51.0t 総リン＊7 9.13t

COD＊7 99.4t

製品の「製造」による環境負荷（物質量）

重油・ガソリンの燃焼、
電気の使用

製品の「輸送」による
環境負荷

電気の使用、水の使用

製品の「使用」による
環境負荷

廃棄物の焼却

製品の「廃棄」による
環境負荷

＊１ 原材料の「調達」による環境負荷（原材料の資源採掘／輸送／精製･精錬／合成／加工／輸送等で発生するCO2）は、主な調達原材料に対し計算した。
＊２ 製品の「製造」の環境負荷は、製造工程で用いたエネルギー（電力、石油、ガス）総量から計算した。
＊３ 製品の「輸送」での環境負荷は、国内外の輸送手段・移動距離を想定し、それぞれに対する標準的な単位重量・単位移動距離当たりのCO2発生量の単価、
 及び、歩留まり等の補正因子を「調達」原材料の重量に掛けて計算した。
＊４ 客先での製品の「使用」による環境負荷は、コピー・プリンター・ファックスは本年度投入機の５年間稼動消費電力として計算し、その他の製品は稼動台数

等の推定値に標準的な消費電力を掛けて計算した。
＊５ 製品の「廃棄」による環境負荷は、調達原材料の廃棄負荷を推定して計算した。
＊６ 事業活動で使用した水の排出量。
＊７ 公共用水へ排出した量。
＊８ Ａ重油、Ｃ重油、灯油、軽油、ガソリンの合計（石油類をそれぞれエネルキ ー゙換算して足し合わせ、総計をＡ重油の量で表した）。
＊９ 天然ガス、液化天然ガス(LNG)、都市ガス、ブタン、液化石油ガス(LPG)の合計（ガス類をエネルギー変換して足し合わせ、総計を都市ガスの量で表した）。
＊１０ 冷却水の使用量を含む。
（上記において、CO2発生量の原単位は、産業連関表等に基いたデータベースを使用した）

富士フイルムグループの環境負荷の直接的な管理領域
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（環境効率） 2010年度目標
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1.261.28

1.43
1.34

1.20
1.13
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1.0
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目標達成計画ライン
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0

1.0

1.5
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1.31
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2010年度
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2005 2006 2007 2008 2009 2010（年度）
1.0
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1.78

2.11
2.20

1.92
1.841.841.82
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5.0
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（環境効率）
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目標達成
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3.60
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4.19
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4.424.584.39
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LCAに基づいた環境負荷
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環境側面に関する情報
主なCO2削減施策

取り組み分野 ライフサイクルステージ 主なCO2排出削減施策
環境負荷の少ない製品の
開発と普及 「調達」、「使用」、「廃棄」 ◦消費電力を少なくした複合機（コピー／プリンター／ファックス）（ドキュメント分野）

◦現像液を必要としない完全無処理ＣＴＰ版（グラフィック分野）

工場やオフィスにおける
CO2排出量削減 「製造」

◦重油からガスへの燃料転換（日本）
◦廃棄物の埋立処分場から発生するメタンガスの燃料利用（アメリカ）
◦工場敷地内での風力発電（オランダ）
◦廃熱回収、蒸気回収等の省エネ技術の開発と導入

リサイクル 「調達」 ◦�PS/CTP版の製造工程で発生する端材アルミのリサイクルシステムの開発と導入及
び適用範囲の拡大（グラフィック分野）

物流の効率化 「輸送」

◦経路の最適化
◦積載率の向上
◦モーダルシフトの推進
◦梱包の軽量・コンパクト化
◦エコドライブの推進

CO2排出量＊の推移 CO2排出量の割合

ライフサイクル全体でのCO2排出量

エネルギー使用量＊1の推移

水の投入量、リサイクル量及び排水量の推移

2007年度2006年度 2008年度 2009年度 2010年度
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富士フイルムホールディングス 2010年度
環境負荷合計：5,191 CO2千t/年

2,432

1,316

481
726

236

（千 t-CO2/ 年）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

234

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

28,942
25,890

24,156
26,613

8,554 7,131 6,477 7,008

2,784

9,877

4,982

1,935

3,482

8,604

3,922
1,651

4,365

7,535

4,871

1,892

6,082

6,687

5,377

2,008

96
21 27

海外・ガス
海外・重油等
海外・電力量
日本・ガス
日本・重油等
日本・電力量

28,354

8,795

7,856

4,292

5,319

1,951

（TJ）

140

0 20 40 60 80 120100

0 10 20 30 40 50 60

0 10 20 30 40 50 60

2006年度

2007年度

2008年度

2009年度

2010年度

2006年度

2007年度

2008年度

2009年度

2010年度

2006年度

2007年度

2008年度

2009年度

2010年度

91.7

52.4

51.9

50.3

55.3

80.2

73.5

85.8

50.2 7.3

48.1 7.0

45.2 6.4

46.1

91.7

80.2

73.5

85.6

46.1

46.3

45.1

49.6

6.3

55.048.5 6.5

5.6

5.2

5.7

6.9

0.2

0.0

0.0

0.0

112.3112.3
0.0

■投入量

■リサイクル量

■排水量

日本 海外

日本 海外

日本 海外

57.5

49.2 7.3 56.5

55.1

51.6

53.0

（百万 t/ 年）

（百万 t/ 年）

（百万 t/ 年）

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000
100

620,098
779,659

715,712

184,149

647,854

229,042

552,378 520,638 529,105

223,749199,424184,461

97

87
81 81

72
64

60

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
（t） （％）

844,602

1990 2000 2006 2007 2008 2009 2010 2012

目標値

新2工場
4工場
CO2原単位

　（単位：千t-CO2/年）
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

日本・生産 1,097 1,106 923 884 913
日本・非生産 44 33 30 29 35
海外・生産 335 362 326 298 336
海外・非生産 40 34 34 31 32
グループ合計 1,516 1,534 1,312 1,242 1,316
＊ �算定方法は、「日本」では地球温暖化対策の推進に関する法律施行令（温対法）に規定
される係数を用いて算出しています。購入電力については電気事業者別の排出係数
を使用しています。� �
「海外」ではGHGプロトコルに準拠して、過去に遡り算定しています。購入電力に
ついてはOECD発行の“CO2 EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION(2009 
Edition)”に記載されている係数を使用しています。

　（単位：TJ）
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

日本・電力量 8,795 8,554 7,131 6,477 7,008
日本・重油等＊2 7,856 6,082 4,365 3,482 2,784
日本・ガス＊3 4,292 6,687 7,535 8,604 9,877
海外・電力量 5,319 5,377 4,871 3,922 4,982
海外・重油等＊2 140 234 96 21 27
海外・ガス＊3 1,951 2,008 1,892 1,651 1,935
グループ合計 28,354 28,942 25,890 24,156 26,613
※2006年度と2007年度は富山化学工業なしで集計しております。
＊1 単位発熱量については省エネ法に準拠しています。
＊2 A重油、C重油、灯油、軽油、ガソリンの合計。
＊3 天然ガス、液化天然ガス（LNG）、都市ガス、ブタン、液化石油ガス（LPG）の合計。

　（単位：百万t/年）
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

投
入
量

日本 50.2 49.2 48.1 45.2 46.1
海外 7.3 7.3 7.0 6.4 6.9
グループ合計 57.5 56.5 55.1 51.6 53.0

リ
サ
イ
ク
ル
量
＊

日本 112.3 91.7 80.2 73.5 85.6
海外 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2
グループ合計 112.3 91.7 80.2 73.5 85.8

排
水
量

日本 48.5 46.1 46.3 45.1 49.6
海外 6.5 6.3 5.6 5.2 5.7
グループ合計 55.0 52.4 51.9 50.3 55.3

＊ 冷却水の使用も含めます。

2010年度の重油等使用量＊の内訳� （単位：千kL）

重油 灯油 軽油 ガソリン
日本 63.4 4.5 0.1 0.0
海外 0.0 0.0 0.6 0.1
グループ合計 63.4 4.5 0.7 0.1
＊ 製造における使用のみ。

国内輸送におけるCO2総排出量＊の推移� （単位：t-CO2）

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
CO2総排出量 60,499 54,254 49,825 41,031 40,936
＊ �このCO2排出量は、富士フイルムロジスティックスが関わった富士フイルムグルー
プ各社の分をすべて含めて算出しています。また、2006年度より改正省エネ法に
よる把握方法に切り替えています（空車の走行部分は含めないなど）。

国内輸送量＊の推移� （単位：百万t･km）

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
輸送量 255 230 182 162 164
＊ 輸送量の算定範囲は、改正省エネ法報告に従った所有権範囲と同一です。

輸送用包装資材の重量削減率の推移＊（累計）� （単位：％）

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
包装資材削減率 3.1 2.6 3.5 5.9 5.7
包装資材削減率（％） ＝ 削減重量/総資材重量＋削減重量
＊ �2010年度に富士フイルムロジスティックスが取り扱う輸出用包装資材の総重量は
4,122.9トン。削減重量235.8トン、年間の削減率は5.7％になりました。

容器包装材料＊使用量の推移（富士フイルム単独）
� （単位：千t/年）

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
総使用量 24.8 24.6 23.3 19.4 19.0
＊ �ダンボール、紙材、紙器、金属材料、プラスチック成形品、プラスチックフィルム・
シート、ガラスの合計。

輸送効率改善によるCO2削減量と削減率＊（国内物流）
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

CO2排出削減量
（t-CO2/年） 715.7 3,550.1 5,810.1 6,691.0 7,004.0

CO2削減率（％） 1.2 6.1 10.4 14.0 14.8
CO2削減率（％） ＝ CO2削減量/（CO2総排出量＋CO2削減量）
＊ �2010年度も特定荷主と連係してCO2削減活動を推進しています。効果的な施策と
しては物流拠点の見直しに伴う輸送距離の短縮及び2段積みによる積載効率の向上、
エコドライブによる燃費向上などが挙げられます。削減量は事業所毎に実施してい
るCO2削減施策の積み上げ値より算出しています。

2010年度の地域別CO2排出量＊	 （単位：千t-CO2/年）

CO2排出量
日本 948
海外 米州（アメリカ、カナダ、ブラジル） 151

欧州
（オランダ、ドイツ、ベルギー、イギリス、フランス） 84

中国 122
中国を除くアジア・オセアニア
（オーストラリア、韓国、シンガポールなど） 12

グループ合計 1,316
＊ 算定方法は「CO2排出量の推移」と同じです。

国内の化学系主要6工場＊のCO2排出量およびCO2原単位の推移
2010年度は、2009年度に比べ、生産量は18％増加しまし
たが、CO2排出量は4.6％の増加に留めることができました。
結果、原単位（生産量当たりのCO2排出量）は大幅に良化し72
から64となりました。
その主な要因は、フラットパネル生産工程において、蒸留
塔排熱回収、フラッシュ蒸気回収再利用等をはじめ、様々な
省エネルギー施策を開発し、各工場に横展開したことにより
ます。
2012年度は、生産量は2010年度に対し、約20％増加する
見込みですがCO2排出量は、12％程度の増加に留めることを
目標としています。1990年を基準にすれば、2012年度の生
産量は約2.3倍に増加する予定ですが、CO2排出量は1.4倍未
満に抑える予定です。原単位では、60を目標としています。
＊ �国内の化学系主要6工場（神奈川工場足柄サイト、神奈川工場小田原サイト、富士宮
工場、吉田南工場、富士フイルムオプトマテリアルズ株式会社、富士フイルム九州
株式会社）のCO2排出量は、富士フイルムグループ全体（富士フイルムグループ、富
士ゼロックスグループ、富山化学工業を含む）の58％に相当します。

基準年度（2005年度）と目標年度（2020年度）の数値はP34をご参照ください。
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廃棄物発生量、再資源化量および最終処分量の推移
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　（単位：千t/年）

2000年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

発
生
量
＊1

日本 36.2 46.8 40.7 34.3 29.5 30.0
海外 12.7 30.2 29.8 29.7 34.6 39.1
グループ合計 48.9 77.0 70.5 64.0 64.1 69.1

再
資
源
化
量

日本 28.6 43.7 39.7 33.1 28.9 29.0
海外 1.0 20.3 20.6 21.9 24.8 25.7
グループ合計 29.6 64.0 60.4 55.0 53.7 54.7

最
終
処
分
量
＊2

日本 7.6 3.1 1.0 1.2 0.6 1.0
海外 11.7 9.9 9.2 7.8 9.8 13.4
グループ合計 19.3 13.0 10.1 9.0 10.4 14.4

＊1 外部委託量
＊2 単純焼却または単純埋め立てした量

大気汚染物質排出量の推移� （単位：t/年）

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

SOx
排出量

日本 357 84 66 45 18
海外 5 6 3 2 6
グループ合計 362 90 69 47 25

NOx
排出量

日本 907 786 612 454 445
海外 96 111 84 43 41
グループ合計 1,003 897 695 497 485

ばいじん
排出量

日本 14.7 8.8 6.4 3.6 2.7
海外 0.2 0.2 4.1 2.1 1.3
グループ合計 14.8 9.0 10.5 5.7 4.1

特定フロン
排出量＊

CFC-11 0.85 1.51 0.76 0.20 1.13
CFC-12 0.02 0.01 0.01 0.00 0.04

＊ グループ合計

水質汚濁物質負荷・排出量＊１の推移� （単位：t/年）

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

COD負荷量＊2
日本 91.1 76.2 85.6 76.4 84.1
海外 15.4 20.3 13.5 13.7 15.3
グループ合計 106.5 96.5 99.1 90.1 99.4

BOD負荷量＊3
日本 35.1 40.0 45.5 46.7 45.5
海外 4.6 4.7 3.0 5.6 5.5
グループ合計 39.7 44.7 48.5 52.3 51.0

総窒素排出量 日本 290.6 258.8 290.3 286.5 282.3
総リン排出量 日本 3.9 4.3 5.0 3.7 9.1

＊1 公共水域に排出した量。
＊2 �COD（化学的酸素要求量）は、水の汚れを示す指標です。水中の汚れ（主に有機性

汚濁物質）が、酸化剤によって酸化されるときに消費される酸素の量を指します。
＊3 �BOD（生物化学的酸素要求量）は、水の汚れの程度を表す尺度のひとつで、汚れを

分解する微生物がどのくらい水中の酸素を使ったかを指し、酸素の減った量で表
します。

有価物量＊の推移� （単位：千t/年）

2000年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
日本 43.0 54.9 59.7 55.4 51.9 56.8
海外 9.3 26.0 25.0 27.4 22.1 21.2
グループ合計 52.3 80.9 84.7 82.8 74.0 78.0

＊ 有価物とは、生産により生じた副産物のうち、有償で販売したものと定義しています。

揮発性有機化合物（VOC）の大気排出量の推移� （単位：百t/年）

2000年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
日本 31.1 12.9 12.8 11.2 9.7 10.3
海外 1.7 2.9 1.9 1.9 1.6 1.7
グループ合計 32.8 15.8 14.7 13.1 11.3 12.0

※2006年度と2007年度は富山化学工業なしで集計しております。

削減に取り組んだVOCと大気排出量の削減量＊
（富士フイルム単独）

物質区分 物質名 削減量（t） 2000年度から
の削減率（％）

PRTR法届出
対象物質 ジクロロメタン 243 68

自主管理
対象物質

メチルアルコール 1,410 80
酢酸エチル 319 79
メチルエチルケトン 166 80
アセトン 113 88

＊ 2000年度実績に対する2010年度までの削減量

日本 海外 グループ合計
法令違反件数
（内対応済み件数）

0
（0）

6
（6）

6
（6）

クレーム件数
（内対応済み件数）

1
（1）

0
（0）

1
（1）

PCBを含む＊機器などの保管・管理状況

PCBを含む機器などの区分
保管・管理数量
日本 グループ合計

高圧トランス（台） 1 18
高圧コンデンサー（台） 360 450
廃PCB油など（kg） 201.11 201.11
汚泥など（m3） 10,400.1 10,400.1
蛍光灯の安定器（台） 15,175 17,975
蛍光灯以外の低圧コンデンサー（台） 117,157 117,157
低圧トランス（台） 3 33
ウエス（kg） 919.5 919.5
その他機器（台） 16 17

＊ 微量PCBは含まず。

廃棄物の主なリサイクル方法
廃棄物 リサイクル方法

プラスチック（分別品） パレット、配管、衣服、断熱材
プラスチック（混合品）／フィルター 高炉原料
磁気テープ 高炉原料・畳床材・断熱材
水酸化アルミ アルミナ
無機汚泥・研磨剤 セメント、路盤材、建築用資材
有機溶剤 塗料用シンナー
酸・アルカリ 中和剤
可燃性廃棄物の混合品 固形燃料、発電・温水製造
蛍光灯 グラスウール、水銀
電池 亜鉛、鉄精錬
残飯・生ゴミ・有機汚泥 肥料、飼料
書類、空箱 再生紙
鉄、アルミ、銅など、金属類 金属精錬

ゼロエミッション
富士フイルムでは2003年度にゼロエミッションを達成し、

引き続き廃棄物管理レベルの向上に努めています。今後の課題
は、富士フイルムの海外生産拠点である関係会社および新しく
富士フイルムグループに加わった会社でのゼロエミッション達
成です。課題達成のために次の関係会社を中心に指導を続けて
いきます。

1．�プラントの立ち上げや廃止で発生する廃棄物がゼロエ
ミッション化されていない国内外の関係会社

2．廃棄物発生量が多い国内外の関係会社
3．�生産量が増加していてゼロエミッション率が未だに低い

国内外の関係会社
なお、富士フイルムと富士ゼロックスにおけるゼロエミッ

ションの定義は事業特性の違いから若干異なりますが、概ね「事
業活動で発生するすべての廃棄物を再資源化し、廃棄物の単純
焼却、単純埋立をゼロにすること」と定義しています。

環境関連の法規制の順守状況とクレーム
2010年度の環境関連の法令違反は6件、クレームは1件で、

いずれも直ちに対策を講じています。従来以上に管理を徹底し
再発防止に努めます。

2010年度の環境関連の法令違反・クレーム内容とその状況＊
《FUJI FILM Manufacturing Europe B.V.》（オランダ）
内容：�誤って74kgのVOC（揮発性有機溶剤）を放出した。溶剤

燃焼装置の温度が高くなりすぎて29分間停止したため、
溶剤が燃焼されずに放出された。

対応：�外気を導入して溶剤蒸気を希釈することで過熱を防止で
きることが分かっており、当面そのような状況が発生し
た場合は手動制御すると共に、自動制御ソフトに希釈機
能を付加、改良してテスト中。行政へ報告。処分無し。

《FUJI FILM Manufacturing Europe B.V.》（オランダ）
内容：�硫酸のストックタンクを補修するため、硫酸残渣20リッ

トルを廃棄したが、その際、一般排水を集めるピットへ
のバルブを誤って開けたまま行ってしまった。このため、
pHの管理下限値6.5を15分間下回った。

対応：�作業者の判断ミス、及びpHメーターの反応が非常に遅
いことが原因で生じたもので、作業手順を見直し、pH
メーターを交換した。行政へ報告。処分無し。

《FUJIFILM Imaging Colorants Limited》（イギリス）
内容：�週１回のサンプリング分析の結果、廃水処理施設へ定め

られた濃度を超えた有機溶剤（DMSO）を流したことが
判明した。

対応：�プラントをセットアップする際に想定していなかった
キャリーオーバーがあったことが原因であった。対策と
して、今後バッチを製造する際には、作業手順の確認や
追加チェックを行うこととした。行政へ報告。処分無し。

《富士フイルム大宮事業所》
内容：�近隣住民の方より、平成２年に設置したＰＳ棟の屋根の

形状が悪く、午前８時頃にならないと日が当たらないの
で、屋根の形状を変えてもらいたいとの苦情があった。

対応：�冬至日照シミュレーション図を提示して状況を確認、建
築基準法に則っている旨ご説明して納得していただいた。
今後当社の建物・敷地利用形態に変化が出てきた際は近
隣の方にもご相談した上で進める旨ご説明した。

＊比較的軽微なものを除いています

PRTR法への対応（富士フイルム及び国内関係会社）
PRTR法（化学物質管理促進法）で届出対象になっている物質

以外に、日本化学工業協会が定めた自主管理物質を中心に、富
士フイルムが自主的に管理対象とする物質を加え、排出量削減
に取り組んでいます。富士フイルムと国内関係会社での使用量
が1トン／年以上の物質についての情報（使用量・大気排出量・
公共用水域への排出量・下水への移動量・事業所外への移動量・
リサイクル量）を下記のウェブサイトで開示しています。

土壌・地下水汚染の調査と浄化（富士フイルム及び国内関係会社
と富士ゼロックス及び国内関係会社）

土壌・地下水汚染に関して自主的な環境調査を実施していま
す。生産事業所で使用され、環境基準値が定められている物質
については、使用・在庫管理及び排水管理、地下水の定期的な
モニタリングを実施し、不測の事態に迅速な対応がとれる管理
を行っています。

	 �http://www.fujifilm.co.jp/corporate/environment/
preservation/chemicalsmanagement/production/	
prtr.html

URL

	 �http://www.fujifilm.co.jp/corporate/environment/
preservation/site/leakage/

URL

	 �http://www.fujixerox.co.jp/company/public/sr2011/
stakeholder/environment/target.html

URL

※�環境パフォーマンスデータの対象組織は、原則的に連結財務諸表の範囲で、
環境負荷の大きさを基準に設定しています。ただし、一部の販売及び生産（組
み立て）子会社は含まれていません。�  
特に表記のないものは、上記の集計範囲で行っています。�  
なお、「グループ合計」の値は、それを構成する各小計の合算値と必ずしも一
致していない場合があります。



66 FUJIFILM Holdings Corporation Sustainability Report 2011

データ・資料編

FUJIFILM Holdings Corporation Sustainability Report 2011 67

データ・資料編

環境会計

2010年度の概要

◦�2010年度は、工場の製造関連設備への投資が増加したことに
より環境関連設備投資も増加しました。

◦�具体的には、2009年度は製造設備の更新・増設を控えていた、
フラットパネルディスプレイ製造設備に関する公害防止や地
球環境保全に関する投資だけで24億円強の増加となりました。

◦�省エネルギー製品の開発や省エネルギー生産の研究のための
設備投資は2009年度と概ね同等です。

◦�経費などの費用については、2009年度と概ね同じ金額です。
◦�環境保全効果としては、2009年度より生産量が増加し、電力、

天然ガス等のエネルギー使用量増加などの要因もあり、効果
額は少なくなっています。

≪対象期間≫
2010年度（2010年4月1日〜2011年3月31日）
≪環境会計集計範囲≫
富士フイルムグループ国内61社（富士フイルムホールディングス、富士フイルム、富
士フイルムの関係会社17社、富士ゼロックス、富士ゼロックスの関係会社40社、富
山化学工業）

≪基本事項≫
◦環境会計の目的
　①�社内外の関係者に、物量面、経済面の定量化された正しい環境情報を提供する。
　②�経営者層及び事業場統括者の意思決定に役立つ、数値化された環境情報を提供する。
◦�集計方法　参考にしたガイドライン：環境省発行「環境会計ガイドライン（2005年版）」
　①減価償却費は、3年間の定額償却によって算出。
　②�環境保全以外の目的が含まれているコストは、支出目的による按分計算により集計。
　③�社内への経済効果：汚染賦課金、エネルギー、原材料、水などは前年度との差額、

回収、リサイクルなどは当該年度の実質的効果金額を計上。
　④�社外への経済効果：SOx、VOC、CO2については前年度との差額、リサイクルにつ

いては、当該年度の推定的効果金額を計上。

お客様への効果は、お客様が購入いただいた新製品を使用
した場合と、お客様が旧製品を使用した場合の環境負荷量を
比較して、効果を金額に換算したものです。2010年度のお客
様への効果の合計は、2009年度に比べて減少いたしました。
特に高密度磁気記録材料に関しては、記録密度当たりの単価
が上がったため、マイナスとなってしまいました。製版フィ
ルム不使用のPS版は、出荷量が増えたことにより効果が増加
しました。

＊1 SOx削減：167円/トン
米国環境省の2011年3月のSOx排出権オークションの落札価格 2ドル/トン
＊2 VOC削減：350千円/トン

（社）産業環境管理協会「有害大気汚染物質対策の経済性評価報告書」平成16年2月
＊3 CO2削減：1,957円/トン

（2011年3月 EU排出権2011年先物取引価格17.27ユーロ/トン）
＊4 廃棄物埋め立て処理コスト：100円/kg
＊5 上水200円/トン、下水200円/トン
＊6 廃棄物発生量のうち再資源化量および有価物量

お客様への効果� （単位：百万円）

製品
金額

2009年度 2010年度
1．高密度磁気記録材料 4,141 -1,178
2．製版フィルム不使用のPS版 21,086 23,651
3．液晶ディスプレイ用フィルム 23,263 23,136
4．オフィスプリンター 10,611 11,310
合計 59,101 56,919

2010年度の環境会計� （単位：百万円）

環境保全コスト 環境保全効果
設備投資 費用 社内への経済効果 社外への効果

2009年度 2010年度 2009年度 2010年度 2009年度 2010年度 2009年度 2010年度
1．�事業エリア内コスト 1,487 3,502 11,832 9,542

①公害防止 850 2,201 6,073 4,911

汚染賦課金の削減 2 -4
SOx排出削減＊1 0.1 0.005
SOx排出削減量 20t 28t
NOx排出量削減 158t 9t
VOC排出削減＊2 55 -70
VOC排出削減量 156t -25t

②地球環境保全 594 943 3,005 2,200 省エネルギー 545 -1,443
CO2排出削減＊3 75 -75
CO2排出削減量 47千t -38千t

③資源循環 43 358 2,753 2,431

原材料削減 7,363 10,935 リユース・リサイ
クルによる産業廃
棄物削減＊4

10,667 11,092水資源削減＊5 803 -808
回収リサイクル
　銀 1,521 1,668

削減量＊6 106.7千t 110.9千t
　高分子材料 860 875
　アルミ材料 317 228 アルミ原材料の再利用

CO2排出削減
63 80

　その他 331 267 4万t 4万t
2．�上・下流コスト 

市場からの回収 11 26 10,584 7,660 下取り機器からの
部品回収 10,069 5,991

3．管理活動コスト 45 76 9,147 8,079

4．研究開発コスト 1,125 931 17,483 19,804
お客様への効果の
詳細は上表に記載
しました。

59,101 56,919

5．社会活動コスト 0 0 86 297
6．�環境損傷対応コスト
	 汚染賦課金 1 11 329 211

合計 2,670 4,545 49,461 45,593 21,811 17,709 69,961 67,946

富士フイルム重点実施事項� 　

重点実施事項 主な取組内容

1．�地球温暖化対策の推進 
　�ライフサイクルCO2排出量を2020年度までに

30％削減（対2005年度）

①生産ラインにおける省エネ施策の全社水平展開（廃熱回収、発電効率向上等）　②オフィスなどの非生
産拠点でのルール共通化による省エネの推進（空調条件、照明条件等）　③原料調達・物流・使用・廃棄
におけるCO2削減に貢献する施策、技術開発の強化　④従業員および家族へのCO2削減啓発活動の継
続展開（ICEプロジェクト、安全・エコドライブ等）

2．環境配慮設計の推進 ①3Rの推進による資源の有効利用（製品、容器包装材料）　②生物多様性保全への取り組み強化　③環
境配慮項目の適切な評価による差別化推進

3．化学物質管理のレベルアップ
①地域毎の法規制の監視・対応体制の強化（特に新興国）　②サプライチェーンにおける化学物質情報
の確実な伝達　③新たなリスク評価法※の利用推進
※ハザードと暴露のマトリックス表による評価

4．�環境課題推進基
盤の強化

（1）事業場の環境保全
FRC規則に基づいて下記を推進
①法的要求事項、自主管理目標を順守する体制の堅持　②廃棄物適正処理、及び廃棄物ガバナンスの
維持・強化　③廃棄物の削減（歩留まり向上、ロス分の再利用、有価物化など）　④製膜工程から発生す
るVOCの排出量削減　⑤冷却水等の再利用促進、節水による水投入量削減

（2）�マネジメントシステムによ
るリスク管理

①IMS/EMSの利用による業務の品質向上と効率化　②生産拠点へのIMS導入拡大　③製品安全、労働
安全のリスク管理強化

（3）�情報開示・情報提供、コミュ
ニケーション

①サステナビリティレポート、ウェブサイト等による積極的な情報開示　②ステークホルダーとのコミュ
ニケーションによる社会的要請への適合検証

（4）従業員教育 ①教育・訓練の継続的実施（環境、品質、製品安全、及び労働安全関連）　②生物多様性保全の認知度
向上推進

富士ゼロックス重点実施事項（環境中期及び2011年度目標）
管理項目 2011年度目標 中期目標（2013年）

地球温暖化の抑制

事業所
開発・生産 生産開発事業所のCO2排出量135kt-CO2以下に削減（排出量取

引活用）
CO2排出絶対量：生産・開発事業所のCO2排出量を2013
年までに2005年レベルに削減

オフィス 国内海外オフィスから排出するCO2を2007年度比4％削減する CO2排出絶対量：国内海外オフィスから排出するCO2を
2007年度比6％削減する

物流 商品の輸送におけるCO2排出量：270kt-CO2以下 商品の輸送におけるCO2排出量：336kt-CO2以下
商品・サービス お客様先での削減効果1,431kt-CO2 2012年度末までに次期計画策定

天然資源の保全

商品
3R

部品リユースによる新規資源投入量抑制：1,911t以上
回収した商品の再資源化率：国内／アジア・パシフィック（AP）
99.9％／中国99.8％

部品リユースによる新規資源投入量抑制：3,398t以上

用紙 古紙利用量の拡大：古紙配合比率68％以上
FSC認証紙の新規販売（1紙種）

古紙利用量の拡大：古紙配合比率70％以上
FSC認証商品の拡大：商品アイテム増（6→9銘柄）

事業所
生産事業所 水使用量の削減：25％（2005年比） 水使用量の削減：次期中期計画策定
オフィス 国内外：ゼロエミッション達成 国内外：ゼロエミッション達成

化学物質による環境リスクの低減

商品
RoHS対応 中国RoHS第2段階への対応：CCC対応プロセス確定 商品系化学物質戦略策定：商品に含有するリスクの大きい

化学物質について規制の要求を超えて代替を進める

REACH対応 アーティクル：AIS対応暫定eGreenシステムの運用開始と恒久版
システムの設計フェーズ完了継続実施 同上

事業所

VOC VOC削減：海外VOC20物質削減率12％以上（2000年度比） 化学物質系戦略策定：事業所におけるリスクの大きい化学
物質の自主削減・リスク低減を進める

生物多様性 事業所土地利用における生物多様性評価方法の確立および評価
の試行 影響回避／負荷低減策の展開、従業員の保全理解促進

土壌・地下水汚染対
策・PCB

国内1拠点、海外2拠点の土壌・地下水汚染対応
PCB処理準備（費用精査）

汚染リスクの低減（3拠点）2012年度
高濃度PCB処理実施（2011〜2016年）

富士フイルムグループ グリーン・ポリシー

富士フイルムグループ グリーン・ポリシー
基本方針

“持続可能な発展”は21世紀の地球、人類、企業にとって最重要課題である。世界の富士フイルムグループ各社は、環境・経済・社会のす
べての面において確実で一歩先行した取り組みにより先進企業となることを目指す。我々は、製品・サービス・企業活動における高い“環
境品質”を実現することで、顧客満足を達成すると共に、“持続可能な発展”に貢献する。

行動指針
❶�環境負荷低減と製品安全確保を次の4項目に留意して推進する。

（1）企業活動のすべてにわたって実施
（2）製品の全ライフサイクルにわたって実施
（3）経済的、社会的効果を総合的に考慮
（4）生物多様性の保全

❷�化学物質及び製品含有化学物質の管理レベルを高め、リスクを
低減する。

❸�法律及びグループ会社の自主規制、基準類、個別に同意した要
求事項を遵守する。

❹�協力会社とのパートナーシップと行政、業界活動への協力を強
化し、地域活動に積極的に参加する。

❺�環境諸課題への取り組み状況とその成果を、地域社会や行政、
グループ会社従業員等の社内外関係者に積極的に情報開示し、
良好なコミュニケーションを確保する。

❻グループ各社従業員教育の徹底を通じて意識向上を図り、環境
課題に取り組む基盤を強化する。
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社外からの評価 第三者意見

格付け・SRI調査の状況

富士フイルムホールディングスは、「持続可能な発展」に向
けたCSR活動を積極的に推進している企業グループとして、
外部機関より以下の評価を受け、社会的責任投資（SRI）の銘柄
に組み入れられています。また、社外の格付け調査において、
2011年7月現在下表の評価を受けています。

2010年度の主な受賞や評価
対象 賞の名称や評価内容 授与団体

富士フイルム（株） 携帯型超音波画像診断装置「FAZONE CB（ファゾーン シービー）」が、「2010
年度グッドデザイン賞」において、『金賞［経済産業大臣賞］』（大賞候補）に選出 （財）日本産業デザイン振興会

富士フイルム（株）
デジタルカメラ「FinePix REAL 3D W3」、「FinePix F300EXR」、「FinePix 
HS10」、X線画像診断装置「FUJIFILM DR CALNEO C（カルネオ シー）」の4
製品が『グッドデザイン賞』を受賞

（財）日本産業デザイン振興会

富士フイルム（株） 「nano tech 2011 国際ナノテクノロジー総合展・技術会議」に出展し、最優
秀の「nano tech大賞」を受賞

nano tech 2011 国際ナノテクノロ
ジー総合展・技術会議

富士フイルム（株） 「サステナビリティレポート2010」が「第14回環境報告書賞・サステナビリ
ティ報告書賞」において、サステナビリティ報告書賞「優秀賞」を受賞 （株）東洋経済新報社

富士フイルム（株）神奈川工場 体力つくり優秀組織表彰「文部科学大臣賞」 文部科学省

FUJIFILM IMAGING COLORANTS INC. SOCMA SILVER AWARD FOR PERFORMANCE IMPROVEMENT - 
PRODUCT STEWARDSHIP

Society of Chemical Manufacturers 
and Affiliates (SOCMA)

FUJIFILM Dimatix,Inc. New Hampshire Governor's Award for Pollution Prevention
New Hampshire Governor and 
New Hampshire Department of 
Environmental Protection

FUJIFILM Manufacturing U.S.A., Inc. 
/ Env. & Reg. Compliance

Best Special JAKES Event both National and State award (awarded 
to the Neil Cost Chapter headquartered in Greenwood)

National Wildlife Turkey 
Federation (NWTF)

FUJIFILM Manufacturing U.S.A., Inc.
（Rolling Meadows） Dischargers Demonstrating Exemplary Compliance for 2008 Metropolitan Water Reclamation 

District of Greater Chicago
FUJIFILM ELECTRONIC MATERIALS 
U.S.A., Inc. Preferred Quality Supplier Award Intel Corporation

FUJIFILM Canada, Inc.
FUJIFILM Electronic Materials 
U.S.A., Inc.
FUJIFILM Imaging Colorants Inc.
FUJIFILM Holdings America 
Corporation
FUJIFILM Manufacturing USA, Inc.
FUJIFILM North America 
Corporation,

2010 Safety Award- 20 facilities from the noted divisions received 
the 2010 Safety Awards including 3 "Best in Class" awards.

International Imaging Industry 
Association

FUJIFILM ELECTRONIC MATERIALS 
(EUROPE) N.V. Preferred Quality Supplier Award INTEL 

FUJIFILM Imaging Colorants Ltd, 
Grangemouth Manufacturing Gold Medal for Occupational Health & Safety The Royal Society for the 

Prevention of Accidents (RoSPA)

FUJIFILM France S.A.S.（フランス） Imprim'Vert Certificate ("Green printing certification") P2i / Chambre des Metiers et de 
l'Artisanat des Yvelines (France)

富士膠片印版（蘇州）有限公司 蘇州市リサイクル経済の試験を行う企業 蘇州市人民政府
富士膠片印版（蘇州）有限公司 蘇州市工業園区クリーン生産企業 蘇州市工業園区管理委員会
FUJIFILM Hunt Chemicals 
Singapore Pte.Ltd.

Singapore Chemical Industry Council (SCIC)Responsible Care 
Award 2010

Singapore Chemical Industry 
Council (SCIC)

富士ゼロックス（株）
中小規模事業所向けフルカラーデジタル複合機、一般オフィス向けフルカラー
デジタル複合機、およびハイエンドプロ市場向けカラー・オンデマンド・パブ
リッシング・システムの3ラインナップの商品で『グッドデザイン賞』を受賞。

（財）日本産業デザイン振興会

富士ゼロックス（株） 新定着技術「ベルトロール型高速定着技術」が、「平成23年度 日本印刷学会 
技術賞」ならびに「日本印刷学会 研究発表奨励賞」を受賞。 （社）日本印刷学会

富士ゼロックス（株） 2010年マネージド・プリント・サービス（MPS）世界市場のマジック・クアド
ラント・レポートにおいて、「リーダー・クアドラント」に位置づけられた。 ガートナー社

富士ゼロックス（株） 「サステナビリティレポート2010」が「第14回環境報告書賞・サステナビリ
ティ報告書賞」において、サステナビリティ報告書賞「特別賞」を受賞。 （株）東洋経済新報社

評価名 富士フイルム
ホールディングスの評価

第14回「企業の環境経営度調査」
（日本経済新聞社） 10位／製造業475社

第6回「企業の品質経営度」調査
（日科技連） 1位／249社

環境ブランド調査2010
「CSR評価ランキング」（日経BP社）

60位／560社
（偏差値62.1）

サステナビリティ評価2011
（SAM社：Sustainable Asset Management） SAMゴールド・クラス

第5回CSR企業ランキング（2011年）
（東洋経済新報社）

4位／1,132社
（542.4点）

Dow Jones Sustainability 
Indexes 2010への組み入れ

FTSE 4Good Global 
Indexへの組み入れ

モーニングスター社会的責任
投資株価指数への組み入れ

富士フイルムホールディングスは2006年に持株
会社として誕生して以来、「構造改革」、「事業多角
化」、「組織力強化」に継続して、取り組まれてきまし
た。そのキーワードはCSR活動にも貫かれていると
感じます。「CSR活動のマネジメントシステムに基づ
いた展開」、「事業の社会・環境側面からの存在意義
の確認」、「統合的なビジョンと目標の共有」は、富士
フイルムグループのCSR活動の明確な特徴といっ
てもよいでしょう。まだ十分な成果をあげていない
部分もありますが、こうした方向性をハッキリと示さ
れていることをまず評価いたします。

本レポートでも、その各々は、巻末の網羅的な資
料・データ編、ヘルスケア事業や医療ITの紹介記
事、一体感を醸成する活動や人材育成・人材交流の
特集から容易に理解することができるでしょう。

また、ISO 26000（組織の社会的責任のための
国際規格）が、「組織が取り組むにふさわしい関連性
および重要性を持つ課題が何であるかを、独自の
検討およびステークホルダーとの対話を通じ特定
することは、個々の組織の責任である」と記述して
いるように、今後ますます、ステークホルダーの特
定やそうした人々とのエンゲージメントが重要に
なってくることは間違いありません。本レポートの

「VOICE」というコラムでは、そうした考え方への配
慮を感じることもできました。

そのうえで、二つのことを今後に期待します。第
一は、事業の及ぼす影響をポジティブにも、ネガティ
ブにも一層真摯に見据えていただきたいということ
です。化学製品の安全性再評価、リスク評価を求め
る声は、依然として存在しています。また、今後、富
士フイルムグループが「総合ヘルスケアカンパ
ニー」として飛躍を遂げていく過程においては、副
作用問題や医療倫理問題、アクセス・トウ・メディス
ンと呼ばれる人権問題に直面することも出てくるで
しょう。事業の及ぼす多様な影響を認識できる感度
をより高めていただきたいと考えます。

第二は、CSR活動と社員一人ひとりの日常の活動
の距離を縮めていただきたいと考えます。ビジョン
先行あるいはPDCAによる展開を重視したCSR活
動は、ときに「頭でっかち」なものになる危険性を孕
みます。社員一人ひとりが、社会との繋がりや社会
からの感謝に触れることのできる取り組みを重視し
ていただければと思うところです。東日本大震災の
復旧支援として紹介されている｢写真救済プロジェ
クト」や放射性汚染検査やデータ解析、放射線に関
する情報提供など、グループの持つ技術や知見を
生かした活動は、好例と位置づけられるのではない
かと感じました。

最後に、トップコミットメントにおいて、「世界各地
の社会的課題の解消に向けて積極的に取り組んで
いきます」と明言されている点に注目しました。既
に、グループ売上の50%以上は海外で実現してい
るにもかかわらず、本レポートの内容は国内事例が
まだ中心となっています。近い将来、富士フイルム
グループが、持続可能な社会実現に貢献している
という世界中の事例で、本レポートが満載になるこ
とを願って止みません。

株式会社日本総合研究所 理事
ESGリサーチセンター長

足達 英一郎
環境問題対策を中心とした企業社会責任の視点からの産業
調査、企業評価を担当。金融機関に対し社会的責任投資や
環境配慮融資のための企業情報を提供。主な共著書に

「CSR経営とSRI」（2004年、きんざい）、「地球温暖化で伸び
るビジネス」（2007年、東洋経済新報社）、「環境経営入門」

（2009年、日本経済新聞出版社）、「進化する金融機関の環
境リスク戦略」（2011年、きんざい）等。日本規格協会ISO 
26000 JIS化本委員会委員（現任）（2009年05月までISO 
26000作業部会日本エクスパート）。

社会的責任投資のための企業情報の提供を金融機関に行っている立場から、本書を通じて理解した富士フイルムグループの社
会・環境側面の諸活動ならびにその情報開示のあり方に関し、第三者意見を提出したものです。このコメントは、本書が、一
般に公正妥当と認められる環境報告書等の作成基準に準拠して正確に測定、算出され、かつ重要な事項が漏れなく表示されて
いるかどうかについて判断した結論を表明するものではありません。
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富士フイルムグループの事業概要 富士フイルムグループの組織概要
富士フイルムグループは、社会の文化・科学・技術・産業の発展、さらに人々の健康や地球環境の保持に幅広く貢献し、社会と

お客様に信頼されるグローバル企業を目指しています。私たちは、「イメージングソリューション」「インフォメーションソリューショ
ン」「ドキュメントソリューション」部門での積極的な事業展開を通じ、人々のクオリティ オブ ライフの向上に寄与して、社会に貢
献していきます。

■ 連結売上高 ■ 当社株主帰属当期純利益（損失）

＊2009年度より、従来の当期純利益を当社株主帰属当期純利益に名称を変更しています。

（億円）

（年度）

（億円）

（年度）2006 2007 2008 2009 2010 2006 2007 2008 2009 2010
0

10,000

20,000

30,000

-500

0

500

1,000

27,825

344

1,044

105

△
384

28,468

24,343

21,817

22,171

639

■ 地域別連結売上高構成比 ■ 事業セグメント別連結売上高構成比

2010
年度

米州
16.6％

欧州
11.7％

アジア他
25.0％

日本
46.7％

2010
年度

イメージング
ソリューション
14.7％    

インフォメーション
ソリューション
41.4％　

ドキュメント
ソリューション
43.9％　

イメージングソリューション
イメージングソリューション部門は、カラーフィルム、デジタルカメラ、フォトフィニッシング機器、写真・プリント用のカラーペーパー・薬品・サー

ビスなどから構成されています。

（億円）

（年度） 201020092008

（億円）

（年度） 201020092008

■ 連結売上高 ■ 構造改革費用後営業損失■ 事業別売上高構成比

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

-1,000

0

1,000
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3,455

3,258

△
293

△
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△
127

その他 18％
カラーフィルムなど
8％

カラー
ペーパー・
薬品など
24％

ラボ・FDi
15％

電子映像
（デジタルカメラなど）
35％

2010
年度

インフォメーションソリューション
インフォメーションソリューション部門は、メディカルシステム・ライフサイエンス機材、医薬品、グラフィックシステム機材、フラットパネルディ

スプレイ材料、記録メディア、光学デバイス、電子材料、インクジェット用材料などから構成されています。
■ 連結売上高■ 事業別売上高構成比

（億円）

（年度） 201020092008
0

5,000

10,000
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9,008

9,174

0

500

1,000
（億円）

（年度） 201020092008

■ 構造改革費用後営業利益

106204

1,035

光学デバイス 7％ メディカルシステム・
ライフサイエンス
　　　29％

フラットパネル
ディスプレイ材料
24％

記録
メディア
5％

産業
機材
10％

グラフィック
システム
25％

2010
年度

ドキュメントソリューション
ドキュメントソリューション部門は、オフィス用複写機・複合機、プリンター、プロダクションサービス関連商品、オフィスサービス、用紙、消耗

品などから構成されています。

※2010年度第1四半期より実施されたコーポレート経費の組み替えにより、セグメント別営業利益は、2009年度に遡り、修正して表示しています。

■ 連結売上高■ 事業別売上高構成比

グローバル
サービス
9％

オフィスプリンター
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その他 9％ （億円）
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（億円）
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■ 構造改革費用後営業利益
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持株会社　富士フイルムホールディングス株式会社

富士フイルムグループの組織構造（2011年3月31日現在）

富士フイルムグループは、2006年10月に持株会社体制に移行し、富士フイルムホールディングス株式会社を中心とするグルー
プ経営を展開しております。

■ 会社名　　　：富士フイルムホールディングス株式会社
■ 代表者　　　：古森 重隆
■ 本社所在地　：東京都港区赤坂9丁目7番3号（東京ミッドタウン）
■ 設立　　　　：1934年1月20日
■ 資本金　　　：40,363百万円（2011年3月31日現在）
■ 従業員数　　 ：143名（2011年3月31日現在）
■ 連結従業員数 ：78,862名（2011年3月31日現在）
■ 連結子会社数 ：239社（2011年3月31日現在）

富士フイルムホールディングス連結子会社は、P24をご覧ください。
詳細については、HPをご覧ください。

http://www.fujifilmholdings.com/ja/business/group/index.htmlURL

持株会社

事業会社 シェアードサービス会社

富士フイルムホールディングス株式会社

富士フイルム
株式会社

関係会社

富士ゼロックス
株式会社

関係会社

富士フイルムビジネス
エキスパート株式会社

富山化学工業
株式会社

関係会社

100％ 75％ 66％ 100％

編集後記
富士フイルムホールディングス「サステナビリティレポート2011」をご覧いただきまして、誠にありがとうございました。
富士フイルムグループは、2006年10月に富士フイルム、富士ゼロックス、富山化学工業を事業会社とした持ち株会社

制に移行して、5年目を迎えます。この間、グループの総合力を高め、より大きなシナジーを創出し新たな成長戦略を推進
することを目指してきました。

本レポートは、グループの事業会社間、もしくは事業部門間での協働の現状や、富士フイルムグループの社員一人ひと
りの活動がお互いに影響し合い、それがグループの総合力になっていく経過に力点をおいて報告をいたしました。

今後も国内外の富士フイルムグループが連携し、もしくはお客様やお取引先などと共同して総合力を高めていく富士フ
イルムグループについてご報告していくとともに、持続可能な社会へのかかわりについてご報告していきたいと考えてい
ます。

今年度は多くの専門家やステークホルダーの方々からご意見をいただくことができました。ここに御礼申し上げます。
皆様の貴重なご意見を真摯に受け止め、活動して参ります。

ご覧いただきました皆様からも忌憚のないご意見、ご感想をいただければ幸いです。

■ 地域別連結従業員構成比（2011年3月31日現在）

2010
年度

米州6.9％
欧州6.7％

アジア他
35.5％

日本
50.9％



表紙の掲載作品について

富士フイルムグループは創業以来、「水と空気」を大切にしてきま
した。水と空気に育まれ巨木となった檜の舞うような大枝に、社会
が力強く発展している姿を思い、大枝の部分を本レポートの表紙
にしました。

「檜図屏風」  安土桃山時代・16世紀
作者は桃山時代の泰斗、狩野永徳。今は屏風だが、もとは天正18年（1590）12月落成の
八条宮邸の襖絵の一部であった。永徳は同年9月に他界した為，製作の最後まで立ち会え
たか否か不詳だが、観る者を圧倒する巨木中心の構成と、金地濃彩の豪華絢爛さは、彼の
つくりあげた絵画様式を伝えて迫力に溢れている。大枝を振りかざして舞うかのような檜
の姿や、限定した色彩の凛としたコントラストは見所である。

■本レポートについてのお問い合わせ先

総務部 CSRグループ
〒107-0052 東京都港区赤坂9丁目7番3号（東京ミッドタウン）
電話 03-6271-2065　FAX 03-6271-1190

http://www.fujifilmholdings.com/ja/
　　　　　　　　　　　　　sustainability/contact/index.html

富士フイルム ホールディングス株式会社

東京国立博物館　所蔵
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